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吸収分割 に 係 る 事前 開 示書面
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2023 年2 月9 日

東京都 千代 田 区 大 手町二丁 目3 番2 号

住友 商 事株式会社 /--
代表 取締役 社長執行役員CEO 兵頭 犀＆之｀ら

（ ｀戻芦、 ＼

． ＇尉冒
東京都 千代 田 区ー ツ橋一 丁 目2 番2 号

住 商CRM 株式会社

代表 取締役社長 内 田 謙

住友商事株式会社 と 住 商CRM 株式会社

と の吸収分割 に関す る 事項 に つ いて

住友 商事株式会社 （ 以 下 「 吸 収分割会社」 又 は 「 住 商 」 と い い ま す。 ） と 住商CRM 株式会

社 （ 以 下 「 吸 収分割承継会社」 又 は 「 住 商CRM」 と い い ま す。 ） は 、2023 年1 月13 日 付 吸

収 分割契約 の 定 め る と こ ろ に よ り 、2023 年4 月1 日 を効 力 発生 日 （ 以 下 「本効力 発 生 日 」

と い い ま す。 ） と し て 、 吸 収分割会社が 吸収分割 承継会社に対 し て 吸 収分割会社の資源 ・ 化

学 品 事業部 門 資源第二本部炭 素部炭 素 製 品 チ ー ム に て 営 む炭 素製 品 （製鋼用 人造黒鉛電極 、

ア ル ミ 製錬用 カ ソ ー ド ブ ロ ッ ク 、 及 びそ の他特殊炭 素製 品 ） 関連事業 に 関 す る 権利 義務 を承

継 さ せ る 吸 収 分割 （ 以 下 「 本吸 収分割 」 と いい ま す。 ） を行 う こ と を決定致 し ま し た 。 本 吸

収分割 に 関 し 、 会社法第782 条第1 項及 び会社法施行規則 第183 条 並 びに会社法第794 条

第1 項及 び会社法施行規則 第192 条 に定 め る 事項 は 以 下 の と お り です。

1. 吸 収分割 契約 の 内 容 （ 会社法第782 条第1 項及 び第794 条第1 項 ）

別紙l の と お り です。

2. 分割 対価 の 定 め の相 当性 に 関 す る 事項 （会社法施行規則 第183 条第1 号イ 及 び第192 条

第1 号）

本吸 収分割 に 際 し て 、 吸 収分割承継会社は 、 吸 収分割会社 に対 し 、 本吸 収分割 に よ り 吸

収 分割会社か ら 承継す る 権利 義務 の対価 を 交付 し な い こ と と 致 し ま し た。 な お 、 吸 収分
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割会社 は 吸 収 分割承継会社 の 唯一 の 株 主で あ る た め 、 当 該対価 の 定 め は 相 当 で あ る と

判 断 し て お り ま す。

3. 計算書類等 に 関す る 事項

(1) 吸 収分割 会社及び吸 収分割承継会社 の 計算書類等 （ 同規則第183 条第4 号イ 及 び第192

条第4 号イ ）

吸 収分割 会社の 最終事業年度 に 係 る 計算書類等 は 別紙2 、 吸収分割承継会社の 最終事業

年度 に 係 る計算書類等 は 別紙3 の と お り で す。

(2) 吸 収分割 会社及 び吸 収分割 承継会社 の 最終事業年度 の 末 日 後 の 日 を 臨 時決算 日 と す る

臨 時計算書類等 の 内容 （ 同 規則第183 条第4 号 口 及 び第192 条第4 号 口 ）

該 当 事項 は ご ざ い ま せ ん 。

(3) 最終事業年度 の 末 日 後 に 生 じ た 重要 な 財産 の 処分 、 重 大 な 債務 の 負 担 そ の 他 の 会社財

産 の 状況 に 重要 な影響 を 与 え る 事象 （ 同規則第183 条第4 号ハ 、 第5 号イ 及 び第192 条

第4 号ハ 、 第6 号イ ）

① 吸 収分割会社の 最終事業年度 の 末 日 後 に 生 じ た 会社財産 の 状況 に 重要 な影響 を 与 え

る 事象

該 当 事項 は ご ざ い ま せ ん 。

u
/̀

噌

② 吸 収分割承継会社の 最終事業年度 の 末 日 後 に 生 じ た 会社財産 の 状況 に 重要 な影響 を

与 え る 事象

該 当 事項 は ご ざ い ま せ ん 。

4. 債務 の 履行 の 見込 み に 関す る 事項 （ 同 規則第183 条第6 号及 び第192 条第7 号）

債務 の 履行 の 見込 み に 関す る 事項 は別紙4 の と お り で す。

以 上
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別紙1 吸収分割契約

晉鬱
吸収分割契約警

I

鬱
4
匹
y

住友而布誅式会社 （ 以下 「SC 」 という、 ） 及び住 商c田ぶ胆も会社 （以 下 「SCRM 」 とい い 、SC及 び

SCRMを絃杯 して以 下f訂巧 亭者」 と いう． ．） は 、SCが~l 条 に 定め る事業に閲して有する権利稿

務をSCRM に承組させる役収分割 〈 以 下 「 本件分割］ とい う』 に 関 し、2023年1 月13 日 （以 下ほ

契約締結 日 」 とい う。 ｝ ｛寸 で、 以下の とおり吸収分割契約 （以T•9本拠的」 という． ） を結詰すな

第1 条 ｛ 吸収分割の方法）

SCは 、 本契約の 定 め に従い 、 吸収分割の 方法により 、SCが 資岡 化各ぅ ，品事業部門安狂芍二本

部炭窯部炭索製品 チー凶こて営む炭奈裏品 （製湖用人述品鉛霞極 、 アルミ製錬用カ ソードブ ロッ

クぃ及びその他特殊炭素製品 ） 関連事棠 （ 以 下 「 本仲専~Jという。 ） に 関 してSCが効力亮生 日 （第

6 条に お い て定妬する』以下同 し ） 時点で 布する ＄り紙 「承縮権利挽務明 紐表J記叡のほ利羮務

（以下 「 承綻対鋲 権利呻Jと い う。 ） をSCRM に承粒させ 、SCRM は これを和在すな

第2 条 （ 分割r只臣会社の商丹及び住所）

阪収分窮会社たるSC及び汲叡分割承組会社たるSCR.Mの 商号及 び住所は 、 以下のとお りであ

るS

｛1)se(投収 分割会社）

商 丹 ； 住友商事株式会社

住所 ： 東京都千代 田 区大手町二T目3番2牙

(2)SCRM （ 吸匁分割承雄会社）

面号 ： 住闘CRMi来式会社

住所 ： 東京都 千代 田 区ー ツ樋一丁 目 れ配況·

第3 条 ぼ灘対象は利染送に関する事項）

L SCRM は 、 本件分以により ｀ 効 力売生 日 に 、SC:か ら承誰対象枷利義務を承紺する 、＇

2. 本件分割によりSCRM ぇtscから承維する装務及び債務比SCRMが免責的 にこれを引 き

受ける ．

第4 条 （本件分割に院 して交付する企銭笞 ）

SCRMは 、 示糀対象権利毅送の趙価として、 株式 、 金仕その辿の財産をSCに交付しない。

茅5条 （本件分むU1苓して増加する 貸本企名の即

本件分割に より増加するscnMの安本企等の取扱い は次の とお り とすな

(1)白木金の額0円

(2) 資 木準償 金の額0 円
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(3) 利益準偏金の額0 円

第6 条 （効力克生 日 ）

本件分吉り が そ の 効力を生ずる 日 （ 以 下 「効力完生 日 」 という 。 ） は 、2023年4月1 日 とする ． 但し 、

本件分印の 手続の進行に応じ 、 必要が ある 揚合 に は 、 両 当 事者が 協議し合意の 上 、 こ れを変更す

る こ とが で きる。

第7 条 （分割承認総会）

l. SCは 、 会社法第784条第2項の規定に基づ送 株主総会の承認を得ず に 本件分胡を行う 。

2. scruヽ は 、 会社法第796 条第1 項の 規定に 茄づき 、 株主給会の 承認を得ずに 本件分割を

fテ う ．

第8 条 （醗業逼止哉粒 ）

SCは 、SCRMが承誼する本件事莱について 、 競業迪止袈務を負わな いも の とする 。

第9 条 （本契約の変更又 は紹除）

本契約締結 日 以降 、 効力兌生 日 の 前 日 ま で の 間 に 、(0承紬対象 権利蓉諾 又 はSCRMの財 産

状茄若しく は経営成組に軍大な 変動が 発生 し又は判 明 した 場合 、(ii)本件分割の 実行に軍大 な 支

瞬とな り得る事象 が亮生又 は判明 した塩合 、(iii)SC又はSCRMに お い て 印内外の 監督官庁 そ の

他の 司 法 ・ 行政機関から本件分割を適法 に 行う た め に 必要な許認可等が 取得でき な い 勘合 （本件

分制に 関 し重大 な 支隣とな る 条件又 は制約が付さ れた羞合を含む ． ） 、 （iv)そ の 他本契約の 目 的の

這碑が困難とな った 埠合に は 、 両 当 事者は 、 誠実に 協臨し合慈の 上 、 本契約を変更又は解餘する

こ とが でき る。

第10 条 （協議事項）

本契約に定め る 事項の ほ か 、 本契約の 目 的の 達成に 向 けて 必要な 事項及び本契約の 駅釈に臨

義が 生じた 事項について は 、 両 当 事者が 誠実に 協織の 上決定する．

（以下 、 本 頁余 白 ）

．19<
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本契約締結の 証と して、 本契約志2 通 を作成 し 、 西 当 事者が記名 押印の 上 、 各1 通を保有する。

2023年1 月13 日

SC ： 東京都 千代 田 区大手町二丁 目3番2刃·

住友商事株式会社

代表取締役

社長執行役員CEO（丘 ； ”, .; .,- _-,. 1ふ
兵頭 誠之 ＼叶・

,.-=
ょJ=· f•,., . -

pこ＇シ
SCRM ： 東京都千 代 田 区 ー ツ橋一 丁 目2番2号

住 商CRM株式会社 芦 ‘

代紐締役社長 内 田 謙口鬱
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(BII紐）

承継権利華務明細表

木件分宕り に 粽し 、 効力 発 生 日 にSCRMがSCか ら承継する複利装結は 、 本件事棠 に 即 してSCが

効力 発生 日 時点で 有する 以 下1 ． 及 び2 ー に 定め る権利袈務とする 。 な お 、 両当 事者は ｀ 協議の 上 、

交h力亮生 日のnt 日 まで に合意するこ とに よ り 、 こ れらの樟和1葬籾を加除する二 とができ る ．

1. 基本契約等 に 基づ く権利蓉務

本件 事業 に かか る 充寅 基本契約 、 菜諮委託契約 、 その 他一切の契約 （但 し 、2 ． に 定め る 伽別

契約を餘き」以 下 「承維対象契約 』 という 。 ） の 契約上 の 地位及 び承継対象 契約 に 基づき 効力

発 生 日 以後 に梵生する 一切の 権利芸務

2 一 細別契約 に基づく 権利義務

効力 癸生 日 ま で に締結された 饂別の 売買 取 引 等 の 条件を定め る 個別契約 （承雛対象契約 に

該 当 する 基本契約 に基づく も の かどう かをt¥J わな い。 以 下r承枇対象伽別契約 」 とい う ー ） の 契

約上の地位 、 及び承縮対象伽別契約に基づき効力売生 日 まで に生 じ 又は効 力 搭生 日 以後 に

発生する 一 切の権利哉務

3. 非承継権利義務

以 下の 権利義務は承組対象窪利装店に 含め な いも の とする ．

(1) 承継対象契約 に 苺づき 効力 亮 生 日 ま で に 生 じた 一切の権利義務

(2) 本件事 業に従事する従業員とSCとの 間 の雇 用 契約

以 ＇ 上

‘
(

噌
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別紙2 吸収 分割会社 の 最終事業年度 に 係 る 計算 書類等

連 結 計 算書 類及 び計算＿書 類

第154 期
(

\

ら

で

か

ま

ロ
1

日

ー

13

月

月

4

3

年

年

1

2

-
2

2

0

0

_
2

2

L

]

連 結 財 政 状 態 計 算 書

連 結 包 括利 益 計 算 書

連 結 持 分 変 助 計 算 書

連 結 注 記 表

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

東 京 都 千 代 田 区 大 手 町 二 丁 目3 番2.g

住 友 商 事 株 式 会 社 ＼
(‘q (i '•:i, :',

代 表 取締 役 社 長 執 行 役貝CEO 兵頭 誠之： ： 、．］ ］
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［ 単体］ 貸借対 照 表

．ヽ

A、
：
／
｀

v«

，

科 目 箪154用 嵐1 勾期 （ ご 参考） 柑 目 第15“' 第153馴（ ：： 参考）
（ 凶22年3月31 日 環在） (2021年3月3i 日 謂 在） (ff22'1'3月31 日111在 ） （ 沿11 年月31 日 蹟在 ）

（ 資 産 の 部） 百万Fl 日万門 （ 負 償 の 部） 百万 円 百万円

流動 資産 1,725,088 1, 353, 493 茄諭負債 1, 514, 328 1. 13♦, 846

環金及び預金 178, 152 1M,537 支 払手影 2,355 6, 690

受 取手 形 4, 718 5, 371 買 掛金 729,518 )98, 861
會

亮掛金 528, 478 497, 374 短期 償 入 金 201,882 1579 (1011

契約資産 98,523 コ マ ーシ ャ ルペ ー パ ー 64,000

有価証券 62, 366 10,331 社債（1年以 内 償還） I t i, 1 81 35,000

商 品 94, 648 71. 081 来払 費 用 17, 9og 13, 1S9

販売不動産 167,840 140,305 未 払法 人税等 2, 7ll9 541

前渡金 86,347 1 43. 008 前 受 金 128, 321

前払費用 8,339 6,803 契紺負債 93, 183

ほ期 貸 付金 207,217 165, 630 預 り 金 193,419 157,410

その他 の流勤 資産 292,220 151, 108 前 受収 益 1,028 959

貸但 ~ [ 也 金 △3,762 △♦• 114 そ の他 の流動 負憤 96, 963 3~, 843

固 定 資 産 2,977,352 2,821,078 固 定 負債 1. 982,447 1. 986, 573

有 影 固 定 資 ＃ 258,832 271. 652 長期 債 入金 1. 567. 8認 1. 575, 230

悽物 54, 974 58, 375 社 償 327, 2心 355, 608

構築物 810 7印 そ の他 の固 定 負償 87, 218 55,7“

機械及 び 装 置 68? 5邸

罵 両 及 び運搬 具 88 139 負 債 合 計 3, 496, 775 ~.121.220

器具 及び 償 品 2.. 505 3. 006

土地 190, 580 20B, 0邸 （ 統 資 控 の 部 ）

蟻設仮 勘 定 9. 205 705 株主資 本 1.108.317 919,999

貸本金 21!1, 893 219,781

無形 固 定 資虚 27, 42D 27, 858

ソ フ ト ウェ ア 10. 462 10,633 資本剰 余金 231. 027 230. 914

その他の無 彩 固 定 資 産 16. 958 17,025 資 本 準愉金 231,"” 230、914

投資そ の他の只 伍 2,691.099 2,521, 767 科益 刹余金 659,267 471, 3祁

投資有伍 証券 252. 048 274,884 利 益準償金 17, 8糾 n. 696

関 係会 社株式 1. 7◄◄• 970 1,671,900 その他利益剰 余金 641,570 453. 6"10

その他の隕 係 会社有佃 狂券 13,304 12,676 別 途碩 立金 65, 042 65. 042

出 資 金 19, 198 17, 189 繰越科益酬 余金 576,528 388. 627

関 係会 社 出 資金 424. 811 406, 663

長期 貸 付金 50,301 62,834

固 定 化 営 案債権 29, 01 1 28, 424 自 己株式 △1. 870 △2,062

長期 前払費用 30, 462 27, 356

繰延税金 資崖 29,514 12,511 評 価 ・ 桟算差諷等 B6. 649 132. 524

そ の他の投資そ の他の資迄 151, 8B5 邸，084 そ の他有価 証券評面 差額金 108, 779 l 1 1. 776

貸側 引 当 金 △54, 788 △TT, 737 繰延ヘ ッ ジ 損益 △ n,129 14, 748

新株予約権 699 827

純 資 産 合 計 1 ， 幻5．666 I, 053, 351

資 産 合 計 4,702,441 4. 174. 571 負 償 及 び 親 資 産 合 計 4, 702. 441 , 4,174, 511

，
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［ 単 体 ］ 損益 計算書

I I
第1“翔 第1&3期 （ ご参考）

科 目
むG21年4月1 日 か ら21)22四月31 日 ま でl ⑰0年4月1 日 か ら2021 年3 月21 日 ま で）

I
百万 円 百万 円 I

収 益 518,495
一 ド

原 価 △“14,236 '

売 上 高 1，、622. 317

売 上 原 価 A 1,561,766

売 上 総 科 益 114. 259 60,550 ’’
,1

販 売 費 及 び 一 般 笞 理 費 △185,301.1 △182,521

!営 集 損 失 （ △ ） △71. 049 △121. 971
一 一 ▲ f

営 業 外 収 益 381, 700 257,954 I
昼 取 利 且 5. ? 58 5. 576

l

受 取 配 当 金 246,070 207. 376

投 資 有 伍 証 券 売 却 益 71,882 35,966

関 係 会 社 貸 仔1 引 当 金 取 淵 益 8, 171 l
II

そ の 他 の 営 集 外 収 益 50. 317 '9,035
I

営 棄 外 費 用 △35. f85 A 241, !71
I

支 払 利 g △5,008 △6, 165

投 資 有 餌 証 券 亮 却 目 A 994 △6,301 ：

投 資 有 価 証 券 評 flli 摂 △ 18,578 A 200, !i18

剥 係 会 社 貸 信1 引 当 金 は 入 該
．

ii 18,000

そ の 他 の 賣白 秦 外 迂 用 △10,603 △10.185

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 （ △ ） 275,466 △105.187

特91 利 益 5,284 1,938

固 定 資 産 売 却 益 5,284 1,938

t9 9l 摂 失 △447 △211 lI＊ ‘ 固 定 資 虔 処 分 投 △447 △211
. 疇`>

税引 前 当 期 純 利 益 又 は 税 弓1 前 白 問 純損 失 （ △ ） 280,302 △103,460
i

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2. 700 6慶100 !
I

法 人 税 苓 訓 整 額 4.900 △28,200 I
I

当 艮1 桃 利 益 又 は 当 期 粒 摂 失 （ △ ） 287,902 △125, 5SO

＇
＇I
I

I

I

I

’
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（ 皐 体］ 株主資本 専変勘計算書

鴫1叩公l鱒4月1 日 から出9事9月9ヽ ● 撃で）
..

虹員拿 II匿 ・ 験 算量II喜

II本劃食 金 肩量”會

樟主會賣ピ "賓そII員のllRは饂鼻倉
鵬鳳置ヘッ ジ n菫謂露•鴫艤合算It

＂樟予 約11 匹II.會It
翼會

賣ギ裏• II計ばh 翼＊品傘彙
mm そ0會利菫尉＊會 血合旧計 ＊

n こ囀 土

胄遍虹 屯閂
!lllltB粛 11l11f ”a引4 - m91̀ l9,'’‘ ‘｀匹 J...m 991.“‘ A 9,“2 引 民 印 t 1 9."‘ u.ua "2“` m l051361

コ 糾 皇鷺績 ‘ ’

飢 往 ＂曇け 9 12 199 I I I “5 9l9

91食 直の記H b 鼠1帆 A 輯． 鑢I △ ga ... △ 9191!i

患JI~直 臼1， 釦 社1,IQI ”',tn ”'.“'

Rこ 桧丈の呟 鴫 A 4 A 4 △ 4

B己牡丈の更 分 △ 19 A ì II● 119 1虻l

寡ll.II王ii史ネ量畢叫｛ 髯四塁）Bo -..."1 .. 汎r99 A ぷ ． ヽ9』 ^ 11J Axa

!I屑JIil鼠會It ii' 1 99 111 ”'999Xl II『， 割 11! l胃．31, ＾ 贔 "" A”~‘" A”.9パ A 19! ＂己19

竺雇濱迅膏 2i9s 尊｝ 2il, OiZ1 ―• い）．g，9 `1,9縛 "d ..1 凡`999 ...2" ",.... 1. 101.39? 1..,̀ A 1a1を "』41 ”11,X̀ "’

l!万円

累991袷 ご 警弓｝ ＂09坪り！9日か5お29q3月99B事,:1
． ．

簾賃 ＊ P.111• 良 算蔓Ill!

置愈 金 紐州奪重

籍ゑ,員E わ苓そIll”の“にa匹11 ゅ．gIIJÎッ ジ 量h貴11囀9 良合 算片
"”四 貧買息<lJI

ill~會
賣加‘“ 賣註品 鸞拿ふ津壼

その喩 臼州傘會 ”!!會“計全会
a2峰式

証這責 彙 ll4葦鼠立倉 II“鵡柑彙亀

:!I“.!IS :it. ヽI2 r ?` ‘ ”こ 汀i "·"' “
.,,,,..,, 、以 』『J A 12” 1， 幻こ ぶU “」39 29.u aI. 929 細9.2H． ヽl2

B；； 貧研

董 鼻9，，髯 行 9UI "' I ●l 埠 3̀

針食貪 〇配虚 ^ "A記 △ ヽ,.... △ m,“'】 ． tJ. a1, 4UI

』屈蛉真出 △ ） A l'U.~IQ 6 12̀ '“ A ns." b. 1Zi.5f0

aa讐丈＂畢鳩 .. 、 .. 、 A 、

日 日 樟式の贔分 A 、 ,., A U △ い 119 , .. 19ヽ

捻皇賣吏拿綸以船鼻の雌囁）日 ，， 狐 鱈3 △ `III 、L919 A 199 Iヽ ， 以

益 ＂史鼠貪U 9.. 1鍼 △ 9 '“ - A213、“5 △ 2tao[i 212 △ 212四 la.., 6. l... ,,,... A I” A 1713ヽ 1

“nIll貪 t1i711 2孤11◄ - 329tヽ 11,9.. “」 匹 皿． ヽ91 nl.““ △ え“i Ill. It! t17,”‘ 1しT“ 99L59ヽ 8:2:7 I,血:ISi
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個 別 注記 表 （ 第154剛

重賽 な会計方針に 係 る事項

1. 資艦の評墨墓皐及び＂慨方絃
(1) 有面証辮の評信基亭及 び肝伍方法

売買 目 的右籠証券 躊 隕公8i11J煮lffl之移動平 均 法 に よIJ 算定）
溝鰐 保省 目 的鑽帯 虞却犀缶法
その他有闊肛勢 市湯釘格の ない橡ヰ 響以外 の もの 詩償滋 ｛窮恒茎顧 は全郎純賣 庄直入法に よ り 込理 し 、

売m:Iiiは移蜀平均ま1こ よ り 算定）
市填iii楕の ない捻吐等 移珀平均法 に よ る 国伍法

玲社株式及び閲運 会社抹笠 移蔦平均 抜 に よ る 厚 頃公

(2) デ リ バテ ィ ブの 評虹墨環及 び 評佃方 忠
玲団法

(3) 訊却資皇の評団基亭及 び評狂方法
通常の販売目 的で保 布す る 欄匂資庄

ト レ ーデ ィ ン グ 目 的 で品布する 櫃 卸資庄

2. 図定賣哀の誡顕懺却 の 方法
(1) 布形園定資虔

200？ 年3月31 日 以蔚r＝ 眈搭 し た布彰固 定資査
2007年4月1 日 以揖に 取得 し た 打 阻固定資 定

移動平均 法 又は 侵 別 去に よ る 願 面哉 （貸造対煎表鐸経は叙益性の
低下 に 基づ く 簿贋切 下げの 方法 に よ り 算定 ）
時笠滋

旧 定紘法
定額ま

(2) 網彩図定資蛮

定訊法
なお｀ 自 社利用 の ソ フ トウ ェ ア に つ い ては ｀ 社 内 に お げ る利用 可熊期間 （臼F) に 基づ く 定緬法

3 ． 弓l 当 金 の 計上嘉畢
(i) 貸倒 引 当会

債権の 貸倒に よ る損失r ：： 僅 え る ため 、 一 般慎ねl ：： つ い ては 取引 先の 就稽惰 菊 等を荘に 分毀 し た社内の債櫂栢 付 に
基づき損失見込韻 を計上 し 、 貸但怒念債檀苓 杵 定 の 償権に つい ては 傾月1 に 回 収 宵 舵性を験討 し 回収不総兄込額 を
計上 し て いま す ．

(2) 退鶉給 付~I 当 金
役粛員の 退籍給付rこ傭える ため 、 当 期 末に お ける 逼臓給付憤務及 び年金資崖の 兄込額に 墨づ さ '̀!'l:.す る こと と し
て い ますが 当崩末に お い ては 年金資童の 見込謳 を上回 る 退範給付 憤務r-1:発生 し てい な い と認め られ る ため ．
氾聰怜付弓1 出 金は『t...t し て い ません．
這虞給 付 旦込饂の 類間憫属方法は 、 給付尊定式荘字 を捻J11 し て い ま す ．
選去勤襄費用1 よ ｀ その 究生時の微某員の 平 均 残存鯰務期閏以 内 の 一定 の 年政(i2年） に よ る 定禦法 に よ り 費用
計上 し ています ．
敷理計算上 の茎異は 、 その 発生 咤 の 従 稟 員 の 平 均残存勘務期閏 以内の 一定の 年歎{12年） に よ る 定頗まに よ り
翌 靭から費用計上 し て い ま す ．

4, 収益及び畳用の 計上纂畢
収益の 主 な瞑行攀積の 内 忠 、 贖行攀積を 充足す る 通常 の 吋点は以下の と お り です．
出 社の 主 な履行肇務 に は ｀ 卸 売 ， 加工苓を逼 じ た櫂広r,I定棄分野に お ける 高 品 の 販売 、 不珀虚の1l11梵版売な どが 含ま
れ ま す． 当社は 、 これ らの収益を四 々 の契 約 内専1こ応 じ 、 弓1衰 、 出芸 、 ま た, :::検収片点 な ど 、 約京 し た爾屈 をllll客 に
移 転 す る こ と に よ っ て履行綸務を充足 し た時に は懺 し て い ます ．
当社は箪則 と し て ， 販売 し た爾品I二欠扉 等がない 震1J3f品 を受け付けない こ と と し て い ます．
出 社の 主な履行●務が 、 技厖攪供、 資材l9 違 、 建設工事 を請ね う 電力発冨所 の 建謹事稟な どの 長鑓該負工事契約等で
あ る 場合は 、 一定の 条 件を潤 たす場合 、 取益 と 渾伍 を一 定期間 に わたり 履行顆 預が 充足 され る こ と に よ っ て認ほ し て
い ま す ． 置行羞務が 充足 される遣捗虔ぱ 工事契約寄r こ必英な見積総累洒に 対 す る 、 専在 家 で に かかっ た工事原洒 の
創合に基 づ い て算定 し てい ま す．

収益の 本人代匹 人の 打 定 に11l1す る 基準1が 以 下 の と お り です 。
出 社は 、 逼常の 商取ヨl に お い て、 伸介案名ま たIt代 坦人 と し て の 檀控 を累たす 湯合 が あ り 土 す ．
収益の 本人代環人の 打 定 に 際 し ては ｀ その 取引1 ：：： お ける 履行嚢隋の 性賃が ~ 符定 されたM又 はサー ビス を覇客に 移転
され る 蔚に支記 し ~ 自 ら提供す る111行輯務 （ す なわ ち 、 「 ＊人1) に 該当 ず る が それ らの鉗又はサ ー ピ ス が 当 該蝕
の 当 事者に よ っ て嚢供され る よ う に 手配す る 履行義吝 げ すなわ ち 、 「ft.塁 人 」 ） に 該 当 す る かを基準 と し て い ま す ．
当 社が 「 本人』 に 該 当す る 耽!l l である 場合 に は 、 履行縫狐 を 充足す る 瞬点 で~ 又は亮 足す る に つれて 収妊を総麟で1l1.
虞 し ていま す ． 当社が 『代翠人 」 に 該 当 す る 取 引 で ある場合に 出 置行駿務を完 足す る 砕 点 で 占 又は充 足す る に つれ
て 、 特定 されたけ又はサ ー ビ ス が当 該他の 当 事暑 に よ って抵供 され る よ う に 手記す る こ と と 交達に 襦 耳9を揖 る と 見込
んで い る 幌蘇涅l本手数料の全額 に て 牧益 をm額で認謀 し て い ま す．

5 ． 縁砥資蘊の退還方法
支出碕 に 全額費 朋処運 し てい ます。
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a~ ヘ ッ ジ 彙 計
輌痢 と し て 纏延＾ ッ ジ 釦遭を繹累 し て い ます ．

~ ,. 、 傘l'Jス ウ ヮ ブの う ち 、 そ の 想 定元本 、 ' ' 息 の 置 凸彙件 （ 利干 字 ． 和J島の 甍払 日 囀｝ 及び戻 豹鵡馴 がヘッ ジ
幻拿 と ぽ ぼ 閲 ーで ある 填合に は ． ＂ 綱 処 荘 をほ用 し て い ます ．

7. 渭賣楓響 の·金It，鑓軍
翠紐方式

8, そ の 紬
菫樟畑馴宣 を選指 し て い ま す．

織廷研金賣崖及 び畠ほ我壼負置の 馘 は ． 実稽で1 応髯含 貫3911 r遷柏訥夜鯖震 か ら グ』 レー ブ逼算綱虞 への 移 行
に 員 る 麟鵡晨 会計が 置眉I~属す 碩嘩い 』 に よ り 、 企皇峠nilJR闘m9号9農雌蝉f二愕 る紐ヽ皐
，，，渥111111針J 蔓“項 の 定 ，，， を這円 せず、 咄正郭の 秋床m綱 定に基づい て い ま-f".

会計方針の 費更に 関す る注記
ぽ益謬罠に1111す る 会計編瀑彎 の 通用 ）
r収益Z塵二 関 す る 会計轟亭J ( 企軍 会 計慕亭 芸お奇 20叩:<!3 1 瓦 以下f紐益口 戴彙 叶基亭J と い ;; . ) 零 式·

当JII蓄か ら 遍 阻 し 、 約東 し た鯰又はサ ー ビスの 支屁が厩害 に 移は した 畔 点 で し

出 該訂又1:tサ ー ビス1:交 艮fこ覺1が"~ と 見込字れ る會霞で 丘益 を闘戴す る こ と と して い 拿す．
ま た 、 当社二お け る ＿響の11rn1~つ い て ． 匹I去 、 紐馘で 収益 をU覧 し て い 女 し た が ．

闘への尉又はサー ビ スの 渥倶に お け る 擾＂ 臼人又 は代曜人） を捐庶 し た紺黒 鰊額 でEぬ す る方まに 賓更 して い 事 す．

直盆認讚金 計基亭等 を濤Ill l. た こ と に 伴い 、"Iiir/J賃債対 ＂ 衰1;おい て 『 沢m資稟 』 に覆云 して い た 「 亮聾傘J'°- 虻
!!! 窪よ り 「 斐 珀資鑑」 と し て 表景 し 、 「 煮珀 負懺」 に表示 し て い た 「 ＂竺金J 蛋 当 饗よ り （ 純怜負僕」 と し て 壼i!l:l ． て いま`9.
また 、#llll::りllll\lt算書 の 豪示駐 目 をr亮上llliJ 及 び りE上 厚lliJ か ら"z益』 及びr算霙」 に 査更Lて い 事す．
じ主塁瓢会叶基亭濤の 遍用に つ い て は ， 叡望口繹会計基亭箪“lJIた だ し●0 に 定 める 精過 的 な軍紐 い に 社 っ て し、土 す．
こ磁累 ． き霧 の 蝸益II算書 に おrt も 「0塁」 及u r願II(」 は 憶賃の 筆事を遍用 し て い た11 合 の ヴB上禽」 慕び ” 更上 渾曰J
と 比ぺ 、1.”1 ， 叩卵工円 減少 して い 事す ． な お ． 損 葦計翼 書に お1ヤ る言 掌撮 失、 闘常 尋l葺又l:t樟＊損 失 ．
杖弓I蔚き 撲 統呻ヌは 収91 飢 出 霞日禎失 ． 及び碍旦劇余 金の き 某訂勁 寓IC お え る 誕轡 は あ り ません ．

＂會図の 算 定 に ．紺す る 会計轟等零の 可胴 ）
＂書匂 の 算定t二関す る 食 出墓皐 （ 企棄 会It蓋準男四 拉1坪7月 、 日 ． ば下 、 "9償算定 会tt羞準J I: い う ▲ ｝ 囀 を⇒闊言カ·， が 通用 し 、 吟 ぼ算定会計基箪第1 う頃及 び ‘ 壼磁 高み に 属する 会計 墓亭J (企戴会It 轟亭舅1-0号 2-019年7月4 日 ）

軍“-2頃に 定め る紐過 的な 諏9J 諷 い に 在 っ て 、 阿口算定 全紆 基埠等が 定め る 奪 た な 傘計方針 蛋 符烹こわ た っ て 遭 し て い ます．
当応It方 針のた 更に よ る 書双のIt 翼書蠣への 影響 はせ 簾で す ．

会計 上の 見積 り に1111 する 注記

全 計上 の 見 積 り に よ り 迅 悶1= 1.o: る 針 算書 朧に そ の縁mt上 し た 項 目 で あ っ て ． 運謀1 こ 湛い1算●籟（ こ
璽 真な 厄響 を及 ぽす可n性があ る も の は ． 次の と お り で す．

閲 傷会社樟
闊伍 金也出 賣金

I, J‘`」9JO 百 万 円◄24. BIi 百 万円

貸借 対臨睾I:::Ill す る事項

1 担繹l二供 し て い る 賣 戴 及 び賛 畏I＝ 仔＾ ＂顎
(1) iu街 に 供 して い る 寅茄

頂厄

R
鯉 用 直定 賣 虫

投資布貴U聾
閾伍 会社捻式
裏肴 貸付金

坦早l
合計

(2)経 長に 伝 る 直積

そ の 性の 賓箪負 量嘉

合計

2 賓 泊雇寓鸞慶 〇鴫饂慣” 稟計綱

3 ． 停証債籟

合計

繹木表高
2,190 百万 門

354 百万 円
161 百万 円

14,12D 百万 円
124,)09 百万 円
i¢53 百万 円

IOO.223 ー 万 円
2位 紐 ヽ 百万 円

“,450 百万Fl
5A450 百万 円

92 、334 百万 円

74j,7 02―百 万円
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“全1) 追ほ に 訳 し て い る賣輩 に は ． 間係金社 の憎入金疇 に対 し て 也 諷提 款 を 行 っ た 当 社資虔 も
含め て い 士す ．

｛注2) 主に デ’Jパ テ ィ ブ 取 引 に 伍 る 襲 入髯狂傘及び貫賃 わ 件1コ 傷 る 猷食で す．

市湯鷹穐の な い 株式零 に つ い て は ． 諏 得m信 をも っ て 貸憎 ガ 霞 褒撃霞と し て いますが 、 当 該樟式の 長行会社の
射政杖鱈の墨 化 に よ ,, 寓 貫 肇馴が署 し く ほ 下 した1:き は ． 柑 当 の減を行 い ． 出 冑の儀 失 と し て 込覆 し て い ま す ．

実買昼額に つ い て は符素拿事ltlli を も と に 見憤 も る場 合があり ます．⇒該見櫨 り は、 技衛皐斬亭を含む環壇の 貨化 や ．
パー ト ナーの 彙 葦不誕 専 に よ っ て 罠響 を 受 け る可れ性が あ り 、 計 置 し た 巧来 キ ャ ッ シ ュ ・ つ 〇 一の ＂凩及び金麟が
只鎗•9 と 翼 な った場合 、 竺担！ の 計算● 鱈l二 お い て 箪舅損去が生 じ る 町饒性が あ り まず．

闊 末残 豪

,l11停金社の 買 精Iゴりす る 髯妬 “8,8虹 否万円
そ の伯 の 懺lllt二封 オ る呻 55,66ヽ 百万円

り達t 51 』 、559 百月 円

面盲藷面石賣全瓢瀑1二 ｀ る紅111柑虜文● ―-- al,I ヽ3 石万円



4, 曼取平阻 劉 引 残寓

6. 関 係 会社 に 対 す る 禽餞債帽及 び金 銭債 務

ほ 期 金餞債揖 558. 663 百万 円
短 期 金銭債務 377. 647 百 万 円

損益計算書 に 関す る 事項

1. 員 偏 貪社 と の嘗集取91 高

販；；； （注tl
仕入

長期 金銭債 樟
長翔金銭 債務

22. 030 百万 円

74,929 百万 円
10,001 百 万 円

811.453 百万 円
4侃796 百万 円

（注l)損益 計 算書の 「収益」 ぱ ｀ ―餡の敢 引 高 を枕絃表 示 し ています ．

2 ， 舅 係会社 と の営彙敢 引 以外 の注引 裏i

株主 資本等変動計算書に 開す る 事項

297, 337 百 万 円

t 覺行済株式徴 （贅逼株式） 1 ，251,404,367 株

当 翔 末時 点の発 行済株式 数 は、 莱擾遅勘 型 捨式 報訊 と し ての新株 発 行 によ り15-0 , S“株増 加 して います 。

2. 自 己捻式数 （贅通株式）

当 期 甘 残高
ス ト ッ ク ・ オ ブ シ ョ ン権 利 行使 に よ る 減少
単 元未 滋株式のR取寄 によ る増加
当 期 末 残高

税効果会計に 関す る 事項

．1, 繰逗税金 資喪 の発生 の主 な原因
投資 有 伍肛 券の評 揖損 、 貸倒~I 当 金 及 び繰 延 ヘ ッ ジ損 益等

2, 繰逗税金負債 の桑生 の主 な顕因
その他有 価圧券評 伍 茫 傾食 及 び繰延 ヘ ッ ジ損益 等

14

1 、544,207 株
△147,2OO 株

1141 株
1. 3gg. 154 捻
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(1) 企業環境

当 期 の 世界経済 は 、 新型 コ ロ ナ ウ イ ルス 括染症(COVID ・19) の 大淀行への 対策 と し て の 先進国 を 中

心 と した金融 ・ 財政支援 を 背 俵 に 、 尿気回復 の 動 き が 強 ま り ま した． 愈要が 大 き く 回復す る一方 、 供給

網 に お い て は さ ま ざ ま な 制約が 生 じ 、 さ ら に 、 欧州 で の 異例の 風況に よ る 風力 発雹量の 急減 に 端 を 亮す

る エ ネ ル ギ ー価格の 世界的な 高勝な どか ら 、 物価上昇 の 傾向 が 穎帯 に な り ま したe こ れを 受 け 、 多 く の

国 ・ 地域で金砲政策 を緩和 か ら 引 締め に 転換す る動 き が 見 ら れま し た。 加 え て 、 ロ シア ・ ウ ク ラ イ ナ情

勢に 起 因 す る 経済制裁で 世界 が 分断 さ れ、 エ ネ ルギーや穀物 な ど の ｛酎各が 一屈 不安定に な り ま し た。 中

国 で は 、 各種規制の強化な どの 影響 を 受 け 、 不動産危機 を は じ め と した成長 の鈍化傾 向 が 見 らhま しt：：：； ウ

国 院 商 品 市況は 、 近年で は経験 し た こ と0)ない 大幅な 上昇 と な り ま した。 批 界的 な脱炭 素化 の 潮流を

受 け 、 化石燃料の 上流権益への 投資が 減少 す る なか 、 世界的 な景気阿復の 強 ま り や欧州 の エ ネ ル ギー危

機 を 契機 と し た需 要 回復 の動 き に よ り 、 原油や天然ガ ス な ど の 価格がl奢勢 を 強 め ま した。 ま た 、 急激 な

器要 回復 に よ る物流 の 浬乱 や ロ シア ・ ウ ク ラ イ ナ情勢の 緊迫化 に よ る供給網 の 寸断 リ ス ク の 商 ま り は 、

原 油 や天然ガ ス な どの 価格 の み な ら ず 、 ニ ッ ケルや亜鉛な どの 非鉄金屈 、 鉄銅 、 殺物 、 さ ら に は ガ ス を

原料 と す る 肥料な どの 原材料価格 を ― • 段 と 押 し 上げま したc

国 内経済 は 、 新型 コ ロ ナ ウ イ ルス 湛染症 の 惑染状況 に 左右 さ れて一進一退の 動 き と な っ た こ と や 、 半

導体 な ど の サ プ ラ イ チ ェ ー ンの 不安定 な状況が 続い た こ と な ど に よ り 、 期待 さ れた ほ ど 回復 し ま せ ん で

し た。 ま た 、 エ ネ ル ギし哺 価格の 上昇 と 円 安 に よ り 愉入金額 が 大 き く 増加 し 、 貿 易 収 支は赤字 に 転 じま し

た。

(2) 全体業績及び財政状態

① 全体業績

当 期 の親会社の 所有者に 保屈す る 当 期利益又 は損失如 ） は4,637 億 円 の 利益 と な り 、 前期 に 比 べ も168

低 円 の増益 と な り ま したe 一過性投益 に つ い て は 、 ロ シア ・ ウ ク ラ イ ナ 関述 の 影褐に よ る 損失 を 計よ し

た も の の 、 チ リ 組 ・ モ リ プデ ン鉱 山 事業 を は じ め と す る複数案件 で の パ リ ュ ー実現こ よ る利益 を 計上 し

た こ と な ど か ら 、 約70 似円 の 利益 と な り 、 前期 に 比ぺ約3,580·億 円 の 改善 と な り ま した。

一過性 を 除 く 業積 は約4,570 低円 と な り 、 前期 に 比ぺ約2,590 億 円 の 増 益 と な り ま し た。 非資源 ピ ジ

ネ ス （ 注2 ） は 、 北 米銀管ヰ業や 自 動車関連亭業の 回復 に 加 え 、 リ ー ス 事業の 収 益改吾や不動産事業での 大

口 案件 の 引 き 渡 し が あ っ たこ と な ど に よ り 増益 と な り ま し た，， ま た 、 沢源 ピ ジネ ス （注3} は 、 窟源価格 の

上昇 に 加 え 、 マ ダガ ス カ ル ニ ッ ケル事業の 操業再開 な ど に よ り 増益 と な り ま し た，

と ヽ、
ー 欝153 期 第154 期

増減（単位 ： 億円 ）
(2020 年震） (202l 年農 ）． ．

当期 利益又は損失
+6,168△1,531 1,637

（親会社の 所有者L帰属） I

一過性損益 約 △3,510 約 ？ 〇 約＋3,580

L：邑． 巴…―--上一巳竺ーしい5三丁ーーロ
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（ 内 、 資輝 ビ ジ ネ ス ） (130) (1,6OO) (+1,470)
(1,860) (2,970) (+l,120)（ 内 、 非資願 ビ ジ ネ ス ）

基磯収益キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

“員4) 1,808 3,595 +2,2邸

（注l) 「蜆会 社の 所有者 に 帰属す る 当 期利益又は 損失 」 は 、 当 社の 株主に 帰属す る 純禎益 を 示 し て い ま

す。

（ 泣2} 非資源 ビ ジ ネス と は 、 全社で 行 っ て い る ピ ジ ネ ス の う ち 、 資源 ビ ジ ネ ス 以外の ビジ ネ ス を 指 し ま

す．

（注3) 資海 ビジ ネ ス と は 、 墳渾第一木有3」 f資涼第二本部 」 「 エ ネ ル ギー木郎』 が行っ て い る ピ ジ ネ

ス を指 し ま す。

（注4) 「 某礎収益キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 」 ＝ （ 売 上総利益＋販売費及び一殷管理費 （ 除 く 貸倒引 当 金繰入額）

＋利 ． し な 支＋受取配 当 金）X (l-税率） ＋持分法投資先か ら の記 当 ． な お 、 税率に つい て は 、 当 期

は25g 、 前期 は31 ら を 使用 し て い ま す．

② 財政状態

(a) 資産 、 負 債及 び宍本の 状況

当 期 末の 資産合計 は 、 円 安 の 影響に よ る 増加 に加 え 、 営業 資 産や持分法投資 が 増加 し た こ と な

ど か ら 、 前期 末に 比ぺ1 兆5,022 億 円 増加 し 、9 兆5,822 億 円 と な り ま し た ．

資本 の う ち 親会社の所有者 に 帰屈 す る 持分 ほ1)は 、 配 当 金の 支払 い が あ っ た 一方 、 円 安の 影響

や親会社の所有者に 悟属す る 当 期利益 を蕗識 し た こ と な ど か ら 、 前期末に 比べ6,699 ｛意 円 増加 し 、

3 兆1,978 低 円 と な り ま し た ．

現預金ネ ッ ト 後 の 有利子負債 （ 注2) は 、 前期 末に 比べ267 億 円 減少 し 、2 兆2,737 億 円 と な り ま

し た 。

こ の 結果 、 ネ ッ ト の デ ッ ト ~ エ ク イ テ ィ ・ レ シ オ ぽ3) は 、0.7 倍 と な り ま し たC

（注1) 「 資木 の う ち 穀会社の 所有者 に 舟属す る 特分I ば 資本の う ち 当社の 株主に 帰朕 す る 持分 を 示 し て

い ま す．

（ 注2) r有利 子丈債 」 は 、 社債及 び憎入金（流動 ・ 非統動 ） の 合計で あ り 、 リ ー ス 負 債は含ま れ て い ま せん ，

（ 注3) 「 ネ ッ ト の デ ッ ト 嶋 エ ク イ テ ィ ・ レ シ オ 」 (Deht•Rquity R.1tio} は 、 現預金ネ ッ ト 後の 村利 子仕 債

を 、 「 資本の う ち 親会 社の所有者に煽 属 す る 持分」 で除 し て 算出 し た も の です．

(b) キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーの 状況

営業活動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー は 、 運転資 金が 増加 し た 一方で 、 コ ア ピ ジ ネ ス が荘実 に 資

金 を創出 し 、 基礎収益 キ ャ ッ シ ニ 心 フ ロ ーが3,595 億 円 の キ ャ ッ シ ュ ・ イ ン と な っ た こ と な ど か

ら 、 合計で1,941 億 円 の キ ャ ッ シ ュ ・ イ ン と な り ま し た 0
投資活動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー は 、 エ チオ ピア 通信事業や 中 国 下水処理事業への 参 画な ど

の 投祇安 を 行 っ た 一→方 で 、 チ リ 銅 ・ モ リ プ デ ン鉱 山 事業 の売却や国 内外に お け る 不動産案件な ど

の 資産入替 に よ る 回 収 が あ っ た こ と な どか ら 、490 億 円 の キ ャ ッ シ ュ ・ イ ン と な り ま し た 。

こ れ ら の 結果 、 営 業活動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー に 投資活動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー を加

え た フ リ ー キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー は 、2,431 惹円 の キ ャ ッ シ ュ ・ イ ン と な り ま し た 。

財務活動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーは 、 リ ー ス 負 債の支 出や配 当 金の支払 い な ど に よ り 、1,399
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億円 の キ ャ ッ シ ュ ・ ア ウ ト と な り ま し た。

以 上 に加 え、 為巷変勁 に よ る影響な どを加 味 した結果 、 現金及び現金 同等物 の 当 期 末残高 は、

前期末に比べ1,848 億円 増加 し、7,338 億円 と な り ま し た。

③ 2021 年度年間配 当 金

当 社は、 株主の皆様 に対 して長期 にわた り 安定 した配 当 を 行 う こ と を 基本方針 と し つ つ ｀ 中 長期 的

な利益成長 に よ る配 当 額の堵加 を 目 指 して 取 り 組んでいま す。 ＇

2021 年度 においては、 中期経営 計画 「sm町2023 」 で示 した と お り 、2020 年度 の年問配 当 金 と 同

額の1 株当 た り70 円 以上を雛持 した う え で、 連結配 当 性Iiり30％程度 を 目 安 に、 基硲的 な収益力やキ

ャ ッ シュ ・ フ ロ ーの状況等 を勘案の う え 、 決 定す る こ と と しています。

2021 年度の 年間 配 当 金は、 当 期 の親会社の所有者に陥属す る 当 期利 益が4,637 低 円 にな っ た こ と か

ら 、 上記方針を踏 ま え 、1 株 当 た り110 円 と していますC 中 問配当 金は45 円 で した ので、 当 期 の期末

配当 金 と し て、1 株 当 た り65 円 を 本年6 月 に開催予 定の定時株主総会 にてお誇 り す る こ と と し ます．

なお 、 今 後 の抹主遠元方針及び2022 年度の年 問配 当 金予想額 につ いて は、 後記の 「2. 対処す ぺ き

課賠 （4) 定堡計画 と株 主遠元 方針の見直 し ②株 主還元方針の見直 し と2022 年度の年 問配当 金予

想額」 に記赦の と お り ですC

{3) セ グ メ ン ト9]の状況

① セ グ メ ン ト 別 当翔 利益又 は損失

論 期精益又 は揖失 （ △) （蒙会社の所有書に帰属） ·-
（億 円 ）

第153 翔 箪1U 翔

四 年匿） (2021 年賽）

金属 △398 552

輪送編 ・ 麓櫨 △175 • 149

イ ン フラ △552 333

メ デ ィ ア ・ デ ジ タ ル 443 394

生居 ・ 不動塵 △48 440

責輝 ・ 化学品 △595 2,473

消去又ぱ全社 A.206 95
.. ― 二 ． ょ—- -

（注） I. 上記 「 当 期利益又l士預 失 ｛I::,.) （親会社の所有者に描屎 ） 」 の薮位は、 低 円 半位 を119 捨五 入 している た
め 、 個 々 の内訳 を 足l、 上げた穎 と合 計伍は必ず し も -· · 致 して いません。

2, 当社は、202[ 年4 月l H 付で ． エネルギーイ ノ ベー シ ョ ン ・ イ ＝ シ ア チプ{Eru,.-gy rぶgy 皿m咀ion fnitiativc
{EII)) を 新腔 の う え 、 イ ン フ ラ 事業部 門 、 生活 ・ 不象産事業部門及 ぴ資涼 ・ 化学品吝業部門 傘下 の組撤か
ら 次世代エネ ル ギー 関連事業を 同イ.::C• シア チプに移竹 し ． 「 消 去又 は全社」 に含める こ と と し て います．
ま た 、 同 日 付 で 、 金属＊業部門 傘下にあ っ た アル ミ ニ ウ ム~l!!金及t悶反の生産 ・ 販売事菜を 資涼 ・ 化学品事
業郎門傘下の組微 に移管 し ま した。 こ れに伴 い 、 前別 のセ グ メ ン ト 別 当 邸利益又 は損失 は、 組み苔えて表
示 して います．

． ． ． ． ．ご ● ● ● ● ● ←ー• · “ "〇 ● ● ● ● ● ● ● ー· · • •一· • ヽ • 一 • . . . ._.. ....... .. ..... .. ..- ••• •一• • • •.... .. .._・ー· · → •'"=• •· •ー.. •一 ...._., ,・~· · • • •一• • • 一ー→999 9● 〒→• • •一• • . . 9 9 • • —••-.. ― ••一...l （夢考） 株主に提供す る株主総会招集通知 （事業報告 を含む。 ） にお いては、 f
上記の数字を グ ラ フ で表示

L.. • 一• 贔 ヽ ．． ． ．——· 亀•一• •―•••“ `̀..._...d-...M•心 ・ “““露 ● ● ● ●”,... . .—· • • • ••—• ,... ...._.“‘“ ‘ い”" " "°..... .~.. ........ ..-... •←• ,.."こ ● ● ● ●"`" "―― ’"““' "_.... . . ._. ."〒^“ー· • • ヽ ・ロ・ ＇ ”ー • •”
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② 各セ グメ ン ト別 の集績鑽賽

降属事業部1吼

事業概要
● 薄板 ・ 厚板 ・ 線材 な どの約材及び油 井管 ・ ラ イ ンパイ プな どの鋼管 をは じめ と した鉄錮製品 の取

弓l
● 鋼材 ・ 銅管の各種加工及び関連事業

菜績慨要
前期 に錆 管事業 で減摂損失 を 計 上 し た こ と の反動に加 え 、 海外ス チールサー ビスセ ンタ ー事業や北

米鋼管事業 が増益 と な っ た こ と な どから 、 前期 に比べ950 億 円 増益 の552 億 円 の利益 と な り ま した。

r·
！ （参考）153 期(2020 年度） ・154 期(2021 年度） ：I1...................... i
！ 金属ギ業部門 の 当 期利益 グ ラ フ を挿入
L...—• •一• •一• - . ···-··-··-···-···-~

佃ー送機 ・ 建機事業部 呵

事菜概要
● 船舶、 航空機、 自 勁車、 自 動二翰車 、 建設機被 、 鉱 山機械、 炭業機械 、 産業車両及び こ れら の関

連設備機器 • 関速部 品 の敢 引 並びに こ れら に関す る 亨業

• リ ー ス ・ ブ ア イ ナンス本業

業績概要
航空機 リ ース事業で当 期 に ロ シア ・ ウ ク ラ イ ナ関連の掛失 を計上 し た一方で 、 イ ン ドネ シア 自 動車金

融事棠で前期 に一過性投失を計上 し た こ と の反動 に加 え 、 リ ース事業や 自 勤車関連事業が増益 と なっ

た こ と な どか ら 、 前期 に比べ524 億 円 増益の849 億 円 の利益 と な り ま し た。

,......-• • 一·.." •̀99 9 9 9.,._.,..‘"と． ． ． ． ． ・ ~ ． ， ＂會 ● ●9 •一· · · · · -· · · ·-"-··-·"ー·』• ~ . . ~ . --···← • • 9 ● ● . . , •一 ~ ~ ― ..--·· ·- -••一•• • •一• • • 一•

（ 参考）153 期(2020 年度） ・154 期(2021 年度）

軸送機 ・ 建機事業部門 の当 期利益グラ フ を挿入

.. .—· •• • . . • 一• • . • •一•一•一••一—ー· • • • 一→•-•一 ・ • •一 ・ 會•一• •―•• •一ー•••9

Iイ ンフ ラ 事業部門

事業概要

• 国内電力小売事業、 エネルギーマネ ジ メ ン ト事業、 水事業、 交通輸送イ ンフ ラ 関連事業及び空

港 ・ 港湾 ・ ス マー ト シテ ィ 開 発事業な どの社会イ ンフ ラ 本業

● 再生 可能エネルギー を含むI国 内外 のI(W)PP 事業 （ 注1) 及び電力EPC 事業 （注2) な どの

霞カイ ンフ ラ 事業

● 総合物流事業、 海外工業団 地の開発 ・ 運営事業並び に 各種保険 の手配及び保険商 品 の開発 に関

す る亨業 な どの物流イ ンフ ラ ・ 保険事業

（注1) Independent (Water and) Power Producer 事業の略称です。 当 社が独立系発電事業
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者(Independent Power Pt·oducer) と し て 発 窓設備 を 所有 し 、 発 冗 し た 毎気 を現地

の 竜力 公社な ど に販売 す る 李業 をIPP 事業 と い い 、 こ の う ち 、 発 咤時の エ ネ ル ギ ー を

利用 し て 海水 を淡 水化 し 、 生活用 水 を作 り 出す造水設備の 運営 を 行い 、 造水 し た 水 を

現地 の水道公社な ど に販売す る 享業 を(Watei· の頭文字を加 え て ） IWPIパ 事業 と い い

ま す。

（ 注2) Engineering, Procw四ment and Construction 事業の略称で す。 当 社 が 発坦所 の設計 、

調達及 び建設 を 一括 し て 請 け 矢 う 写業 を い い ま す．

業概要

電力EPC 案件 が ビー ク ア ウ ト し た 一方 ーぐ 、 前期 に 電力EPC 案仲 で工事遅延に伴 う 一過性 の 追加 コ ス

ト や哀州 癸電亨業 な ど で減損損失 な ど の 一過性損 失 を計上 し た こ と の 反動 な ど か ら 、 前期 に 比べ885
億 円増益の333 億 円 の 利益 と な り ま し た 心

I
； （念考）153 期(2020 年度） ・154 期(2021 年度） ，I

イ ン フ ラ 事如部門 の 当 期利 益 グ ラ フ を挿入 1
9•一• • 一• • • ー . . .— • • • • 一• • •一• • • •一 . . . • 一•• • 一• • •一 • • 一• • 一• -―·— • • • 一· • • 一. . •一•9―•••999ー· •9.”'m99999● ● ― ” "'-- · • • • •一""_. , . . .―"' . .... . ..... ,- ..... • 一 . .. •一••9●—• • 9-.. ., I

lメ デ ィ ア ・ デ ジ タ ル事業部門

亭菜概要
• ヶ ー プルテ レ ピヰ業 、 第5 世代移動通信 シ ス テ ム{5G) 関連事業 、 多チ ャ ン ネ ル番組供給事菜 、

テ レ ビ通販事業及 びデ ジ タ ル メ デ ィ ア 限連事業 な どの メ デ ィ ア事業

• ICr プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ・rr ソ リ ュ ー シ ョ ン事業及 び グ ロ ー バルeve （ コ ー ボ レ ー ト ベ ンチ ャ ー キ

ャ ビ ク ル） 苓業 （注1) を 通 じ た デ ジ クル事業・ 情 報 通信イ ン フ ラ 宰業及 び付加価伯サ ー ビ ス 屯業 な ど の ス マ ー ト プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事業 （注2)

（ 注l) 当 社事業 と の シ ナ ジ ー効 果の獲得 を 目 的 と し た ペ ンチ ャ ー投資 を行 う 事業を い い ま

す。

（注2) 最先端のICT 技術等 を活用 し た 新 し い 情報通信 サ ー ビ ス ・ 製品 の 基盤 と な る 事業 を

い い ま す。

翠菰概要
国 内主要事業会社 が 堅覇 に 推移 し た 一方で 、 海外通信事業が 減益 と な っ た こ と な ど か ら 、 前期 に 比べ

49 似円 減益 の394 億 円 の利 益 と な り ま し た 。

r- •••一• • •一 — •一..—• • • 一• • • • •一• •一一• • 9ー · • •一 • • • 一 · •ー··, .←”9•一• • •一• •"-- • · ""'_,,._. . .—一99 9 9・7•“"”"'-ー． ． ． ， ．.....”""""""' ペ .. ..- ....•→一 い •一""7
；
i （参 考）158 期(2020 年度 ） ・154 期(2021 年度） ！

メ デ ィ ア ・ デ ジ タ ル事業部門 の 当 期利益 グラ フ を挿入

!, . , .“ ' "'~ ' • 一• • 9． ， ● ● -一• · • - · - ·- • "· --- "-- ---- •一. .. • •一• •一• 一• 9 - - - -

亘 不動四ギ粟部門
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事業概要

● 食 品 ス ーパー な ど の リ テ イ ル事業及び讀剤 併設型 ド ラ ッ グ ス ト ア な どのヘル ス ケ ア 事業

・ 古果 ・ 食 肉 な どの 食 品 及び砂糖な ど の 食品原料 の 生産 ・ 加 工 ・ 沈通事棠

● 建材 ・ セ メ ン ト な ど の建設資材関連亨栗及 び稔合不動産亨業

案績概要

欧米州肯呆事業 で 前期 に 減投扱失 を 計上 し た こ と の 反動 に加 え 、 米国市祝回復に よ り 増益 と な っ た こ

と や不 動 産亨業で 大 口 案件 の 収 益計上が あ っ た こ と な どか ら 、 前期 に 比べ488 信 円 増益の440 億 円 の

利 益 と な り ま し た 。

「 ． ぃ ． ． ．__, .._.. • ー· , . . . .~ ... . • •_.... • •一 ・ . . .-------------·—····· ·--------· • •一 · · · ·
： （ 参考）153 期(2020 年度） ・154 期{2021 年度）

• 生活 ・ 不動 産事業部門 の 当 期利 益 グ ラ フ を挿入 ；l
...._・ ． ． ． ． ． ． ． 讐• • • • • • • 一• • •一·,. . ..”` · • . . · • 一 • •_. . . . ._. . • • • • .._. . . . . . , .~ . . . .~ . . . ←•』 ・ ヽ • 贔“. .. .. ,*▼真 ● ● ● ●' m● ● ● ●_』 • • • . . , . . .- • 一 “ . .. ・ ・ ・ ~ ． ． ． ． ． ． ． 占 ● ● ● し→~ • • • 一 • • - - · ● ● ● ●“ ‘ . . • •

1資源 ・ 化 学品 事業部 門I

亨業概要

● 非鉄金屈原料 ・ 製 品 、 石炭 、 鉄鉱石 、 石油 ・ ガ ス 及び炭素 関速原材料 ・ 製品 に 関す る 事業

● 基礎化学品 （有機 、 無磯、 パ イ オ ケ ミ カ ル ） 、 電池用材斜 ． 咤子材料、 エ レ ク ト ロ ニ ク ス 、 医薬 、

化粧品 、 農薬 、 肥料及び勁物薬 に 関 す る 項菜

業紋概要

マ ダ ガ ス カ ル＝ ッ ケIレ本業 で前期 に減損横失を 計上 し た こ と の反動 に 加 え 、2021 年3 月 か ら 換業 を

再開 し た こ と に よ る 販売数品 の 増加 に伴 う 増益や債務 リ ス ト ラ に 伴 う 一過性利 益の 計上が あ っ た こ

と＇ 、 ま た 、 チ リ 銅 ・ モ リ プデ ン鉱IiI事業の 売却益 を計上 し た こ と や資源価格が 嵩値 で推移 し た こ と 、

並びに 化学 品 ）、 レ ー ド ・ 農業資材 ビ ジ ネ ス が 堅曲 に 推移 し た こ と な ど か ら 、 前期 に 比べ3,068 低 円 増

益 の2,473 ｛怠 円 の 利益 と な り ま し た 。

が · • . ~ --· · · • 一—＾｀ー- -- · - 一• •一.. • 一— ←_. . ~ - - • • , . .. . ~ ~ . .盲

i
； （ 参考）153 期(2020 年度） ・154 期(2021 年度） 1
l 資阪 ・ 化学品 ＊業部 門 の 当 期利益 グ ラ フ を挿入

し ． ． ．ー·- • • • 一• • • — ● ● ● ●9---·· •_.....m•• •~ · • • • ー • • • ● ● ● ● ● ● ー · · •一• • “ . ._. . .._. . .— • • • 一•一·- · · · · · ·- · ·- · """" ' ""' ·-- ·
|

• 一..一••一• • --

．｀.¢

(4) 中期経営計1ii 『測IFT 2023 」 の 達捗

当 社 は 、 前中 期経営計画の 最終年度 で あ る2020 年度 に おい て 、 新型::r ロ ナ ウ イ ル ス 感染症拡大 の

ほ か 、 経済環境の激変 を受 け 、 大恒 に 業績が 悪化 し ま し た 。 そ の た め 「 事業ポ ー ト ブ オ リ オ の 収

益力 向上 と 下方酎性の 弧化 」 を 当 社の 喫緊の 課題 と し て 捉 え 、 低採尊事業の整理の 徹底や事 業ポ

ヽー ト フ ォ リ オ の再樽築の た め の 既存事業の バ リ ュ ー ア ソ プを加速 さ せ る な どの 樽造改革に撤底 し

て 取 り 組み ま し た 。 そ し て 、2021 年5 月 に2023 年度 ま で の3 か年 を 対象 と し て 策定 し た 中 期経

営 計画 「Stlll吋2023」 に おい て 、 「事業ポ ー ト フ ォ リ オ の シ フ ト 」 、 「仕組み の シ フ ト 」 、 「経営基

盤の シ フ ト 」 の3 つ の シ フ ト に 取 り 組ん で い ま す，2021 年度 に お け る 取組状況 は 、 以下 の と お り

で す．
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中期繰営計國 「SHIFT 2023」 の全体像

"jj悶l
虞II担胃 に 冑けた翼童入●の璽攀

（バリュー寅暉）

事順諷闘讐匿の撞化

金社量Umの直り輯み体創這化

・ー にスがJオのがフト
(11旧口蘊憧と下m町砂螂埠ーI-9糾噴＾’' y

・ [9且中爾】

・ 鴨みを厩かした瞑尊0控“'It胃虞 ， 社彙 講遭置化心買輯＂m-ア·注力寧庫）

．． J， ［ 中艮問J

（シーディン）
~ 」 ~ ~

ーノ サヵ—”’””□化4.`’’． ． ．
仕編み〇シ9ト

（冑動往〇鳳憚 ）

l 暉の厳I投資績のJn」ューアッカ菫化

l 金四幽で直富..醐0櫨lt;

~

1
1

.

」

，，パナンスの撞化 」 |
編畢纏の シフ ト

人材マネジメ ン トの創t | : ull1I鱚金性の繕挿 ・ 向上

① 事業ポー ト フ ォ リ オの シ フ ト

「SHIFT2023」 の資産入替の徹底の取組 と し て 、 低採算事業か ら の撤退 を 進 め 、 ま た 、 パ リ ュ

ーア ッ プ結策に よ る 収益性 、 効率性等の改菩 （以 下 「 タ ー ン ア ラ ウ ン ドJ と い う 。 ） を加速 さ せ

ま し た。 具体的 には、rsRIFI'2023J の策 定に先立 っ て分祈 を行 っ た約400 社の事業会社群の

う ぢ 撤退 ・ パ リ ュ ー実現先 と し て特 定 し て い た101 社 につい て 、32 社の撤退が完 了 した2020

年度に続 き 、202l 年度は更 に82 社の撤退を完了 さ せ ま した。 ま た 、 ク ー ンア ラ ウ ン ド先 と · し

て 特定 し て い た76 社につ い て も 、 各現掘での打ち手が肴実 に成果に繋が っ て き ｀てお り 、 特に・マ

ダガス カ ルでのニ ッ ケル＊業や米 国 ク イ ヤ販売事業、 欧米州育呆卸売事業 は 、 各事業におい て 、

事業骰略や経営体制 、 オベ レ ー シ ョ ンの見 直 し等 を 通 じて業統を改菩 さ せ ま し た。

ま た 、 当 社は2020 年度にすべて の事棠を 市場 の魅力度 と 当 社グルー プの政み の発揮度 を軸に、

戦賂 を 同 ー と す る 事業群であるStrate帥c Business Unit (SBU) ご と に く く り 直 し 、 「バ リ ュ ー

実現J 、 「 パ リ ュ ー ア ッ プ」 、 「 注力事業J 及び 「 シーデ ィ ン グ」 の4つ の戦賂カ テ ゴ リ ー に分類

し 、 そ の う えで、 高 い 収益性 と 下方耐性 の強 い 事業ポー ト フ ォ リ オの構築を 目 指 し 、 当 社の強

みが発揮でき る事突分野へ経営汽源 ｛ 資金 ・ 人材） の シ フ ト を進め る仕組み を 作 り ま した。

碑叩ヵ皮 ・ 叩へ”四 ・ ＇ 女•1が

． 謁ti m畑mmm
一 忠ー ・ 一駆証に名“.”“皐糞'$,7-(:,,;l i9 --1
ヽ王］こご

←”nc t叩：l血 ｝

その結果、rパ リ ュー実現j の カ テ ゴ リ ーのSBU にお い て 、 経営 資源の回 収 が将実に進捗 した
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ほか、 効率性向 上 と 新 た な付加価値 の提供 に よ り 既存 の収益 の柱 を更 に太 く す る 「パ リ ュー ア

ッ ブ」 や事業規模の拡大 を遥 じた収益 の柱 の育成 を 目 指す 「注力事業」 、 次枇代の ビジネス を育

成 し新た な 収益の柱 を 目 指す‘rシー デ ィ ング」 のそれぞれのカ テ ゴ リ ーのSBU にお いて も 若

実に戦略 を推進 し ま し た。

事業ポー ト フ ォ リ オの シ フ ト の定益的 な進捗状況及 び具体的 な取組 は、 以下 の と お り です。

く 定堡的 な進捗状況 ＞
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.、

また 、 これ ら享菜ポー ト フ ォ リ オの シフ ト を進め る う え で 、 特 にデ ジタ ル化への対応 と サステ

ナ ビ リ テ ィ の視点 を取 り 込み 、 社会 と と も に発展 、 成長する 亨業ボー ト ブ オ リ オの構築を 目 指

し て います。

デ ジ タル化への対応 は、 全社のDX （デ ジ ク ル ト ラ ンスフォ-· メ ー シ ョ ン ） を推進す る た め に

設 立 したDX セン ク ーがSBU と 協働 し 、 戦昨を具体化 し て います。SCSK 株式会社 と の連携

に加 え 、 当 社が100%出 資 す るDX 技甜専業会社であ る株式会社Insight Edge の機能を拡充

し 、 リ テ イ ル分野な どの注力 事業の更な る 強化や製造業の生産性向 上な どのバ リ ュ ー ア ッ プと

デ ジク ルを核 と し た新事業 朋発 を進 めて います。

サステナピリ テ ィ の観点では、 当 社グルー プは2020 年6 月 に持統可能 な社会の実現のた めに

当 社 グループが取 り 組む ぺ き6 つの 「垂要社会課題」 と 「長期 目 標 」 を設定 し、2021 年5 月

にはそ の具体的な ア ク シ3 ン プラ ン を示す 「 中 期 目 摂」 を定めま し た 四 ． 「直要社会課題J の

中 で も 特に 「気候変勁緩和」 について は気候変動 をめ ぐ る 世界的 な情勢を踏ま え 、 継続的 に 「 気

侯変 動問赳に対す る 方針」 の見直 し を実施 し ていま す。 当 社の石炭 火力 発電事業及び一般炭鉱

山 開 発事業の方針やカ ーポ ンニ ュ ー ト ラル化 に向 けた道筋を具体的 に示 してお り 、 よ り 環坑ヘ

の負荷が少 な い事業ポー ト ブ オ リ オと す る こ と を明碓に謳 って います．

（ 注） 立疫社会課屈に対す る長期 ・ 中 期 目 ほについて は、 本招梨 ご通知●ベー ジを ご参 照 く だ さ い。 ［株主に提

供する株主総会招集通知 （事業報告 を含む。 ） にお いては、 左 記の注を記戟予定 ］

2021 年度 には 、 化石エネルギー事業 の権益 の一部 を売却 し 、 再生可能エネルギ｀—事業の推進

な どを遥 じてポー ト フ ォ リ オシフ ト を進め る と 同 時 に 、 既存の石炭火 力 発需事業の脱炭素化 ・

低炭素化等 に向 け て検討を進めま した，2021 年4 月 に新設 した営業紐織であ る エネルギー イ

ノ ベヽー シ ョ ン ・ イ ニ シア チブ(Energy Innovation Initiative (EID)にお いて 、 次世代エネルギ

ー関遮の ピジネ ス の拡大及 び創 出 に沿実に取 り 組みま しに また 、 「循 環経済」 関連では、 既存

の リ サイ ク ルや シェア リ ン グ塩業の拡大等 を通 じて 、 リ サイ ク ル ・ 省 資悪型 ビジネス を推進 し

た こ と に加 え て 、 主要天然資源の持続可能 な調達体制 の強化の一哀 と し て 、 当 社グ）レー プの 「森

林経営方針」 と 「林産物調達方針l を2022 年3 月 に策 定 · 開示 しま した。 加 えて 、 「人権尊室」

関 速では、2026 年までに 当 社グルー プの全亭業 の人権 リ ス ク を的確に評価す る こ と を 目 原 と

し 、 事業部 門 毎の人権デューデ リ ジェ ン スを朋 始 して お り 、 リ ス ク の低減 ・ 防止策 の強化 に活

手 し ています。

その他のrm要社会課類」 に関 し て も 、 長期 目 標 ・ 中 期 目 原達成に向 け て鋭意取 り 紺んでお り 、

各課超の長期 目 標 ・ 中 期 目 標の達成状況や具体的な 取組につ いて は、 毎年改訂す る 「ESG コ ミ

ュ ニケ ー シ ョ ン ブッ ク 」 四 ゃ統合報告委な どにお いて 開 示 していま す。

（ 注） 邸G コ ミ ュ ：：：：： ケ ー シ ョ ン プ ッ ク につ いて は、 当社ウ ェブサイ ト に掲紐 して います．

② 仕組みの シ フ ト

事ポー ト フ ォ リ オの シ フ ト を実努J性の あ る も の と す る た めに、 仕組みの シ フ ト も 推進 し ま し
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た ． 具体的 に は 、 各SBU に おい て 戦略 目 標 の 達成状況 を 客観的 に 測 る 指標(KAI• KPI) を設

定 の う え 、 年2 回 の 戦略会議の 湯に お い て そ の 進捗状 況を モ ＝ タ リ ン グ し 、 戦略見直 し の要否

を 議論す る と と も に 、 常 に 改菩に つ な げ るPDCA サ イ ク ル を 強化 し て い ま す。 ま た 、 飼別事業

の 取 り 進 め に お い て は 、 投資 案件の 選定や維続の 変否 を判 断す る た め の 投資案件選定指針の 制

定 に よ る 投姿規律 の 鍛格化や、 投資パ フ ォ ー マ ン ス 迪動報酬制度 の 導入等に よ り 、 亭業投資の

成功確度 向上 と 価値最大化 に 向 け た 仕組みづ く り を 行 いま し た 。

字業部 門 の戦略 • 取組 を 全社敲滴の 観点 か ら 補完する た め の 取綿 も 強化 し ま し た 。 具体的 に は 、

既存組織 を横断す る よ う な 社会課題、 事業領域に対す る 全社的 な 取組 を 強化すべ く 、 上述の エ

ネ ル ギーイ ノ ベー シ ョ ン ・ イ ＝ シ ア チ プ(Eil) を 立上げた ほ か 、 社会イ ン フ ラ 、 ヘル ス ケ ア 、

農業等 の成長戦賂テ ーマ の 推進や 、 各地域組織 にお け る 事業 開 発等 、 全社横断的な 取組を 強化

し ま し た コ ま た 、 全社最滴 の 観点か ら 経営 資源 の配分 、 各亨業郎 門 の 戦略樗築や事業推進に つ

い て 、 グ ロ ー バル イ ノ ベー シ ョ ン推進委貝会 血 が 業務執行の 最面 意思決定核閲 で あ る 経営会

這の 諮問機関 と し て 、 議論 ・ 提苫する 体制 を堅え ま し た ．

（ 注）SBU 白路 を・ 全社凩適の 観点 か ら 審紺 し 、 全社投融資枠 （ 資鉛 ・ 人 的 リ ソ ー ス 配分 を 経営会議に 提舌す

る 機能を 持つ 、 経営会躊の 諮問磁閲 です。

③ 経営基盤の シ フ ト

当 社が 中 長 期 的 に成長 ｀ 発 展 し て い く た め の経営 基盤に つい て も 、 若実に 強化 、 拡 充 を進 め ま

し た 。

•,‘-'

(a) ガ バ ナ ン ス の 強化

取締役会 に お い て は 、 至点的 に 審鵡すべき 室要経営課題の設定 （ ア ジ ェ ン グ ・ セ ッ テ ィ ン

グ ） を 取締役会 メ ンパー 全貝 で行 っ て い ま す。2021 年度は 、 こ の ア ジ ェ ンダ の 一 つ と し て 、

事業 ポ ー ト フ ォ リ オ の シ フ ト な ど の 「SHIFT2023J の 各旅策や6 つの 「 垂要社会課題」 の

中 期 目 様 な ど の 進捗モ ＝ ク リ ン グ に 注力 し ま し た ． ま た 、 各亭業部 門 か ら は 戦略の進捗状

況及 び課題並び に そ の 対応方針に 関す る 報告を 受 け 、 当 該課題に 焦 点 を 当 て て 審顕 を行 っ

た ほ か 、 主変 な 委貝会 （ 内部統制 委貝会 、 コ ンプ ラ イ ア ン ス 委貝会 、 情報セ キ ュ リ・ テ ィ 委

貝会(2021 年7 月 に 「rr 戦略委只会」 に改組） な ど） か ら 定期的 な 報告 を受け ま し た 。

こ れ ら に よ り 、 当 社全体の 業務執行の 状況 に つ い て 維絞的 に モ ＝ タ リ ン グ し 、 監苔磯能 の

強化 を図 り ま し た .. ま た 、 住友商亨及びグ ルー プ各社が 尊亘すべ き3 つ の原則 （ 自 律、 対

話 、 連携） を 中 心 と す る グ ルー プマ ネ ジ メ ン ト ポ リ シ ー を2021 年6 月 に策 定 し 、 当 社 グ

ルー プの 企業価値の 向上の た め グ ルー プ経営 の 高度化 を 推進 し て い ま す．

(b) 人材マ ネ ジ メ ン ト の 強化

2020 年度に 策 定 し た グ ロ ー バル人材マ ネ ジ メ ン ト ポ リ シ ー を具現化すべ く 、 年次 管 理 を撤

廃 し 職務や成果 を 従来 以 上 に 禄酬 と 速動 さ せ た 職務等緩制 度 の 導入 、 評価制度の刷新、 従

来型 の 職卒別管理 を縣 し た 職掌 の 一本化等 、 当 社の 人 事制 疫 を 大 き く 改訂 し 、 人材 マ ネ ジ

メ ン ト 改革の 基盤 を整備す る と と も に 、Dive1·sity & Inclusion の 推進 を加速 し ま し たe ま

た 、 事業 ポ ー ト フ ォ リ オ再樗築 に伴 う 人材 シ フ ト 、 事業ニ ー ズや環税変化 に 即 し た リ ソ ー

ス マ ネ ジ メ ン ト に も 取 り 組み ま し た コ
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(c) 財務健全性の維持 ・ 向 上

事業環塊の回復 に も 支 え ら れ 、 活実 な利 益の積み上げが実現でき た結果 、 デ ッ ト ・ エク イ

テ ィ ・ レシオは、 昨年度末の0.9 （名か ら0.7 倍に低下 、 リ ス ク アセ ッ ト も リ ス ク バ ッ フ ァ

ーの範阻 内 に収 めて います。 引 き続き 「SHIFT 2023」 の3 年 閻合計の配 当 後 フ リ ーキ ャ

ッ シ ュ ・ ブ ロ ーの黒字の方針は堅持 し 、 財務舘全性の向 上に努めま す．

2020 年度 に 当 社 グルー・ プが一丸 と な っ て 実行 し て き た構造改革の大 き な モ メ ン タ ム を 引 き 短 き

「SHI汀2023」 でも 引 継 ぎ なが ら 、 今 後 も 更に大 き な成果へ と 繋げて い く 所存ー←す。 ＇

2. 対処すぺ 釘 諫題

(1) 事集ポ＿ ト フォ リ オのシ・フ ト によ る収益力 の禎化

「SHIFT202a 」 初年度の業紹 は堅詞 に推移 しま し たが 、 資源価格の上 昇な どの外部環境の影響

があ っ た こ と も 事実です． 「SHIFT2023」 で掲げた 忘 い収益性 と 下方耐性の強い事業ポー ト フ

オ リ オの構築に向けて既存事業 の撤退や タ ー ンア ラ ウ ン ドは堅類に推移 し て いますが、 こ れ ら

を 計画 どお り に実行す る こ と に加 え 、 当 社の収益を 支 え る 事業群であ る 「注力 事業J や 「パ リ

ニ ー ア ッ プ」 に分類 さ れて いるSBU が 、 当 社の強 み を•I·分に活 か しな が ら 、 各事業の資本 コ ス

ト を カ バ ー し 、 更 にそれを 大 き く 超過す る 収 益力の獲得 と と も に 、 投下資本 を 増や して収益基

盤の拡大 も 図 っ て いき ます。 また 、 将来の収 益の柱 と な る 新たな コ ア 事業の創出 について も 、

成長戦略テ ー ・ マを 中 心 に想定す る成果が得 られ る よ う 、 引 き続き 注力 して いき ま す。 社会の価

値観や生活様式が大 き く 変化す る なかで、 総合商社 であ る 当 社がそ の弛みを 活か し新た に事業

を 創 出 でき る機会は数多 く あ り 、 住友の本業柄神にあ る 「進取 の精神」 や 「 企画の遠大性」 を

念頭に、 新た な コ ア事菜の創出 に 向 けた取能を加速 し ていき ます．

(2) サステナビ リ テ ィ 経営の高度化

当 社 グルー プにお いて は、 前述の と お り6 つ の 「室要社会課題」 の解決に 向 け取 り 組んでいま

す が 、 その 中 でも 「気候変動緩和J、 「循環経済J 、 「 人権尊菰J の取組に対す る社会の要詣 は一

層 の ；＃iま り を 見せ てお り 、 社会の潮澁や変化を 見極 めなが ら 適時に対応 し 下 い き ます。 「気候変

動緩和 」 について は、 当社及び連結子会社でのCO2 排出 贔に加え ｀ 排出総伍 に影饗が大 き い持

分法投究先の火 力 発宙事業 にお け る 直接排 出 量や化石エネル ギー権益事業 におけ る 間接排出堡

も 含め、 カ ーポ ンニ ュ ー ト ラ ル化 を コ ミ ッ ト し て います。 当社は、2050 年の 当 社事業のカ ーポ

ンニ ュ しー ト ラ ル化 に向 けたマイ ル ス ト ー ン を 明確に し 、 当社事業のカ ー ボ ン ニ ュー ト ラ ル化の

実現 と 同 時に、 地域社会 の発展 ・ 進化 を 目 指 して 次世代エネル ギー事業 を創 出 し 、 社会のカ ー

ポン ニュ ー ト ラ ルヘ貢献 し て いき ま す． また、 「循環経済J につ いては リ サイ ク ル ・ 省資激型 ビ

ジネス の推進や天然資源の持続可能 な詞達体制 の強化 に更 に注力 し 、 「 人権導堂」 につ いては当

社 グループの全事業 にお け る人権 リ ス ク の低減 ・ 防止 を 一 屑強化 し てい く こ と で新たな価値創

造 を 実現 していき ます。

(3) 人材 マ ネジメ ン ト 改草の実行

当社 グループの持続的 な発展 に と っ て人材 は最垂要の経営 リ ソ ーク であ り 、2021 年度に導入 し

た新人事祠度の運用 の実効性 を 高 め 、 人材マネ ジ メ ン ト 改革の成果を ス ピー ド諜 を持 っ て 目 に

見 え る 形 に し て い く 必要が あ り まi•. Diversity & Inclusion の更 な る推進 、 年齢や性別その他
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厩 性 に と ら われな いPay fot Job、Pay for Pei:fonnance の考 え方 に基づ く 適所適材の人貝配匠

に よ り 、 す べて の役職貝の最大 限 のパフォー マ ン ス発揮 を 目 指 します。 人的 宍本の拡充に向 け

て は、 グ ロ ーバル人材マネ ジメ ン ト ボ リ シーに掲 げる新たな価値創造に挑戦す る 人材集団 を 目

指 して 、 採用 手法の多様化や個 にフ ォー カ ス した ピープルマネ ジメ ン トカの強化、 経営 人材育

成やプロ フ ェ ッ シ ョ ナ リ テ ィ 強化 な どの人材開発施策を実行 していき ます。 また 、 ウ ィ ズ ・ コ

ロ ナの長 期 化で生 じた組様活力 やチー ム 運営J；の課題を解決 し 、 組織 の活性化 と ア ウ トプッ ト

向上 を 目 的 に 、 人 材育成 と コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ンの強化、 役職貝 一人 ひ と り のエン ゲー ジメ ン ト

の向 上 に も 取 り 紐んでいき ます．

(4) 定量計園 と株主還元方針の見直 し

当 社 は、 上 記で述ぺ た課題に対処 し な が ら 、 渚 実 な利益成長 を 目 指 し 、 引 き紐 き株主の皆様 に

還元 し て い く ぺ く 取 り 組 んでいき ます． 当 社の今後の定械計画 と株主違元方針の詳績は、 以 下

の と お り です．

① 定量計画

今股 、 足元 の状況を踏ま えiSHIFT 2023 !(J) 当 初計面 にお いて 定 めた業綬見通 し と キ ャ ッ シ

ュ ， フ ロ ー計画につい て 、 以 下の と お り 見直 し ま し た。

・ 業萩見通 し

SHIFTa立3
2021豆1 2匹婁1•四呻慶

3,800

（皐 ： ．門）

見直濃計画
(2021年展は実績）

当 初計恒i
(21/5.El公表）

なお 、 当 社は最適な経営資源配分を通 じた事業ポー ト フ ォ リ オのシ フ トの実行に向 け て 、

「SHIFT 2023」 の対象期 間 だけに限 ら ず 、 常に3 年先までの定呈イ メ ー ジを具体的に持

ちな が ら 戦略的湛論を実施 し てい る ため｀ 上記では2024 年度 ま での利益イ メ ー ジを示 し

て いますc

「SHIF'.1'2023 」 で揺げる 諸施策の取組を通 じ 、 各亭業にお け る 収益性 と 下方耐性は碓実に

向上 してお り 、 各年度 と も に 当 初計画を上回 る利益計画 と し ています。
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一

・ キ ャ ッ シュ ・ フ ロ ー計画

SHIFT 2Q2J
． ，

｛嵐位 ： 年）
2ml岨 1 a釦傘-E細ltli

基礎収益キ℃尤／ュ ・JD- +3、 印5 +9,100

減価償却貴 +l、020 +3、200(IJ-填鑽はる貧雌如犠）

資産入替 +2,2.00 +6、600

そ の飽の資金移動 △2、200 △1,900

拉融貴
△2, 』900 △12,300

（ 含む更新拉資）

P’Jぺュ ・元 +L747 *4,700”",1i.)
ー ＇

配 △1,000 △3、500

＝纏鶴））キ”ル．~ ュ・ ・ フ·ロー -t-747 鵬•

＇

3年食計
鰤蜀計璽l

““巧公豊）

+6,400

/l +3,100

+5,200

＼ 戸＋ュ△函加

△2、600

罵字鴫録

「SHIIキ2023」 に お い て 、 配 当 後 フ リ ーキ ャ ッ シュ ・ フ ロ ー の 黒字 を確保す る 方針 に 変更

は な く 、 今回の 見直 し に よ り 増加 し た 甚礎収益 キ ャ ッ シュ ・ フ ロ ー を原 資 と し た 追加の 投

硼袋や、 株 主遺元 に そ れぞれ配分す る 計画 と し てい ま す． ．

修正計画 で は 、1兆2,300億 円 の 投融資 を 計面 し てお り 、 引 き 統 き 、 市場の魅力 度が 瓦 く ＜ ．

当 社の強 みが 十分 に発揮で き る 分野 を 中 心 に 投祇資 を 実行 し 、 ポ ー ト フ ォ リ オ の 収益性 と

下方酎性を 嵩 め て い き ま す．

ま た 、 戦賂カ テ ゴ リ ー ご と の 定豆計画を 、 以下の と お り 見直 し てい ま す。

了

-?~--I
....
四臼

△100fl円

--- . 、 一

• · ·—-2 、一］

I ニー ーi-2、OOOは円以上

I 2 ， 珀瀾f'I

,.. - -8,500紹門 ． lI
1 -19函炉 I

ロここい』デ ；二
I _ _ 1一・饂『l ロニ可― 2,100如円

細mom , • • ー ． （醤罰 ． ． ． ・~ ． ．ー ・ ・ ・ ・ ・
当 切lti!i(31/S月叩 I I鸞直II“' - 3,3QO記

L 』沼翻埠 ― • - - 一 ―` -·· -· -・ （ 珈叩囀l 喰四以 1,200寧以上

SHIFT 匹3 I 屯温ば る
艦ii;niii 1え0面 ~,BOO鐵円

呻球） 1 • 9坦i) .
、 更印•maI

心動ぼIllm ｛ ＿贔忠恥
ioo罰nl 2,9OO閲

Illみ · 奮含O
， ·• •

， ＿ （平匹） 加噸円 ！ 1 ，8凶記

（ 注l l. 「SRIIT202,ll 当 初計百 」 に お け る 「 資 産 入若に よ る 資金回収l は 、 「 そ の 池の資金移勤J 割 を控除

した 額へ住：正 し てい ま す。

2. 上記表の1-」 は 、 金額が100 使円 未油 で あ る こ と を 示 し て い ま す 。

② 株主還元方針の 見直 し と2022 年度の 年間配 当 金予 想 額

当 社 は 株 主の 皆様 に 対 し て長 期 に わ た り 安 定 し た 配 当 を 行 う こ と を 基 本方針 と し てお り 、

「SHIFT 2023」 に お い て は ｀2020 年度 の 年間 配当 金 と 同 額の1株 当 た り70 円 以上 を 佳持 し
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r,
1

た う えで 、 運結配 当 性 向30％ を 目 安に 、 基礎的 な収益力 や キ ャ ッ シュ ・ フ ロ ー の条件 を 勘案 の

う え 、 決定す る こ と と し て い ま し た．

今般、2022 年度以降の 株主還元方針 に つい て、 構造改革の 進捗な ど に よ り 、 収 益基盤 • 財務体

質の改善が進捗 し た こ と を踏 ま え 、 当 社の 持絞的成長 と 株主 の皆様 の長期的 な利 益の 観点か ら

見直 し を行 い ま し た． 新 し い株主還元方針に お い ては 、DOE （ 株主 資本配 当 率）3.6%~4.6%

の 範囲内 で 、 速結配 当 性向30％ を 目 安 に 、 基礎的な収 益力 や キ ャ ッ シュ ・ フ ロ ーの 状況等 を 勘

案の う え 、 年間 の 配 当 顔 を 決 定す る こ と と し ま す。 そ の う え で 、 当 期利益 実績の30％に 相 当 す

る 部分が 上 記範囲 を 超過 し た届合 に は 、 当 該超過部 分に 対す る 配 当 あ る い は 自 己株式の 取得 を

柔軟かつ襟動的 に 実施 し ま す． なお 、 原則 と し て、 年間 の 配 当 額は 、 そ の直前 に公表 し てい る

配 当 予想額 を 下回 ら ない も の と し ま す。

く 株主遠元の 考え方 ＞

当期利 益

Xlll 朗m株主釘本

2022 年度 の年間配 当 金予 想額は 上記の 新たな株主還元方針を適用 し 、2022 年度通 期連結業

絞予祁3,700 億円 を踏ま え、1 株 当 た り90 円 （ 中 囲45 円 、 期末45 円 ） と し てい ま す。

当 社グルー プを 取 り 巻 く 経営珠境に は 、 新型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感染拡大の 長期 化に加 えて 、 ロ シア ・ ウ ク

ラ イ ナ情勢な ど の 地政学 リ ス ク の 高 ま り や 、 各 国 に お け る 金融 • 財政政策 の 方針転換な ど 、 兒通 し が 不

透明 な要索 もあ り ま すが 、 当 社は こ の よ う な外部環境の 変化 に 逸切 に 対応 し なが ら新た な価値 を創造 し 、

企業活動 を通 じ て疸要社会課題 の 解決に貢献す る こ と で 、 持絞的に 成長 し て い く こ と を 目 指 し ま す。

，
3. 財産及 び損益の 状況

·,/ ＇ 拿

国 際会計基準

区分
第150 期 第151 期 第"152期 第153 期 第154 期

(2,017 年度l (20t8 年度） (2019 年度） (202-0 年度）
(2021 年
度）

収 益 （ 億円 ） 4&213 53,392 52998 46.45l “.,so

売 上総利 益 （ 億円 〉 9,565 9,232 8,737 7笠5 l0,096
当 期利益又 は棋失 （ △)

（ 億円 ） 3,085 3,205 1,714 △1.s31 4,637
（ 親 会 社の所竹＇ 者に 屈 屈 ）

l 株 当 た り 当 期利益又 は投失 （△）
（ 円 ） 247.13 お6.68 137,18 △ 122.42 370.79

（ 親会 社の所打者に 掃属）

総資産額 （ 信円 ） 77,7“ 79,165 81,286 80,800 95ぶね

践 会社の 所布者に 灼属す る 持分 （ 億円 ） 庄 ，582 27,715 25`441 25).80 31978

1 株 当 た り 規会社所有者帰属持分 （ 円 ） 2,048.93 2,219.11 2,036,48 2,022.8:1 2,558.i4

，，
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誤 会 社所有者 帰 屈 持 分 当 期 利 益 牢
（％ ） ]2,5 12..0 6.4 /::. 6.0 16.2{ROE)

総資産当 期利益串(ROA) （ ％ ） 4.0 4.1 2,1 △1.9 5.3

親会 社所有者惜属持分比卒 （％） 32.9 3S.O 313 3J.3 33.4

有利子釘貨 〈ネ ッ ト ） （億 円 ） 252l5 以，271 24,688 23,004 22,737

Debt-E.q11ity 応tio （ ネ ッ ト ） （ 倍） l.O 0.9 l.0 0.9 0,7

（ 注 ） 1 ， 租LJ子仕債 （ ネ ッ ト ） は、 有利子仕債か ら現金及び我金同井物 と 定荊預企を 控除 し て います。9,
2信円Ji!.位の記蔽金額は、 出 位末漠 を 四 拾五入 し て いま す。

··ヽ9..,..—·----·
［ 苓;lr,] グ ジ フ(5 期推移）

① 売上総利益
② 当 斯利益又 は揖失 （A) （糾 会社の所布者に帰属 ）
® 親会社の所有者 に婦属す る持分及 び錢会仕祈有者、沿属 持分比 卒
④ 右利子負 債 （ネ ッ ト ） 及びDebt-Equity Ratio （ネ ッ ト ）

を 記載

4. 主 蔓 な事集 内 容 （2022 年3 月31 日 現在）
住友商屯 グ）レープは、 グロ ー パルな ネ ッ ト ワ ー ク を 通 じ て 、 金屈 、 軸送機 ・ 建機 、 イ ン ブ ラ 、 メ デ ィ

ア • デ ジ タ ル、 生活 ・ 不動産 、 資源 ・ 化学品 な ど多岐 にわた る 事業 分野で、 各種面品 の国 内 、 餘 出入及
び海外取引 を 行 う ほか、 各種 のサー ビ ス 涸連事業や屯業投資 を 行 う な ど、 多 角 的な事業活動 を行 っ て い
ま す。

5. 主要な営業所の状況(2022 年3 月31 日 現在 ）

当 社支社

当 社支店

国 内 独立法人

束京都千代 田 区

6 か所1 北海道支社 （札幌） 、 東北支社 （（峠） 、 中 部支社 （名 古屋） 、 関西
支社 （大阪） 、 中 国 支社 （広島） 、 九 州 支社 （ 福 岡）

5 か所I 浜松支店 、 四 国支店 （ 商松） 、 新居浜支店 、 長簸支店 、 沖俺支店 （那
覇 ）

ヽ

3 法人1
住友商李北海道株式会社、 住友商韮束北株式会社 、 住友商直九州株式
会社

（ 注） 上記のほか、 当 社の 岱 業所1 か所があ り ますs

｛注 上記国内独立 法人3 法人が宥す る 本 ・ 支店等は9 か所です。

(2) 海外
当 社支店 ・

出 張所
4 か所1 ヨ ハ ネ ス プル グ 支 店 、 キエフ 支店 、 アルマテ ィ 支店 、 ヌルス ル ク ン出

張所

（ 注 ） 1 ． 上記のほか、 洵外にお ける 当社の耽在貝事務所23 か所があ り ます，
2. 「 キ エ フ 支店 」 は、2022 年5 月 ］ 日 付で 「 キ ー り 支 店」 に名 称変更 し ま し た。
J. 「ヌIレ スル タ ン 出 脹浙1 は、 旧 「 ア ス ク ナ出張所j が202] 年9 月1 日 付で名 称変夏 し た も のですっ

米1fi住友商事会 社 （米国）、 プラ ジル住友商事会社 、 欧州 住友商事ホー
ルデ ィ ン グ会社 （英国） 、 欧州 住友南事会社 （英国） 、 ア フ リ カ 住友商

35 法人I 苓会社 （南ア フ リ カ 共和国 ） 、 中 東住友商市会社 （ ア ラプ首長 国連邦） 、
CIS 住友商事会社 （ ロ シア ） 、 ア ジ ア大洋州 住友商宰会社 （ シ ン ガポ
ール） 、 中 国住友商事会社 、 上海住友商ホ会 社な ど

（注） 卜．記海外現地法人 祁 法人 が有する本 ， 支店等 は84 か所です．

6. 従集員の状況(20泣 年3 月31 日 現在）
(1) 住友賽事グルー プの従業 員数
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セ グ メ ン ト 従業貝数

金隣 5,9邸 名

輸送機 · 建機 18,978 名

イ ン フ ラ 3,666 名

メ デ ィ ア ・ デジタル 15,557 名

生活 ・ 不動産 16,595 名

姿酒 ｀ 化学品 10,313 名

その他 3,206 名

合計 74,263 名 （対前期末667 名 減）

（注） 上記 「その他 」 には 、 エネルギーイ ノ ベー シ ョ ン ・ イ ニ シ ア チ プ(EII) の業務 に従事 して いる従業只が含ま れ

ていま す。

(2) 当 社の従集員数
合計5,300 名 （対前期末90 名 減）

（注） こ の 中 には 、 海外支店 ・ 出扱所 ・ 駐在只事務所が厄用 して いる従業員150 名 が含ま れ ていま す．

7. 重憂な子会社の状況
（ ー ・ · ` 賽 -~ --- - -. -'"'- - --

国際会計基準

区分 第151 期 第152 期 第153 期 第154 期

(2018 年度） {2019 年度） (2020 年度 ） (2021 年度）

返結子会社 626 社 663 社 662 社 637 社

持分法適用 会社 305 社 294 社 273 社 256 社

（2)＿ 主宴な遍結子会社及び持分法適用会社

．
（＇

セ グメ ン ト 会社名 主要な事業内 容

EDGEN G:ROU.P INC, （子）
エネルギー産薬向 け銅管i 類材の ・

金 属
グ ロ ーパルデ ィ ス ト リ ど ュー ター

住友瀾卓 グ ロ ーパル メ ク ）レズ株式会 社 （子）
銅材 ・ 非鉄金属製品の国 内 外取 引 及 び
その関述事業

栓送懐 ＂
三 井住友 フ ァ イ ナ ン ス ＆ リ ー ス 株 式会 社 （持） リ ー ス 業

廷壕
住 友 三 井tー ト が 一t ・ ス 株 式 会 社 （持） 自 動車 リ ー ス 業及 び関連サー ピ ス

PT. CENTRAL JAVA POWER （子） イ ン ドネ シア にお け る亮冠所 リ ー ス 事業

イ ン フ ラ
国 内 にお ける発電所の関発 ・ 保右 ・ 運営及 び

サ ミ ッ ト エ ナ ジ ー 株 式 会 社 （子）
電販売
シス テ ム関 癸 、IT イ ン フ ラ 樗築 、IT ：マネジメ

メ デ ィ ア 會
8 C S K 株 式 会 社 （子） ン ト 、9BPO(B1,l3ine邸E心呻0“souming) 、

デ ジ タ ル
IT ハ ー ド ・ ソ フ ト 販売

J C O M 陳 式 全 社 （祐）
ケー プルテ レ ピ局及び蓄蛯 供給会社 の統括運
貨

生活 ・
サ ミ ッ ト 株 式 会 社 （子） ス ーパーマー ケ ッ ト

不勤産 FYFFES LIMITED （子） 欧州 拉び に来州 での育果物 生産及び卸売業
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一

賀瓶 ・
MINE.RA $AN OR函OBAI』S.A. （子） ポ リ ピア に お け る 鋲 ・ 亜鉛 ・ 鉛鉱 山 の 操業

化学品 S叫lSH0叫AU引兄u,9Auo囚lX$F""D. （子） 豪州 に おけ る 石炭事業＾ の 投没

米 州 住 友 商 事 会 社 （子） 輸 出人及び卸売業
そ の 他

欧州 住 友 商 事ホ ー ル デ ィ ン グ会社 （干） 欧州現地法人 の 持株会 社 ’
（ 注） （子） は達結子会社、 （持 ） は持分法遠用 会社で す．

8 ... - - . - ·- - ... — ▼—~ ー ・ ・ •”’'-. ~ ·, — - - ” 育 •-- 曹

借入先 借入額

百万円

株式会社三菱UFJ 銀行 175,654
株式会 社 日 本政 策投 沢 銀行 160,972
株式会 社三井住友銀行 121,161
株式会社みずほ銀行 102,950
三井住友 併託銀行株式会社 98,324
住友生命保 険相 互会 社 88,000

明 治安 田 生命保険相 互会社 86,000
日 本生 命 保険相 亙会社 84,888
農林中 央金庫 70,000
信 金中 央金庫 60,000
そ の他 715,922

当 社単体 借入金合計 1,769,871
運結子会社借入金合計 698¢73

連結借入金合 計 2,468,344

｛ 注） 上記 「 そ の他J に は 、 株式会社三井住友銀行 又 は株式会社三菱UI1J 銀行 を幹事 と す る シ ン ジ ケー ト ロ ー ン が 合
計で25,000 百万 円 •含 ま れて い ま す．

9. 資金＂達に つ いて の状況
住友商事 グルー プの 喪金調達 につ い て は 、 長期 ・ 短期借入金及 び コ マ ー シ ャ ルペー パー の 発行な ど に よ

る ほ か 、 次 の と お り 社債 を発行 し て い ま す。

I 当 社

2.021 年7 月 第3 回米 ドル建無担保社債500 百 万米 ドル(612 億 円 ） （2026 年7 月 涸斯 年利1. 550%)
2021 年9 月 第59 回 円 建無担保社債 100~円(2031 年9 月 湖期 年利0.290%)

・ 連結子会社
当 社、Sumitomo Corporation of Americas （米国） ｀ S皿itoll!O Corporation Capita1 血l"O匹PLC （英
国 〉 及びSumitomo Corporation Capital Asia Ptc, Ltd （ シ ン ガ ポ ール） が 共同 で設定 し た ユ ー ロ 訂N
プ ロ グ ラ ム に 基づ く 、30 百 万米 ド）以約37 億 円 ） の 米 ドル建社債

SCSK 株 式会社 に お い て 発行 し た50 位 円 の 無担保社債
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11. 会社の株式 に関す る 事項(2022 年3 月31 日 環在）
発行可能株式総数 2,000,000,000 株
発行済株式の 綿数 1,251,404,367 株 （対前期末150,500 株増 ／ 自 己株式1,399,754 株 を含む）

（ 注） 発行済株式の 総数の増加 は 、2021 年8 月12 日 付 で業績速勁型株式報酬 と し て普源株式を亮行 し た
こ と に よ る も の です．

株主数
単元株式数
大株主

224,261 名 （対前期末18,572 名 増）
100 株

株主名 持株数 持株比率

千•株 ％

日 本マ ス クー ト ラ ス ト 信託銀行株式会社 （信託 口 ） 209,552 16.76
EUROCLEAR BA郎S.A./N. V. 65,523 5.24
株式会社 日 本カ ス ト デ ィ 銀行 （信託 口 ） 64,363 5. 1 5
住友生命保険相 互会社 30,855 2.47
STATE S'I‘逗'I'B瓜K'IIEST CLIEN'f - 1'氾込1"\'505234 18,516 1.48
三井住友澤上火災保険株式会社 17,000 1.36
JP モル ガ ン証券株式会社 15,892 1.27
NO町H細TRUST CO, (}.\'FC) RE SI LCI四諏 15,559 1.24
INERNATIO迅L l部区TORS INt.B姻ATIONj\LVALUB EQUITY
TRUST
日 本生命保険相 互会社 14,879 1.19
株式会社 日 本カ ス ト デ ィ 銀行 （信託 口4) 14,540 1.16

（ 注） 持株比串は 、 自 己株式 （ ！ 函,754 株） を 売行済株式の総数か ら 控除 し て算出 し 、 小数点第3 位 以 下 を 四 捨
五入 し ていま す。

叩｝ 所有芍別呻t四；；；ラ フ l~ ~ ~ •

当 事業年度 中 に 当 社役貝 に 対 し て職務 の執行の 対価 と し て 交付 さ れた 株式の状況

締役 （社外取締役を 除 く ） に:::500 ら に され た 者 の 人数 ・

（ 注） 当 事業年度 ［Pに社外取締役及 び生査役 に 対 し て職務の 執行の対伍 と し て交付 さ れ た 控式は あ り ません．

ヽ
そず
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111 ． 会社役員 に関する事項

メディ ア ・ デ ジ ク ル亭業部門長 CD0*4

コ ー ボ レー ト 邪門 企両担 当 役貝CSO•CIO”

コ ー ポ レー ト 部 門 人材 ・ 絵務 ・ 法務担当 役貝 CA0♦cco~6

コ ー ポ レー ト 部 門 財務 ・ 経理 ・ リ ス ク マネ ジメ ン ト 担 当 役貝 CFO

）
J -

紐
社外取締役

信越化学工業株式会社 社外取締役
CEO

22 同 中22 同
(100%}

社外取締役•I
」---··-- · ··· · · · · · · •... . .讀 • ●9 ● ● ● ●, . . , . . , . . . . ... - • - • •”~'·心 • 一 ＾ ． ． ． ． 畢富． ． 乙ぃ ・ ・ • . . . .. . · • · • - · • • 一 · • • _

取締役会へ の ； 主な活動状況及び社外取締役が果たす こ とが
出席状況 i 期待 さ れ る役割に製 して行っ た職務の概要

---—至茫釜祗薇蘭笈荻デラオ 芯＝F・ エク イ テ ィ ・ フ ァ ン 下；；
還営 会社の経営者 と して培 つ て き た金融及 び企業経営
の分野 での長年の経験や幅広 い知 見 に基づき 取締役会
の湯 に加 え 、 取締役会 メ ンバーに よ る オフ サイ ト ・ ミ
テ ィ ン グ にお いて も 経営戦路や＊業投安 な ど、 さ ま ざ
ま な経営 上の里要事項 に関 し て積極的 に発言 し 、 客観
的 ・ 独立的 な 見 地か ら有益 な助 首や提苦等 を 行 いま し
た。 こ れ ら を 通 して 、 取締役会 の喬議の よ り 一層 の充実
並 び に適切 な意 思決定及 び経営の監怪機能の強化 に貢
献 し ま した。 また 、 「指名 ・ 報酬諮問委貝 会」 の委員長 と
して 、 委貝会 において 直要 な役割 を 果たす な ど、 当 社の
取締役、 産査役及び経営陣幹部の指名 ・ 報酬決 定プ ロ セ
ス の独立性、 客観性及び透明 性の よ り 一屈 の1祠 上に頁献
しま した。 こ れ ら によ り 、 当 社が同 氏 に期待する 役割 を

果た しました。

代表取締役
社長執行役貝
代表取締役

肩
専務執行役員
代表取締役
豆務執行役貝
代表取締役
常務執行役貝

兵頭 誠之

南部 智一

山埜 英樹

江原 伸好

石 田 浩 .:...:.

岩 田 喜美枝

社外取締竺］上有限責任 あず さ 監歪法人＊7 公益監視委貝会委貝

斑裔役蚕ス石―---― ！ 主 な活勁状況及び社杯万面薔祓う場玩7手さを窟＂ ―·-·
出席 状況 ！ 期待 さ れ る役割に関 して行っ た職務の概要

主 に金惑面函ゐ経営者及 び 日 本砥存祓蚕薔貝荼お薔溺
委員 と し て培 っ て き た金融及 び企業経営 の分野 での長
年の経験や幅広 い知見 に某づ き 、 取締役会の場 に加 え 、
取締役会 メ ンバー に よ るオフサイ ト ・ ミ ーテ ィ ン グにお
いて も 、 業綾管理や事業経営 な ど、 さ ま ざま な経営上の
室要亨項 に器 して積揮的に発言 し 、 客綾的 ・ 独立的 な見

22 厄 中22 回 1 地か ら 有益な 助言や提言等 を 行いま しに こ れ ら を通 し
(IOO%) て 、 取締役会 の審葉の よ り 一屈 の充実並びに涵切な意思

決定及び経営 の監督機能の強化 に貢献 しま したつ また 、
「指名 ・ 報酬諮問委 員会」 の委員 と して 、 委員会 にお い

て積極的 に意見 を 述べ る な ど、 当 社の取締役 、 監査役及
び経営陣幹部の指名 ・ 報酬決定プ ロ セ ス の独立性、 客観
性及 び透明性の よ り 一 層 の向 上に頁献 しま した。 こ れ ら
に よ り 、 当 社が同氏に期待す る 役割を果た しま した．

東京都"8 監査紐
社外碑役·；株式会社 り そ な ホールデ ィ ン グが8 社外取締役

味の索株式会社＊8 社外取締役

二一芦ロニ［一芦掌芋守雰芦 」
22 回 中22 回

主 に音僚及び民間企業の経 営者や社外役貝 と して培 っ

(100%) て き た企業経営や シ ー ポ レー ト ガバ ナ ンス 、 企業の社会l
的責任、 ダイ パー シティ 等 に関す る 分野での長年の経験
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---- --·~•や幅広い知見 に基づ き 、 取締役会の乱た畑 え 、 取締役会
メ ンバー によ る オフ サイ ト ・ ミ ーテ ィ ングにおいて も 、
気候変動 への対応や人材戦略な ど、 さ ま ざま な 経営 上の
重要事項に関 し て積極的 に発苗 し 、 客棧的 ・ 独立的 な見
地 から 有益な助君や提言等を行いま した。 こ れ ら を通 し
て 、 取締役会の審溢のよ り 一層の充実並び に適切な 忘思
決定及び経営 の監督攪能 の強化 に頁献 しま した． また 、

「指名 ・ 報酬諮 問委貝会」 の委貝 と して 、 委貝会におい
て積極的 に意 見 を述べ る な ど、 当 社の取締役 、 監査役及
び経営陣幹部 の指名 ・ 報酬決定プロ セ スの独立性、 客観
性及び透明性 のよ り 一尼 の向 上 に貢献 しま し た。 こ れら
に よ り 、 当社が同 氏に期待する役割を果た しました。

山 焙 恒

弁護士
社外取締役＊1 | 全国農業 協同組合運合会＊9 経営管理委貝

株式会社かんぼ生命保険拿8 社外取締役
す こ と が
がの撤要

． ~ ． ． ． ． ． 臼 •~- ＿ ． ． ． ． ．． ． ． ． ー ・ こ• い • • 一 ・ •• --- ..I--· • • • ー ・ ・ ・ ・ ー ・ 一 一 つ— •~贔 - -- • • -• ーー ・ → ”

I 主 に裁判官及 び弁護 士 と し て の長年の経験や幅広 い知
見に基づ き 、 取締役会の品 に加え 、 取締役会メ ンバー に
よ る オフサイ ト ・ ミ ー テ ィ ングにおいて も 、 法務や人 権
問題への対応 な ど、 さ ま ざま な経営 上の堂要写項1こ 閲 し

， て積梱的 に発言 し 、 客観的 ・ 独立的 な見地か ら 有益な 助
言や提言等を行いま し た． こ れら を通 し て 、 取締役会の
審議の よ り 一屈 の充実並 び に適 切な意思決定及 び経営
の監管機能の強化に貢献 し 、 当 社が同 氏 に期待す る 役割
を果た し ま した．

社外取締役＊1'
東北坦力株式会社＊9 社外取締役 （監査等委貝）

22 回 中22 回
(100%)

取締役会への

•一• --· ·
出席状況·-··-·-·-···

井手 朋 子

22 回 中 立 回
(100%)

主な活動状況及び社外取締役が果たす こ と が
期待 さ れる役封 に関 して行った職務の慨要

主正天挙涯悟誰薔著布漉醤繭硲蔀四iJiT,:.::..方藩社の経営
者や綬会社 （持株会社） の常勤藍査役 と し て培 って き た
情報 ・ 通信 、 企業経営や コ ーポ レー ト ガバナンス等 の分
野での長年の経験や幅広い知見に基づ き 、 取締役会 の場
に加 え 、 取締役会 メ ンバーに よ る オフサイ ト ・ ミ ーテ ィ
ングにお いて も 、DX （デ ジク ル ト ラ ンス フ ォー メ ー シ ョ
ン） 推進や内 郎統制 な ど、 さ ま ざま な経営 上の亘要辛項
に阻 して積極的 に発舌 し 、 客観的 ・ 独立的 な 見地か ら 有
益な助言や提言等 を行 いま した． こ れ ら を通 し て 、 取締
役 会 の審議の よ り 一層 の充実並びに適切 な意思決定及
び経営 の監督機能の強化に頁献 し 、 当 社が同 氏 に期待す
る役割を果た しました

紐野 充姦 l 常任（常監勤査） 役

村井 俊朗 | 監査役
（常勤）

| 社外監査役＊2

永 井 敏雄
取締役会へ

ー、 ＇疇
／‘．

弁護士
束 レ株式会社＊9 社外監査役

—·
監査役会への

—•••-- •- · , . ~ • • 一 ． ． ． ＂． 疇ヽ

出席状況 ］―• 主な活動状況
-------―主に 裁判官及び弁護士 と し て の長年の経験や涌磁か知

見に基づ き 、 客絨的 ・ 独 立 的 な立場か ら必要に応 じ て 質
問 、 意見な どの発舌 を行いま した。
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紐 由 紀子1野巳塁：` j；冒ロ
（注） I. •1 は、 会社法第2条第15 分に定める社外取締役の肇件 を 油た して います． また、 ● （ のいずれも 、 当 社が上塩 して

いる金融商品取 りI所が定 める独立性基準並 びに社内規即 「社外役只 の選任及 び独立性に関す る基準」＇ が定 め る独立
性 基印1株主に提供す る 株主総会招集通知 （事菜報告を含む。 ｝ にお いては、 「狐立性基準」 のベー ジ舜号 を 挿入
予 定】 を洪た し 、 当 社 はその全只 を 、 罰取引 所 の定めに基づ く 独立役只 と して指定 し て います．

2. 拿2 は、 会社法第2条第16.;}-に 定める 社外監査役の婆 （牛 を 浅た しています． また 、 ＊2 のいずれも 、 当 社が上場 して
いる金磁商品 取 引所が定める独立性基準並 びに社内規即 「社外役只の選任及 び独立性 に関する基準」 が定める独立
性基準 （諒主に毘供す る株主雑会招集通知 ［事業報告を 含む。 ） にお いて は、 「独立性基準」 のペー ジ斉号を挿入
予定1 を滸た し、 当 社はそ の全貝 を 、 同取 引所の定 めに基づ く 独立役只 と して指定 し て います．

3, •3 加速蒜孝氏 は、 公序会 計士の資格 を 有 し｀ 財務及び会計に1l1lす る相 当 程度の知 見 を 有 して いま す．
4, •4 CDO : ChieID 屯i~l0(恥“

5. •5 CSO : Cbic£S1n1 tcgy Offic,e'ヽ CIO : CI, i~flnfuru叫iouoffi工r
6. ・·6 CAO : 0. icf Ac!:mi ni血tiODOffic口、CCO : Cl1ief Compliance Offi=

7. 勺 有限資任 あず さ 巳査法人は当 社の会計監査人です。

8. •8 東京都、 株式会社 りをなホー ルデ ィ ン グ スじ 味の素株式会社、 抹式会社かんぽ生命 保険 、 三井不動産抹式会社、
株式会 社 リ ク ルー ト ホ ｀―`Iレデ ィ ン グス、 日 木たば こ 森業株式会社 と 当 社 と の間 には、 特別な製係はあ り ませ ん。

9. *9 全国農業協同租合遁合会 、 東北電力株式会社、 東 レ株式会社、 住友化学株式会社、 株式会社 リ ク ルー ト は． 当社
の取引 先です．

lo. •10 長渇 由紀子氏 の取締役会 へ の出席状況 及 び藍査役会への出席状祝 については、2021 年6月18 B 枕任以降 の も
の を 記載 しています．

2. 当 事婁年度に係 る取締役及 び監査役の輯酬等の総額

内訳

旧 創度 新制度

輯醸竿 の
(2021 年6 月 以的） り田1 年6 月 以粋）

対象
業績区分

捻額
築績連動型

人 貝 例．月 藉騒I 該渡制 限付 顛渡綱限付
連勘賞 与 株式振酬

榛這酬 業艘速動型
（＾` ？ャ汎 ，hJ ・ エ9

«m11,r, lt7Jl 株式机磁 ．
i， I)

社内
6 名 1,ml9 百万円 380 百万 円 513 百 万円 21 百 万円 66 酉 万 円 121 百万 円

取 取締役

締 社
6名 95 百 万円 95 百 万 円 ．

役 収締役

合計 は 名 1,194 百万rl 476百万 円 518 百万円 21 百 万円 6§百万 円 121 百万 円

社内
2 名 81 百万円 87 百万 円

監 監役

査 社外
4名 54 百 万 円 64 百万 円

役 監査役

合 計 6名 1411€j" 万円 141 百万 円 - -
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（ 注）
l ． 当 荊末現在 の人 只数は 、 取締役II 名 〈 う ち 社外取締役5 名 ） 、 監査役6 名 （ う ち 社外監査役3 名 ） で す．

2． 当 社に は 、 使用 人 を兼務 し て い る 取榜役はい ません ．

3. 当 事業年度の 取締役の業校速勁楓酬等 （上記 「 業績速動賀与」 、 「業績連動型株式報醐J 及び 「謹渡梢眼付業績速動型株

式報醐 ） の 総額は698百万 円 で あ り 、 取締役の非金錢汲酬等 （ 上記 「 譲渡制限付株式報削J 、 「業績連動型株式報酬」

及び 「譲液制限付業績遜動型株式報闊」 ） の 捻額は2閲 百万円 です。 （上記の 記載金額は、 百万円 未演を 四 捨五入 し て い

る た め 、 取締役の 業績連勧報酬等及び非企蝕報酬等の 内訳欄の合計額 と そ の捻額は 必ず し も 一致 し て い ま せん ． ） な お 、

丘役に対 し て ば 業績遮動積嶽等及び非金銭輯醸等 を支給 し て い ま せん。

4． 上記 「譲渡制殴付株式報酬j 及 びr業績連動型誅式報訊J は 、 モ れぞれ、2018 年6 月 四 日 開 催 の 第150 期定峙株主稔会

決輩に よ り 導入 さ れた譲渡制限付株式報閏柑9度及 び莱績逐動型株式紺計1制度 （以下 「 旧 制度」 と い う 。 ） に基づ き 付与 さ

れた顛渡制限付株式報酬及び業績速動型株式報酪を 指 し ます．

5. 上記 「譲渡庸9限付棠綬連勤型株式報酬」 は 、2021 年6 月18 町 開催 の第153 期 定時株主総会決縫に よ り 、 旧 佑J度 に お け る 會

謡渡印限付株式報酬制度 と 業績連動型株式報酬制度 を一本化 し ｀C導入 さ れた ~ 談洟制殴付業績連動型株式報酬慨度 （以下

「新制度」 と い う 。 ） に 基づ き 付与 さ れ た 譲渡制 限付業績達動犯株式報醐 を柑 し ま す。

6. 上記 「類渡制 限付株式雑庫．i の金額 は 、 旧 告l度の も と で 当 事業年度 に費 用 計上 し た 金額 を記戟 し て い ま す。

7, 上詑 「業績運動型株式雑醸」 の金額は 、 旧制度の も と で 当 事業年度 に 費用 叶上 し た 金額並びi ：：： ！ 日 制度の も と で2022 年及び

20ね 年に 交付す る 探式の 見込数に応 じ た 金餃報潟1 債権の 支給見込額 を 算定 し 、 当 事業年度に 費用，t.I::す る 金額の合計額 を

記 し て い ま す。

8. 上記f譲渡制 限付業績連動型株式報酬1 の金額は 、 新制度 の も と で3 年間の評価期 間後の2024 年に交付す る 株式の 見込

数に応 じ た 金践糠直償格の 支拾見込額を 算定 し 、 当事業年度 に費fflat上す る 金額を 記載 し て い ま す ．

9. 監査役の 報肌は 、 監査役が 裔 い 客蜆性 ・ 独 立性 を も っ て 経営 を監査する 立湯 に あ る こ と か ら 、 固,tr報酬 （ 「 例 月 戟酬」 ）

のみ で構成 さ れ、 紺月 定額を支拾 し て いま す， な お 、 各庶査役の報直に つい て は 、 株主稔会 に おい て 決喋 さ れた 限度額の

範囲内 で 、 監主役の 協議に よ り 決定 し て いま す．

10. 取締役 の 殺酬 （棠績連勁賞与 を除 く 。 〉 及 び監査役の報馴の 総額は 、 過去に開 催 さ れた 株主総会にお い て 以 下 の と お り と

す る こ と が決議 さ れ て い ま す． 他方で 、 業績述動賞与 について は 、 業績 と の 連勘性が 高い こ と か ら 、 証年、 株主総会 の 決

窪 を経 て 支鉛す る こ と と し て い ま す．

決譲内宕

取（業締績役除運のく動報） 賞直与総額を 左記の うち
監査役の報馴終額 ＇

決役講員時の点数の

社外取締役

取12 名 畏 ‘
第146期定時誅主総会

年額12億円 以内 年割6,000 万 円 以 内 年額1 億以8内,000 万 円 社外取締役
(2013 年6月21 日 ）

社監外査監役査5役名3

阿 1印 期 定時株主総会
年額1 億円 以内 取社締外役取1陪1 名役5（ う名ち） 、2018年6月22 日 ）

ま た 、 四18年6 月 四 日 開催の 第150期 定時株主捻会 に おい て 、 取陪役 （社外取樟役を 除 く 。 ） に対 し 、 上記の取締役の

殺酬稔額 （業績連動賞 午 を 除 く 。 ） の枠内 で｀ 旧 制度 に 基づ く 「譲渡制限付株式報酬」 及 び 「 業績連動型株式戟鰍J を 付

与する た め の金銭報絨債権 を 支t合す る こ と が 決樟 さ れ、 そ の 上限金額及び発行又 は処分 を さ れ る 当仕普通株式の総数のJ::
限が 、 以 下の と お り 決霞 さ れて い ま す。 な お 、 当 該決濃時点 の取締役 （社外取締役 を除 く ． ｝ は、6 名 で す。

ま た 、2021年6 月18 日 閲催の第15S 期 定時株主毬会 に おいて 、 敗緒役 （社外取締役を 除 く 。 ） に対 し 、 上記の取締役の

報醐総額 （業績連動賞与 を 除 く ． ） の 枠内 で 、 新制度に 基づ く 「訊濃剖 阪付業績連動型株式報酬」 を付与す る た めの金銭

疇憤権を 支給す る こ と が 決議 さ れ、 そ の上限金額及び発 行又は処分を さ れる 当 社情通株式の 柁数の 上限が 、 以下の と お

り 決培 さ れ て い ま す． な お、 当 該決繕9寺点の 取締役 （ 社外取締役を 除 く ． ） は 、6 名 で す．..
ヽ
／`， 紐暉暉の総額

年 邸0 百万円 以 内

上記の 「業績述動型株式繰醐 及び 「譲渡jl)J 限付業績連歎翌株式報躙J の 「 金銭報酬債権の総額」 及 び 「 当 社曹通株式の

総数」 （ 上限 ） は 、3 年間の評価期間 に おけ る 当 社株式成長平等を 勘案(I) う え 、 交付す る 当 社普通株式の 総数 （及 びそ の

た め に 支枯す る 金銭報磁 （責権の給額） が最大 と な る 場合を 想定 し 、 設定 し て い ま す』

II. 取締役及び監査役の 輯酬 攣の各記載金額は 百万 円 未濶 を 四 捨五入Lて い る た め 、 各内訳 を足 し 合わせた額 と 合計信 は必ず

し も 一致 し て い ません ．
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lII

3 当社の役員輯躙創 度の概裏

(1) 取締役 の釦 人別 の報酬等 の内 容に係 る決定方針に関す るギ項

① 取締役の個人別の椀酬等の内容に係 る 決定方針の決定の方法

当 社は、 過半数が社外取締役で柑成 さ れ る 指名 ・ 報酬甜問委貝会 （委貝長 ： 社外取締役） の審議

を経 て 、2021 年3 月24 日 開催 の取締役会にお いて 、 取締役の個人別 の報酬等の内容に係 る 決定方

針を 決諾 し ま し た ．

② 取締役の個人別 の報酬等 の内 容 に係 る決定方針の内容 の概要

(A) 取締役の個 人別 の報酬等 の体系及 び各報醗の割合の決 定に関す る 方針

(a) 各取締役の柿酬体系 （●は、 それぞれの報酬等 の支給対象者 を 示 します． ）

支給対象
報酬等の種類

架務執（注行1取) 締役 取締役会長 社外（注取3締) 役
（注2)

固
例 月 報酬 ． ． ．

定

変 業絨速動賞与 ． --- --

勘 株式報酬 ． ．
（注1) 梨務執行敗締役及 び執行役員の戟闊I文 、 「 例月 釉醐1 「 英績連懃賞与J 及び ［株式報剃J に よ り 構成 し ま すこ
（注2) 取締役会長の報:{IIは、 経営 の監性を 主た る 役割 と して いる こ と か ら 、 「例 月 報蘭1 に加 え 、 株主（面位の向J::

に資す る 「株式報酬J に よ り 構成 し ます．
（注3) 社外取締役の報蘭 は 、 嵩 い客観性 』 狛 立性 を も っ て経営 を 監抒す る 立為にあ る こ と から 、． ， 固定報酬 ｛ 「例月

報訊＇｝ ） のみ で構成 し ま す．

(b) 例 月 報醐 、 業綾速動賞 与及 び株式報酬 の各取締役の報配等の額に対す る 割合の決定 に関す る

方針

各 取締役の報酬等の内容 の決定について は、 当 社 グル～ープのガパ ナ ン ス強化 と 中 長期的 な

企業価値の向 上 を 目 的 と し 、 経営 戦賂 と 連動 し た持続的な成長 を 後押 し す る 報酬制 度 を 実現

す る も の と し ます。

各報酬 の割合 につ いては、 外部専門機関 に よ る 客観的 な報酬市揚調査デー タ 等 を参考に 、

当 社の経営環椀や経営戦賭 ・ 人材戦路 を踏ま え 、 ① 当 社 グルー プの持統的な 成長 と 中長期 的

な企業価値の向上 を 実現す る 優秀 な経営人材を雅保 ・ リ テ イ ンす るために適切 な報酬水準を

設定 し た う えで、 紐統的 な成長 に向 けた 徒仝なイ ンセ ンデ イ プ と して機能 さ し七 る た めに 、

役割 に応 じて 、 固定報酬 ｛例月 報醐） と 変動報酬 （短期的 な成果 に速砥す る 業績速動貨 与 と

中 長期的 な成呆や株主価釦こ迪動す る株式報酬） の割合等 を逝切 に設定 します．

なお 、 業務執行取締役に対 し ては、 各取締役本人の健店等促造 を 目 的 と し た プロ グ ラ ム に

参加す るた めの適切 な金額を 別途支給 します．

(B) 取締役の個人別 の例 月 報醐の額又 は井 定方法の決 定に胴す る方針 （ 当 該報酬 を 与 え る 時期 又 は

条件 の決定に関す る 方針 を 含む． ）

各取締役 の例月 報酬 は 、 外部専門禄関 に よ る 客観的 な報酬市揚調査 デー タ 等 を参考に、 当 社

の経営環境や経営戦賂 ・ 人材戦賂を 踏 ま え 、 そ の役割 に鑑みて 、 桁名 ・ 報酬諮問委貝会 の諮問

を 経て取締役会で定 めた適 切 な報酬水準を設 定 し 、 毎月 定額 を 支給 します。
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な お 、 指名 ・ 報酬諮問委 貝会 の委貝 で あ る 社外取締役 に は 、 別途 、 取締役会 で 定 め た 額IJ)委

貝 会手当 を 支 給 し ま す。

（C) 取締役の 個人別 の棠蹟速動報酬等及 び非金銭報酬等 の 内容及び額若 し く は数又 は そ の算定方法

の決定 に 関す る 方針 （ 当 該報酬 を 与 え る 時期又 は条件 の 決定に 関す る 方針 を含む. )

•(a) 業縞速動賞 与

各業務執行取締役の 業績迪動 賞 与は 、 当社グルー プの 経営鞍略と 業績速動賞与の 関 連性を蚕視

す る こ と に よ り 、 経営戦賂に 合 致 し た職務の 遂行 を 促 し 、 ま た 具体 的な 経営 目 標 の 達成 を 強 く 動 ，

揖付け る も の と し ま す．

経営毅賂 と の 関連性 を 強化す る と い う 様点か ら 、 中 期 経営計画にお け る 業績管理指裸に 応 じ て

総支給額を決定 し 、 各 業務執行 取締役へ の 支給額は 、 役位や個人評価に応 じ て 配分 の う え 、 右業

年度終 了 後 に 支給 し ま す． ま た 、 各業務執行取締役の 個 人評価 は 、 経営 戟路 と 成果へ の コ ミ ッ ト

メ ン ト を よ り 強 く 意識す る こ と が で き る よ う 、 財務指標 と 非財務指標 の 両側 面 に よ り 行 い ま すウ

な お 、 個 人評価 にお け る 財務指探 に よ る 評価 と 非財務指標 に よ る 評価0) 比率 の 割合 を適切 に 設 定

し ま すc

業綾速勁賞 与の 支給水 準 に つい て は 、 外部 専門機関 に よ る 客観的 な 報酬 市塩頭李デー ク 等 を 参

考 に 、 当 社の経営環境や経営 戦賂 ・ 人材戦略 を踏ま え 、 そ の役割 に鑑みて 、 指名 ・ 報酬諮 問委貝

会 の 蒋問 を経 て 取締役会 で 定 め た 適切 な 報酬水 準を設 定 し ま す 。

(b) 株式報猷l
各 取締役 （社外取締役 を 除 く ． ） の株式報酬に つ い て は 、 株主価値 と の連動性 を 垂桟す る こ と に

よ り 、 中長期 的 な 事突ボ ー ト フ ォ リ オ の 燥適化や企業価値 向 上に 向 け た 取組を促進す る と と も に 、

株主の 皆様 と の 一層 の 価催共有 を進 め る も の と し 、 そ の 具 体的 な 内 容及び支絵時期 は 、 指名 ・ 報

酬踏 問委貝 会の 森間 を 経て 取締役会 で 定 め ま す。

ま た 、 株式報酬 の 支給水 準に つ い て は 、 外部専門機関 に よ る 客観的 な 報隕市塩瞬査デー ク 等 を

裕 考 に 、 当 社の経営環境や経営戦昭 ・ 人材戦賂 を踏 ま え 、 そ の 役割 に鑑みて 、 指名 ・ 禅酬諮 問委

艮会 の諮 問 を 経て 取締役会 で 定 め た 適 切 な 水準 に 設 定 し ま す，

(0) 取締役の 個人別の 報酬等 の 内 容 に つ い て の決定 の全部又 は 一部の取締役 そ の 他 の第三者へ の委

任； に 開す る 事項 、 そ の 他 の 取締役の 個人別 の報酬等 の 内 容 に つ い て の決定の 方法

｀
可

}
‘

各 取締役の 報酬等 （業紋連動賞与 を 除 く 。 ） に つ い て は 、 株主総会 に て ご承蕗い た だ い た 限度

額の 範囲 で 、 取締役会 に て 決定 し ま す。 取締役会決錢に あた っ て は 、 指名 ・ 報酬諮問委貝 会 が 内

容 を検討 し 、 そ の 結果 を 取締役会 に答 中 し ま す。 これに よ り 、 透明性及び客観性を 一図 高 め る よ

う 努 め ま す．

各業務執行取締役の業績連勤賞与 に つ い て は 、 指名 · 報酬諮flfJ委貝会 の 答 申 を踏 ま え 、 当 該本

菜年度 に 係 る 業練速動 賞 与 フ ォ ー ミ ュ ラ を 当 該事業年度 の 取締役会 に て 決定 し ま す口 当 該寧菜

年度終了 後 に 、 当 該 フ ォ ー ミ ュ ラ に 基づ き 箕 出 され る 金額を支絵す る 旨及び そ の 限度額 に つ い

て 株主総会 に て ご承認 い た だ い た う え で 、 代表取締役 社長執行役 貝 年0 が 各業務執行 取締役 と

の 面 談 を 経て 当 該 フ ォ ー ミ ュ ラ の指標 の う ち 個人評伍 を決 定 し 、 当 該限度額の 範囲 内 で 個 人別

賞与額 を 算 出 し ま す． な お 、 個 人評価 の決定が適切 に行わ れ る よ う に す る た め 、 代表取締役 社
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長 執行役貝C印 はその結果 を指名 ・ 報闇諮問委員会 に報告 しま す。

③ 当 事業年度 に係 る 取締役の個人別の報醐等の 内 容が取締役 の個人~I] の報酬等の内 容に係 る 決 定

方針に沿 う も のであ る と 取締役会が判断 した理 由

当 事業年度に係 る 取締役の個人別の報酬等の内容 を決 定す る にあ た つ ては、 取締役会 で決定 さ

れた役貝報酬の基本方針及び体系 並びにその決定プ ロ セス に基づ き 、 指名 ・ 報酬諮問 委 貝 会 にて

その内容が検討 さ れてい る こ と から 、 取締役の個人別の報酬等の内容に係 る 決定方針に沿 う も の

であ る と判断 して います。

（注） 取締役の個人別の雑酬等の内容に係 る決定方針 の変 更 について

当 社は、 指名 ・ 報酬溶問委貝会の審議 を経て 、2022 年5 月10 日 開催の取締役会 の決議を も っ

て 、 上記 の取締役の個 人別の報酬 等の内 容 に係 る決定方針を変更 しま した。 当 該変更後 の決定方

針の概要は、 本招集 ご通知● ～ ●ペー ジを ご参照 く ださ い。

(2) 業務執行取締役の報酬水準及び報酬構成比率

外部専門機関 に よ る 客餞的 な報酬市垢詞査デー タ （ ウイ リ ス ・ タ ワー ズワ ト ソ ン社の 「経営者

報酬デー ク ペー ス」 ） 等 を参 考に、 当 社の経営環境や経営戦略 ・ 人材戦略を踏ま え 、 滴切 な報酬水

箔及 ぴ報酬構成比率 を設定 し ています。 また 、 代表取締役 社長執行役貝CEO の報酬棺成比率

は、 遮結純利益 血ll 及び基礎収益キ ャ ッ シニ ・ フ ロ ー(titl が2,000 僚 円 、 株式成長率 血3] が

l00 ％ を逹成 し た場合に 、 例月 報酬、 業叙追動賞与及 も兌知芍韻蘭がそれぞれ40:35:25 と な る よ う

に設定 し て います。 業絞達成シナ リ オ ご と のイ メ ー ジは、 以下の と お り です。

［ （参考） 業戟逹成 シナ リ オ ご と の グラ フ を挿入

（注1) 「 連結純利益 」 は、 国際会計基準 （I匹S) の 「 当 期利益 ⑮l会社の所存者に掃源 ） 」 と 同 じ 内容 を示 してい

ます。

（注2) 「 基礎収益 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーJ 声 基礎収益 （ ＊） ー 持分法に よ る 投資IA益サき分法投資先 か ら の配当 ｛＊）

ー （売上総利益t叛光喪及び一般管理費 （除 く 貸(J!J引 当金操入額） t利．g．収支＋ 受取配 当 金）X (1-税~) +

持分法 によ る投資捐 益

（注3) 「 株式成長iおJ "" ｛ （評価荊 間 終了 月 平均 当 社株伍 十評価期 間配 当 稔嵌 ） ＋ （評価期 間開始月 平均 当 社株

価）I+ ｛ （評価期梱終了 月 平均TOl'IX) + （評価期間開始月 平均TOPTX)l

(3) 当 事業年度に係 る業績連動報醐等及 び非金 銭報酬等 に関する 事項

① 菜絃速動貨 与

経営戟賂 と のOO連性 を強化す る と い う 観点 から ｀ 中 期経営 計画 「StfI内‘2023」 にお いて 、

蛍視すべ き 業績管理指標 と して掲 げる 、 速結純利益及 び荼礎収益 キ ャ ッ シュ ・ フ ロ ー に応 じて

総 支給額 を決定 し 、 各業務執行取締役への支給額は、 役位や個 人評価に応 じて配分 の う え 、 事

業年度終了後に支給 し て います。 また 、 各業務執行取締役の個人評価は｀ 経営戦路 と 成果への

コ ミ ッ ト メ ン ト をよ り 強 く 意深す る こ と ができ る よ う 、 財務指栢 （担 当 本菜領域にお け る 事業

計•OO等の達成状況） と 非財務指標 （全社蛍要課題であ るDX （デジタ ル ト ラ ンス フ ォー メ ー シ

ョ ン） に よ る ビジネ ス 変 革 、 サス テナ ピIJ テ ィ 経営 の高度化及 びDiversity & Incl11sion の

推進等） の丙側面に よ り 行います」訊 人評価 にお け る財務指標 によ る評価 と 非財務指栖 に よ る
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評価 の比率は 、 原則 と して50: 50 と し ています。

ロニ （参考） 賞与総支給額のグ ラ フを挿入 J
業績速動報酬等の算定の基礎 と し て選定 し た業績指標の実績(2021 年度の実績） は以 下の

表の と お り であ り 、 本総会第5 号議案が原案 どお り 承認可決 さ れた蝠合 、 当 事業年度終了 後

に代表取締役 社長執行役貝CEO （兵頭誠之 氏 ） が各 業務執行取締役 と の面談 を経て決定 した

個人評価を踏 ま え、 各業務執行取締役 に対 して 、2021 年度の業績速動賞与(2022 年6 月 に支

給の業紺運動賞与） の支給を行いま す。 なお 、 業務執行 を統括す る 立 垢か ら俯廠的 に各業務執

行 取締役の個 人 評価を決定する こ と ができ るた め、 当 該決定を代表 取締役 社長執行役貝CEO
に委任 してお り 、 当 該決定 が適切 に行われる よ う にす る た め 、 代表 取締役 社長執行役貝CEO
はその結果を指名 、 報甜諮問 委貝 会 に報告する こ と と し て います。

連結祐利益

基傑収益 キ ・ャ ッ シ ュ ・ ブ ロ ー

実績

4,637 億 円

3,595 億 円

-
I-
卜
t
「-,.p_
1

② 株式報酬

当 社は、 当 社グループの中長 期 的 な 企業伍値 • 株主価値の向 上 を堂視 し た経営 を推進す る

（以 下 「本 目 的j と い う 。 ） た め ，2018 年に、 取締役 （社外取締役を除き 、 以 下 「対象取締役j

と い う 。 ） に対 し て役位 に応 じ て決定 さ れた数の当 社普通株式を譲渡制 限付株式 と して交付す

る譲渡制 限付株式報酬卸度 （以 下 「 旧 制度① （譲渡甜 限付株式報酬） 」 と い う ， ） （it) と と も に、

業絞連動型株式報酬制度 （以 下 「 旧 制 度② （業禎運動型株式報酬） 」 と い う ． ） を導入 し 、 対象

取締役に対 し て 、 各 年の定時株 主総会 の終結時から 翌年の定時株 主総会 の終結時ま での期間

（以 下 「役務提供期 間j と い う ． ） にお け る 役務提供の対価 と して 、 役務提供期間の開 始Fl の
厩す る年 の6 月1 日 か ら その3 年後の6 月 の末 日 ま での期間 （ 以 下 「評伝期 間」 と い う 』 に ＇

おけ る 当社株式成長率 （TOPIX （東証株価指数） 成長率 に対する 配 当 を含む 当 仕株価成長率の

割合 をい う 。 以下 同 じ。 ） に応 じ て算定 さ れた数の当 社普通株式を交付す る こ と と しています”

た だ し 、 その交付前 に対象取締役が死亡 した場合等には、 当 社普通株式の交付 に代 えて 、 こ

れに相 当 す る金銭 を支給でき る こ と と しています。

また 、2021 年6 月18 日 開催の第153 期 定 時株主総会 にお いて 、 旧 制 度② （業綾連勘型株

式報酬） に基づ き 当 該定時株主総 会終結以 後 に退任す る 対象取締役 に交付す る 当 社菅通株式

に譲渡制 限 を設 定す る こ と の承認を待 て います。

なお 、 譲渡制 限付株式の譲渡制 限期固 は、 株主価筐の共有 を中長財 にわた って 実現す る た

め、 株式交付H から 取締役又は執行役貝その他敢締役会 で定め る地位のいずれも 退任又 は退

繊す る 日 までの期 間 と し ています。

2021 年6 月 末 日 に 旧 制 度② （業欣連動型株式報隕） の最初 の評価期 間 が終了 し た こ と か

ら 、 当 該評価期間 にお け る 当 社株式成長率(84.5%) を踏 ま え 、 対象取締役6 名 に対 し 、 譲

渡制 限付株式 と して 当 社普通株式36,500 株を発行 し 、 割 り 当 て ま し た。

41

し



一

I
II

ま た、2-021 年6 月18 日1111 催 の第l63 期定時株主総会 において 、 本 目 的 を 更 に推 し進 め る

た め 、 旧 制度① （譲渡制限（寸株式報酬） 及び 旧 制 度② （業績速勁型株式報庫） を 一本化 した

譲渡制 阪付業績連動型株式報酬制度 （ 以 下 「新制度 」 と い う ． ） を 導入 し 、 対象 取締役に対

し て 、 役務提供期 間 にお け る役務提供の対伍 と して 、 評伍期 間 にお け る 当 社株式成長率に応

じ て雰定さ れた数の当 社普通株式を譲渡制限付株式 と し て交付す る こ と と し て います． 譲渡

制 限付株式の頭渡制 限期間 は、 株主価値の共有 を 中 長期 にわた っ て 実狽す る た め、 株式交付

日 か ら 取締役 又は執行役貝 その他取締役会で定める地位のいずれ も 退任又 は退駿する 日 ま で

の期間 と し ています。 た だ し、 そ の交付前に対象取締役 が退任等 した湯合又は組織再編等 が

実施 さ れ る楊合等 には、 当 社拌通株式の交付に代 え て 、 こ れに相 当 す る 金銭 を 支給でき る こ

と と し て います。

なお 、 新制度の最初 の評価期 間 の終了 は2024 年6 月 末 日 と な る た め｀ 新制度 に係 る 当 社

株式成長 率の実紋はあ り ませんc

く 当 社株式成長 率の評価期 間 （イ メ ー ジ） ＞

l 〈参考） 当 社株式成長率の輝期間の図 を挿入

く 交付株式数の算 定方 法 ＞

［ （参考） 交付株式数の算定方法の図 を 挿入

一二］

•
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（ 注） 旧 制度① ほ貞渡制限付株式報蘭） の も と で当 事業年度；こ 費用 計上 さ れた金額 があ り ますが、 当 事業年

度 中 に 当 該制度 に基づ き交付 された株式はあ り ません。

， ＇ ＞

4. 責任限定契約の内容の概憂
当 社 は、 業務執行取締役等 でな い取締役及 び藍査役全呉 と の間で、 会社法第427 条第l 項に基づき 、

吾意 かつ意大な過失が な い と き の責任を 法令の定 め る 限度まで と す る 旨 の頁任限定契約 を 締結 し てい
ま す。

5 役員等賠償責任保験契約に闘す る事項
当 社は、 保険会社 と の間 で、 当 社拉びに当 社の一部の連結子会社及び持分法遮用会社等の全郎又 は一

部 の取締役、 監査役及び執行役貝 等 （ 以 下 「役貝等」 と い う ， ） を被保険者 と す る 会社法第430 粂の3
第1 項に定め る役貝 等賠償責任保険契約を締結 し て います。 当 該保険契約 では、 役貝等がその職務 の執
行 に関 し衰任 を 負 う こ と 又 は当 該責任の追及 に係 る請 求 を 受 け る こ と に よ っ て生ず る こ と のあ る 投 害
等 を填補す る こ と と し ています。 た だ し 、 役貝等が法令違反であ るこ と を 認識 して行っ た行為に起因 し
て 生 じ た損害は填補 さ れな いな ど、 一 定の免責事 由 があ り ます。 な お 、 当 該保険契約 の保険科 は、 当 社
が全額負担 していますと

6. 執行役員 の氏名 攀(2022 年4 月1 日 現在）

会社におけ る
氏名 会社にお ける 担 当

地位

社長執行役貝 引 兵頭 誠之 CEO
副社長執行役貝＂ 南部 智 一 CD0*4 ｛ メ デ ィ ア ・ デジ ク ル亨業部門 お よび生活 ・ 不動産亨業部

l"l 管 本）

副社長執行役貝 上野 真吾 （金晟寧業部 門 お よ び資涼 · 化学品寧業部門 管 堂 ） エネルギーイ

ノ ペー シ ョ ン ・ イ ＝ シア チプ＊5 リ ー ダー—
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7

..

専如役 岡 省一郎 社長付

山姶 炎樹 訊；sk 株式会社 醐問亨務執行役呉 ウ

専務執行役負•I 冶品 陸之 コ ー ボ レー ト 部門 人材 ・ 稔務 ・ 法務担 当 役貝 CAO· CC0*6

専務執行役貝 中 屁 正樹 メ ディ ア ・ デジタ ル事業部門長

尊務執行役貝 御子神 大介 東ア ジア 総代表

専務執行役貝 諸 岡 礼二 コ ー ポ レー ト部 門 財務 ・ 経理 ・ リ ス ク マネジメ ン ト 担 当 役貝

CFO
資源 ・ 化学品事業部門長

．
畔執行役貝 坂本 好之

常務執行役貝 田 中 惑次 国 内担 当役員 、 関西支社長

常務執行役貝 塩見 圭吾 ア ジア大洋州総支配人

常務執行役貝” 塩見 勝 三井住友 フ ァ イ ナ ンス ＆ リ ース株式会社 屯務執行役貝

常務執行役負 中村 家久 欧州 ・CIS 総支配人

常務執行役且 芳賀 敏 JCOM 株式会社 特別顧朋

常務執行役貝 佐藤 計 住友三井 オー ト サー ビス株式会社 顧問

常務執行役貝 野 中 紀彦 飴送機 ・ 建機事業部門長

常務執行役貝 仲野 立司 コ ーポ レー ト部 門 人材 ・ 総務 ・ 法務担 当 役員 補佐 （秘苔 ・ 人事担

当 ）

常務執行役貝 竹 田 光宏 JCOM 株式会社 取締役 副社長執行役貝

常務執行役貝 京野· 褐 一 ＝ ー ポ レー ト 部 門 企画担当 役貝CSO • CI0~7
常務執行役貝 犬伏 勝也 金腐 事業部 門長

常務執行役負 加藤 哀一 米州総支配人補佐 、TBCO呼oration CAO
常務執行役戻 向 田 良徳 コ ー ボ レー ト 部 門 財務 ・ 経理 ・ リ ス ク マ ネジ メ ン ト担 当 役貝補佐

（財務担 当 ）

常務執行役艮 和 田 知術、 米州 舘支配人

常務執行役貝 森 肇 中 東 ・ ア フ リ カ 総支配人

常務執行役貝 本多 之仁 イ ンフ ラ 事業部門 長

常務執行役貝 為 田 耕太郎 生活 ・ 不動産事業部門 長

執行役貝 松降 治夫 欧州•ClS 総支配人補佐、CIS 支配人

執行役貝 有友 睛彦 資源第一本部長

執行役貝 石 田 英二 三井住友 フ ァ イ ナ ンス ＆ リ ー ス株式会社 常務執行役民

執行役貝 吉 田 伸 弘 米州総支配人補佐、 南米支配人

執行役貝 小池 浩 之 米州総支配 人捕佐 、 米州住友商事 グループBVP 兼CFO 兼

CBDO*8 、

米州 住友商事会社副社長 兼CFO

執行役貝 尾雌 務 メ デ ィ ア ・ デ ジ タ ル業務部長

執行役貝 山名 宗 住友商事マ シネ ッ ク ス株式会社 社長補佐

執行役貝 田村 達郎 欧州•CiS 総支配人補佐 、 欧州 ・CIS 住友商亨 グルー プ 恥puty CEO
旅CFO 欧州 ・CIS コ ーポ レー ト 部門 長 、 欧州住友商事会社CFO

執行役貝 渡辺 一正 メ デ ィ ア 事業本部長

執行役貝 横濱 雅姦 金屈業務郎長

執行役貝 住 田 孝之 コ ーポ レー ト 部門 企画担 当 役貝補佐

喜

濯
濯
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執行役貝 麻生 浩司 コ ー ポ レー ト 部 門 企画担 当 役貝補佐(IR ・ 広報 ・ サス テナ ピ リ テ

ィ担 当 ） 、 サステナ ビ リ テ ィ推進部長

執行役貝 氏木 祐介 JCOM 株式会社 常務執行役貝

執行役且 竹野 浩樹 ラ イ フ ス ク イ ル事業本部長

執行役旦 上野 忠之 コ ー ポ レ ー ト 祁門 財務 ・ 経理 ・ リ ス ク マネ ジ メ ン ト 担 当 役貝補佐

（ リ ス ク マ ネジメ ン ト 担 当 ）

執行役且 吉 田 安宏 ＝ ー ポ レ ー ト 部門 財務 、 経理 ・ リ ス ク マネ ジ メ ン ト 担 当 役貝補佐

（経理担 当 ） 、 主計部長

執行 役貝 勺 佐藤 仁姦 内 部監査部長

執行役員 勺 辛品 裕 ア ジア大洋州 総支配人補佐、 ア ジア 大洋州 住 友商事 グル｀ー ブ イ ン

ド ネ シア 住友商事会社社長

執行役貝” 日 下 貸雄 リ ー ス ・ 船舶 ・ 航空宇宙事業本部長

執行役貝 ＊3 村田 大 明 述殴不動 産本部長

執行役貝 ＊3 富 田 亜紀 束 ア ジア 総代表補佐、 中 国住友商事 グルー プ 中 困 コー ポ レー ト 部

門 長 業務 グループ長 、 上海住友商事会社社長

（注）I. •1 は 、 取締役 （代表取締役） で す。

2. +i は 、 取締役で す瓜2022 年6 月24 f:I/!!I催予定の 定時株主総会終甜 の 時を も っ て退任す る 予定です ．

3. •3 は、2022 年4 月1 日 付 で 活たに 就任 し た執行役貝で す．

4.'4 COO: ChicfDigiは!Officer
5. •5 エネルギ―｀イ ノ ベ ー シ ョ ン ・ イ ニ シアチプは，2021 年4 月1 aiこ新設 さ れた 、 従米の節門 の枠痣み を超え

た内 莱粗船： で す．

6. •s CAO : Chief Administi·alion 0(fjcer、cco : Chief Com~lillllCC om函

?. *7cso: Chief8mmgyOti'i四· 、C10 : Chief llltormation Oftioe1·
8. •a CBDO : Chief Husine"'! Oovelopment 0缶cm·
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rウェブ開示m l
金社の新株予約櫓檸1 こ 闘す る 事項

当 事彙年震末 日 に お い て 当社役員 疇が有す る 新株予約櫓に 関す る 事項

(1) ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン と し て の 新株予約権

① 新株予約権の 内専の概璽

目 的で あ る 釈株予約権
発行

凸
閥い 名込約際む攘べし のてき 行使期 間発行年 月 日

新株予約
株式の 1 個 当 た り

価額植の敬 種類及び数 の 株式数 1 当 た り の 金額

2018 年d 月1 日 か

1,516 l'l ら2017 年 ◄20 信l 蓄通株式 100 株 ｀ 熊償 202-2 年6 月 印 日 ま7 月31 日 42,OOO 枕
で（第16 回 ）

（ 注）1, 新株予約澄―1 働 当 た り の払込金額は 、1株 当 た り の 払込金額に 新株予約権l 餌1 当 た り の株式数 を

乗 じ た 企割 と し て い ま す．

2. 上記新株子約権 に は 、 退任叡こ よ り 行使の 条件を滸た し て い な い新株予約椛 は含 ま れて い ま せん．

② 斬株予 約権 を有す る 者の 人数及びそ の 鯛数 （区分別の 内訳）

（ 社外取取樟締役役を踪 ， 執行役員 ；用 人

発行年 月 日1 （取綺役 を除 く ）
（ 当 社の 格制度 に 基 づ

く ） く 理事 ）

｀（第16回）r保 2 名l 150 観I 18 名l 250 僭l 2 名l 20 恒i

（注） 上記新株予約様に は 、 退任答 に よ り 行使の 条件を酒 た し て い な い新株予約1菰 は含_'iれて い ま せん。

(2) 株式轄酬型ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン と し て の 新株予約権

① 新株予約権の 内容の 概要

ー

•

覺行年 月 日
｀ 負 うUc

目 的で あ る 斯株予約権
新誅予 約権の

敷
株式の 1 傾 蝙 た り

発行 行使 に 際 し て

．

種類及 び数 の株式数
屈i 額 払 い 込むぺ き

行使糊 間

2006 年

l 株 当 た り の 金 観

7 月3i 日 2 個
詈通株式

当社取締役及 び

（第1 回 ）
2.OOO 株

1,000 株 無償 1 円
執行役R(l)い ずれの

ー ·—• 一

地位 も 喪失 し た 日 の

2007 年

' “し 疇 • • •

翌 日 か らIO 年間

7 月ell 日 4.9 個
詈通株式

当 社取緒役及 び

（ 第2 回）
4,OOO 株

100株 撫償 l 円
執行役Rの い ずれの

地位 も 喪失 し た 日 の

2008年

翌 日 か ら10年間

7 月31 日 39但l
苔通枯 式

当 社取績役及 び

（ 第3 固1
3,SOO 株

100株 無償 1 円
執行役 員 の い ずれの

地位 も 喪失 し た 日 の

翌 日 か ら10 年11i1

＇

直
·
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1

当社取締役及び
2009 年

詈通株式 執行役員 のいずれの
7 月31 日 17•1 観 100 株 鰈 償 1 円

17,400株 地位 も喪失 し た 曰 の
（第4 回 ）

翌 日 か ら10 年 問

当社取締役及 び
2010 年

普通株式 書丸行役aのいずれの
7月31 日 281 僅l 100株 無償 1 円

2&100 株 距位 も喪失 し た 日 の
（ 第5回 ）

翠 日 か ら'10 年閲

2011. 年
当 社 取締役及 び

7 月31 日 303 個 ，
苔株式

100 株
執行役 員 のいずれの

舞償 1 円
30．初0 株 地位 も畏失 し た13 の

（第6 回 ）
翌 日 か ら10年 間

当社取締役及 び
2012. 年

贅通株式 秋行投：員 のいずれの
7 月a1 日 606 個 100株 無償 1 F

a,6OO 株 均位 も喪失 し た 日 の
（第7 回）

翌 日 から10 年間

2013 年
当 社取締役 及 び

詈通株式
100株

執行役aのいずれの
7 月.31 日 618伺 無償 1 円

61,800誅 地位 も 喪失 し た 日 の
（ 第8回 ｝

翌 日 か ら10年問

当社取締役及び
2014 年

老逢株式 執行役只のいずれの
8 月1 日 7虹 紐 100 樟 無償 l 円

79,400 株 地位 も喪失 し た 日 の
（第9 回）

翌 日 からIO 年間

加l6 年 当 社取締役及 び

7 月31 日 普通誅式 執行役aのいずれの
819恒l 100株 無償 1F1

（ 第10 81,900 株 ・ 地 位 も 喪失 し た 日 の

回 ） 翌 日 か ら10年 間

2016年 当社取締役及び

8 月2 日 詈通株式 執行役員のいずれの
1,3紅 釦 100 株 無償 1 円

（第11 135,400 株 地位 も喪失 した 日 の

回） 翌 日 か ら10 年関

2.017 年 当 社取緯役及 び

7 月31 日 苦通株式
舞 償

執行役員 のいずれの
1,154 但 100株 1 円

〈 第12 116,4OO 揖 地位 も表失 した 日 の

回 ） 翌 日 か ら10年間
----- -·--- ··- ··-········
e（注｝ 釈椋予約権1個当 た り の払込金額は 、1 株当 た り の払込金頷に新株予約紐1 個 当 た り の誅式数を

釆 じた金額 と しています．

② 新株予約檀 を有す る者の人薮及びその債数 ｛ 区分別 の内訳）

I 発行年 月 日l 取締役 ニロロニ 監査役 執行役 只 使用人 そ の王二］

I
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（社外取綿役 を踪 （ 社 外監査役 を 降 （取締役を 除 く ）

く ） く ）

保有者数 個微 保有者数 は 数 保有者数 僅l 数 保有者数 債数

2008 年

7 月31 日 1 名 l 恒i 0 名 〇 僅I I 0 名 0 個 1 名 1 鯉；

（ 第1 回）

2007 年

'1 月a1 日 1 名 29 錮 0 名 〇 恒 0 名 0 /i!I 1 名 20 恒i
會

（第2 回 ）

2008年

7 月31 日 ， 1 名 39 個 0 名 0 個 0 名 〇 猛 0 名 0伍l

（第a 回 ）

2009年

7 月31 日 1 名 102 罷 0 名 o oo 0 名 〇 饂 1 名 72個

（策4回）

2010 年

7 月31 日 1 名 86 領 0 名 0 個 0 名 〇 信 4 名 195 個

（第5 回 ）

2011 年

7 月31 日 1 名 86 個 0 名 〇 祖 0 名 o m 4 名 217 個

（笠6回 ）

go立 年

7 月a1 日 8 名 206 fl) 0 名 0 個 0 名 〇 桓 10 名 399 個

（ 第7 回 ）

2013 年

7 月81 日 3 名 18'1 位 1 名 26 恒 1 名 20個 10 名 386個

｛ 第8回）

2014 年 ．
8 月1 日 2 名 145僭 1 名 24 信 2 名 48信l 16 名 577個

（第9 回 ）

2016 年

7 月81 日
2 名 15S 僅l 1 名 23 信 5 名 110 醒 13 名 63a 国

（ 第10

回 ）

2016年

8 月2 日
3 名 258信］ 2 名 邸 僭 9 名 a“"互l 11 名 702 位］

（第11

回）

201'1 年

7 月31 日 6 名 262個 2 名 63 個 11 名 282 個 13 名 547 個

（第12

＇

,·
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（ 注｝ 当社は 、 社外取締役及び監査役 （ 社外藍査役 をr含む ） 並びに使用 人 そ の他 に 対 し 採式我幽型 ス ト ッ ク オ プ シ 臼 ン

と し て の 新株予約潅 を付与 し て い ま せ ん ．J:.記の 監査役及 び使用人そ の他が 保有 し て い る 新抹予約権 は 、 当 人 が

取締役又 は 執行役只在 （王 中 に 付与 さ れた も の です。

| ウ ェブ開示事項I
会社の 会計監査人 に 関す る 事項
1. 会計監査 人の 名 称

有 限責任 あず さ 監査法人

2. 会計監査 人 に 支払 う ぺ き 輯酬等の 額

公詔会計士法第2 条第1 項 の 業務 （監査証明 業務） に係 る 報酬 等 の 額 直l) ぽ0

公詔会計士法第2 条第1 項以外 の 業務 に係 る 報酬等 の額 逗3)

当 社の 当 事業年度 に 係 る 会音I•監査人 の報庫等の 額 合 計

当 事菜年度に 係 る 当 社及ぴ 当 社の 速結子会社が 会計監査人 に 支払 う ぺ き

金その他財尭上の利益の合計額

（ 百万 円 ）

604~ ~ ~
26

Ei30

1,074

（ 注1) 監衣役会 は 、 日 木監疫役は 会が 公表す るr会計藍森人 と の運携 に 関す る 実蒋指針」 を 踏ま え 、 藍究計面の 内
容、 捉前の事業年度 にお け る 職袴執行状況や報麒l見積 り の 算出扱如な ど を 砒紹 し 、 検割 し た ．祐呆、 会fll•監査
人の 報酬竺 に つ き 、 会社法第399 条第1 項 の 同 意 を行 っ てい ま す． ．

（ 注2) 当 社は 、 会計監疫人 と の契約 に おい て 、 会社法上の 監査に 対する 報酬 等の 金額 と 、 金酪商品 取引 法上の 監在
に 対す る 報酬苓 の金額 と を 引碓に 区別 し てお ら ず 、 かつ 、 両者は 実質的 に 区別で き ないた め 、 こ れ ら の金額
を 含め て 閲 示 し て い ま す。

（ 江3) 当 社は 、 会計監査人に対 し て、 公窮会計 士法第2 条第1 項 の 業務以外の 業務で あ な コ ン フ ォ ー ト レ ク ー
の 作成 な どに つ い て の 対価 を 支払 っ て い ま す．

（ 注4) r第l64 邦定時株主棺会招集ご通知」 ． の 亨架報告fI. 7. 菜要 な子会社の 状況j に 記哉の 主要な速結子会社
の う ち 、 米州 住友商事会社 、 欧州住友弼事ホ ールデ ィ ン グ会社な ど の 在外子会社は、 当社の 会計監査人 以外
の 監査法 人 の監査 を 受 け·cいま す．

3. 会 計監査人 の 解任又は不再任の 決定 の 方針 ．
監査役会 は 、 会計 監査人の 適 格性や独 立性 を害す る 事 由 の発生な ど に よ り 、 そ の選正な職務遂行 に 韮

大 な支瞬が 生 じ 、 改 善の 見込みが ない と 判断 し た あ合 に は 、 そ の 会計監査人 を解任又 は 不 阿任 と し 、 新
た な会計監査人の選任滋案 を決定 し 、 取締役会 は 、 当 該決定 に 茄づ き 、 当 該議案 を株主総会 に提 出す る
方針で す。

ま た 、 藍産役会 は 、 会計監査人が 会社法第340 条第1 項各号に 定め る 事項 に 該 当 す る と 認 め ら れ 、 改
善の 見込 みが な い と 判断 し た 掘合 、 監査役全員 の1司 意 に 茄づ き 、 会 計監査人 を解任す る 方針 です ．
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畢翫D遍lEを讀慄するため の 体制 （ 内綿餓創 シス テム ）
当 社で は 、 実効性の 高い 内部統制 を 実現す る ため 、 取締役会 に お い て会社法第362 条第4 項第6 号

に規定す る 体制 （ 内部統制 シス テム ） を 定め 運用 す る と と も に 、 拇年迷用状況の 評価を 実施 し、 継続

的な見直 しに よ っ て 、 その 時々 の 要藷に合致 したシ ス テ ム の 構築を 図 る こ と と してい ま す．

当社の 内部統綱 シス テ ム の 概要及びその 速用 状況 の 概要 に ついて は次の と お り です． なお 、 内郎続
制 シ ス テ ム の運用 状況 につ い て は 、 内部統制委貝会 に お い て評価を 実施 し、 内部統制 シ ス テ ム が 有効

に機能 して い る こ と を 確認 し 、 取締役会 に おい てそ の 旨 を 報告 して いま す． ，
内 部統制シス テム に つい て は 、 当 社 ウ ェブサイ ト(https:1/www.~u呻om心Orp.corn/jp/-tmedia/Files/hq/a

切ur/go~ce/dctailfmtemal_oontrol_system_02.pdf油＝ja) に 詳細 な内容を 掲載 して い ま すc

‘

内 部 航 制 シ ス テ ム の 概 要 運 用 状 況 の 概 要 ·

上歴締役 ・ 使用人の糠務の執行が法令及び定款1こ適合する こ と を 確保す るため の体制

• 「住友商事 グルー プの経営理念 ・ 行動指針」 ► 「住友商事 グルー ブの経営理念 ・ 行動指針」 に

． に お け る 法 と 規則 の 遵守0)徹底 お い て 、 「法 と 規則 を 守 り 、 商探な倫理を保持
● 「住友商苓 グループ ・ コ ンプ ラ イ ア ン ス ・ ポ す る 」 こ と を掲げ、 役職貝への問知 を 図 っ てい

リ シーJ の策定 ま す。
• 丘 ン プ ラ イ ア ン ス ・ マニ ュ ア ル」 の作成及 ► 「住友裔事グルー プ ・ ＝ ンプ ラ イ ア ンス ・ ポ

び全役職貝への配布 リ シーj を 策定 し、 ま た 、 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・

● 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 浪認書！ を 各役職艮 か マニ ュ ア ル」 を イ ン ト ラ ネ ッ ト に 揖載す る こ
ら取得 と に よ り 全役職貝 へ の 同 ポ リ シー の 周 知 及

• 「cco （チー フ ・ コ ン プ ラ イ ア ンス ・ オ フ び ニ ン プ ラ イ ア ン ス の 徹底 を 図 っ て い ま す。

イ サ ー） 」 、 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 委貝 会」 、 「 コ ＞ 各種対象者別 研修や 、 事業部 門 ・ 子会社その

ンブ ラ イ ア ン ス ・ リ ー ダー」 及 び 「 ス ビー ク • 他連結対象会社の ニー ズに 応 じたセ ミ ナ→、
ア ップ制 度 」 の設筐 当 社全役職貝 を 対象 に したe ラ ーニ ン グ を 実

施す る な ど 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス の啓発 ・ 教育

に 取 り 組んでいま す． 例 え ば、 具体的なケー

ス か ら コ ン プ ラ イ ア ン ス リ ス ク の 発現 を 防

止す る こ と を 学ぷ全社的 なセ ミ ナーや、 「 イ
ン サ イ ダー取 引 防止セ ミ ナ ー」 、 「個人情報保

護法セ ミ ナ ー」 、 新入社負 向 け の コ ン プ ラ イ

ア ン ス 教育等 を行い ま した。 ま た 、 下諸法遵
守 に 関 す る 社内 注意喚起や ウ ,;,::. ピナ ー な ど

を 実施 し ま した。 加 え て 、 外国公務貝への9曾

賄防止 に つ い て 説 明 した淳義動 画を 社 内公

開 し ま した．► 入社時や全役殿貝対象の研修時に 、 各役織貝

か ら 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 確認書」 を 取得 して
い ま す。

► 「ス ビー ク 壼 ア ッ プ刺度｝ に よ り 、 コ ンプ ラ

イ ア ンス 推進部 、 監査役、 外部専門業者及び

社 外 弁 護 士 を 窓 口 と し て 、 役 職貝 が 直接
「cco （ チー フ ・ コ ンプ ラ イ ア ン ス ・ オ フ ィ

サ ー） 」 に コ ン プ ラ イ ア ン ス 上 の情報を 連絡
で さ る ） レ ・ ・ ト を障保 し てい ま す．► 「 ス ピー ク ・ ア ッ プ制度」 の活発 な利用 を 促

進する た め 、 本社の 各執務 フ ロ ア の 掲示板 に

お け る本制度に 関する ポス タ ーの 掲示、 本制

度の 連絡先 を 記載 した携帯用 カ ー ドの 配布、

社内通達で の 役職呉への通知 、 同 制度の 運用

方法 を よ り 詳細 に 記載 した紐 則 の 制 定や制

! I
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度説 明 資料のイ ン ト ラ ネ ッ ト 掲載 のほか、 同

制度 の周 知勁画の公開 を行っ ています．

► コ ン プラ イ ア ンス委員会を 開催 し、 当 委貝会

I
の 中 で、 コ ン プラ イ ア ンスの活動 内容や施策
等 を 報告 し 、 森論 を行いま した。

2. 返壁寇呵饂の塾往1こ経 る 憧親 の堡在及び笠翠に関士る佐堕

● 里要文苔 （取締役会議享録を 含む． ） や糠務 ► 左記の亘要文斉 ， 恰報 につ いて は、 社内 ）レー
執行 ・ 意思決定に係 る 情部 の適切 な保存 ・ 管 ルに茄づき適切 に保存 し管理す る と と も に 、

理 社則であ る 「情報管理基本規程」 にお いて 、
● 情報酒洩等の防止措置の実施 情報セ キ ュ リ テ ィ に関す る役職貝 の責務、 情

● 畷務執行に係 る亘要文苔の監査役に よ る適 柑 セ キ ュ リ テ ィ の体制 、 機密 情報の管理な ど

時の閲覧 情報 の社 外漏 洩防止 の た めの措哀 につ い て
定め、 実施 し て います．

＞ 情報セキ ュ リ テ ィ 教育 ・ 啓発 のため、 「情報セ

キ ュ リ テ ィ 講座 」 の開 催や全役職貝 向 け の
「標的型攻撃 メ ール祁練1 を は じ め と する施

策 を 実施す る と と も に 、 当 社グループにお け
る 情報セ キ ュ リ テ ィ 事件 ・ 亨故亨例 につ いて
定期 的 に惜報発信 しま した．

＞ 「IT 戦略委員 会1 にお いて 、 情報セ キ ュ リ テ
ィ に閑す る 全社的施策の企画 ・ 立案 ・ 実施及
ぴ侑報 セ キ ュ ）） テ ィ に 関 す る イ ン シデ ン ト

（•渚 報漏洩等） ::の収葉 ・ 対応 を 行 っ て い
ます。 ま た 、 「恰 キ ュ リ テ ィ 基本方針」 に

沿 っ て 牒遠規程 を 整備する等 、 情報資産の滴
切 な管理に努めています。► 監査役 か ら 回付要請 の あ っ た吝類 につ いて
は、 監査役に回付 し閲 覧に供 しています。

a. 姐因の危賂の茸現に閣土 印 規壁その他の住制

• リ ス ク マネ ジメ ン ト の 目 的 を 、 業投絞安安及定び、 体商 ＞ リ ス ク 管理に関する 社内 規則 を 制 定 し 、 当 社
ぽ強化、 信用維持の3 点 と し 、 の リ ス ク管理につ いては、 事業活動 を 投灯 と
取 引 そ れぞれに固 有の リ ス ク フ ァ ク タ ー及 商取 引 じ 区分 し それぞれr固 有の リ ス ク フ
び共通 の リ ス ク フ ァ ク タ ー を 分析 ・ 管理 し 、 一

● 社内 ルール の制 定 、 リ ス ク 管理の方針 ・ 手 ァ ク タ ー 及 び゜双`方 に共通す る リ ス ク フ ァ ク
法 ・ ガイ ド ラ イ ン の策 定な どを 通 じた リ ス タ ー を特定 の っ え 、 その発生す る 芸然性及び
ク 菅理の枠組み構築 と モ＝ タ リ ン グ及び必 発生 し た と き の影響 を 分折 ・ 評価す る こ と に
要な改菩の実施 よ り 、 リ ス ク 管理の 目 的 を 呆たす よ う 址大限

● 「経営会議」 の諮問様 関 と し て 「 内部統間委 努 める こ と と し ていま すa ま た 、 定益化が可
貝会 」 ヽ 「全社投椴安委貝会」 、 「 サステナ ピ リ 能な リ ス ク の う ち 、 特に全社に大 き な影響の
テ ィ 摺迩委只会」 を改1は あ る ブJ-J ト リ ー ・ リ ス ク 及び主要資産の状況

● 災客時の業務復i日 プラ ン の策 定 につ い て 定期 的 に取 締 役会 で報 告 して い ま

● 社長 執行 役 貝 直 属 の 独立 し た 組織 で あ る す·
「 内 部監査郎J の設ほ及 び内 部 監査結果の ＞ 社内9レールの制 定 、 リ ス ク 管理の方針 ・ 手法 ・

社長執行役貝 • 取締役会への報告 ガイ ドラ イ ン の策 定な どを 通 じ 、 全社 レベル
の リ ス ク 管 理に関す る枠組み の構 築 と モニ
タ リ ン グ及び必要な改菩 を 行 う と と も に、 適

宜マニ ュ アルの作成 ・ 配布や研修 を 通 じて 、
リ ス ク 管理 レペルの向 上 を 凶 つ ています。► 投孜案件 にお いて は、 社会 ・ 環奨関速1J ス ク
を評価す る仕組み を 強化 し 、 専門組織が審漉
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に参加す る な ど 、 社会 ・ 環塊への影郷を踏ま

え た 意思決定 が 行 わ れ る 体制 を 整 え て い ま

す。 ま た 、 子会社等 の ピ ジ ネ ス を含 む全亨業

の サ プ ラ イ チ ェ ー ン に お け る 人権 デュ ーデ

）） ジ ェ ンス を 段階的 に 実施 し 、 当 社 グ ルー ブ
r の事業活動 が 与 え る 人権への リ ス ク の 特 定 ·

防止 ・ 是正に 努 め て い ま す．

► 6 つ の 垂要社会課題 に 紐づ く 全：社の 長期 目 揉

と 中期 目 襟 を設定 し 、 更 に は各事業部門で も

中 期 目 探 と 短期行動計画 を策定 し て 、 具体的

な 取組を推進 し て い く と と も に 、 そ の進捗状

況 を 開示 し て い ま す．

＞ 気候変動問箔に 閲 し て は 「気候変動問題に 対

す る 方創り を定 め 、 ま た 、 随時そ の 見直 し を

行 っ て お り 、 当 社 グ ループの亨業活動の カ ー

ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル化や持続可能な エ ネ ル ギ

ー サ イ ク ル の 実現に 向 け た 取 組 を 雛続 し て

い ま す。

► 安全保障貿品 管理の た め 、 各穏 ガイ ド ラ イ ン

の 策 定、 各理制裁情報の社内 通知 な ど を行 っ

て い ま す。

► 「 サス テ ナ ビ リ テ ィ 推進委貝 会」 を 開偲 し 、

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 推進 に 関 わ る 至要 な 方針

や施策 、 取組につ い て 審磁 し ま した 。

► 「 内 部統制委貝会」 を 開催 し 、 内 部統制 シ ス

テ ム の 内 容 や 内 部統 制 に係 る 活動状 況 の レ

ピ ュ ー を実施 し ま し た 。

＞ 「全社投融衰委貝 会 」 を通 じ て 、 経営会琺に

お け る 意思決定の 質の 向 上 を 園 っ て い ま す。

索思決定迅速化の た め 、 全社投融資委貝会付

滋案件 に つ い て は 、 従来行っ て い た ［部 門投

融資委貝会」 への 付琺を省陥す る こ と と し ま

し た 。 ま た 、 誇問機 関 と し て の 中 立性担保11)

観点 か ら 、 決華機関 で あ る 経営会哉 と 全社投

融資 委且会 の メ ンバー 箪複 を餌消 す る と と

も に 、 全社投融姿委 良 会 に 、ESG や営棠視点

か ら の 意見 を反 映 さ せ る観点 よ り 、 同 委貝 に

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 推進部畏 及 び営 業本部 長

を加 え ま し た 。 ま た 、 投資実行前後の プ ロ セ

ス 及び事棠会社経営呻の 評価／任免 ・ 戟躙 ．

サ ク セ ッ シ ョ ン に つ い て の プ レ イ プ ッ ク の

策 定及び更新 を継続 し て行っ て い ま す。 加 え

l て 、 投資に お け る 価値向上実現へ の ＝ ミ ッ ト

メ ン ト を 強化す る ぺ く 、 投資バ フ ォ ー マ ンス

に連動 し た 報酬制度 を 導入 し て い ま す。

i ＞ 災杏対策の推進等 を 担 う 災客 • 安全対策推進

部が 中 心 と な り 、 月1度 の 頻度の 災 害 汀安全

対策推進情報運絡会の 開催な ど、 各桓災害対

策 、 安全推進施策 を行 っ て い ま す。 大規捩渓

災 に偏 え た 本 社参朱型及 び フ ） レ リ モ ー ト 型

双方の 緊急対策本部訓l綜を 実施 し ま し た 。 ま

た 、 国 内 組 織 に お け る オ ル ハ ザ ド 型
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BCP の整備を推進 し ま し た。 新型 コ ロ ナ ウイ
Jレス感染症対応 と して は、 東京本社や国 内 外
の拠点 にお いて 、 出社 、 出 張や会食の制限等
の グルー プ役職貝 にお け る感染防止策、 緊急
医療対応の実効性碑詔 ・ 維持 な どの安全対策

を実施 し ま した。

► 「内 部監杢部」 を設 匿 し 、 内 部監査部が実施
し た 内 部 監査結果 を社長 執行役貝 及 び取締
役会 に報告 して います。 ，

4. 座錘役の墜猿の塾行が埜登的に行わ払 る こ と を韮保土る た めの生制． 取締役の人数 を 、 取締役会にお いて十分な ► 取締役の人数は、 取締役会 にお いて多様 な提
議論及 び迅速かつ合理的 な意思決定 を行 う 言 を行 い十分 な議論 を尽 く す こ と が で き る
こ と ができ る 人数 と す る こ と 人数(11 名 ） と な っ てお り 、 迅速かつ遥切 な． 社取締役 の複数名 澱任に よ る 多椋 な 硯点 意 思決定 及 び監苦機 箆 の弾化 を臨 っ て い ま
か ら の意思決定及び監誓機能 の強化 す。． 業務執行の資任 と 権 限 明 碓化及び取締役会 ► 取締役 の任期 は1 年 と な っ てお り 、 取締役会
の監督機能強化 を 目 的 と し た執行役貝 制度 長及 び社長執行役貝 の任期ぱ6 年 を超 え て
の導入 いません。． 取締役の任期 ：1 年 ► 取締役会の諮問機閲であ る 「 指名 ・ 報酬諮問． 取締役会長及 び社長執行役貝 の任期 ； 原則 委貝会 」 では、 社外取締役が委貝長を務 めて
6 年以 下 お り 、 社長 ・ 会長 の選択任 の方針 ・ 手続 き 、． 取締役会の諮間機関 であ る 「指名 輝酬諮間 社長の選解任、 取締役 ＋ 監査役の指名 苓準 と
委員会 （過半数は社外 取締役） 」 の誤武 候補者の指名 、 経営会議棺成貝 の選任 ｀ 取締． 意思決定機関 と し ての 「経営 会議」 、 諮問機 役及 び執行役 貝 の報酬 ・ 賞 与の体系 ・ 水 準、
閲 と し て の各梱委良会 及 び情報交換のた め 並び に監査役 の報酬 枠及 び震 間 制 度 に つ い
の各程会議体の設筐 て 、 取締役会 に答 申 を行っ ています。． 中期経営計画策 定や予簾 の組成及 び業絞管 ► 意思決定機闊 と し て の 「経営 会臨」 のほか、

理制度 の導入 議論 ・ 情報共有 の溢 と して 各益会磁体 を設臨． 取締役会要付瑠事項及 び室要事項決裁権限
す る と と も に、 「経堂 会識」 の諮間機関 と し て

「 全社紐営戦路推進サポー ト委呉会」 、 「 グ ロ
の明 文化

ーパルイ ノ ベー シ ョ ン推進委貝会 」 、 「全社投
糀安委貝会 」 等の委只会 を諒口 して います。

＞ 経営 にお け る毅略議論 をよ り 深め、 それに基
づ く 遮ウ］ な経営資源配分 とPDCA サイ ク ル

の考実 な実行 を促進す べ く 、 当 社の事業部 門
に厩す る 各部菩 をStrategic Business Unit
と い う 単位 に再頷成 し、 それぞれのStl'a.t啄ic
Business Unit ご と に事業経営 の瑕略· フ ォ ー

マ ッ ト を作成 し 、 社内 の熙花会議を通 じ て緑
論 し 、 議論 の結果をフォ ロ ー ア ッ プす る仕組
み を導入 して います。

► 「 取締役会規程」 等 の社内 ）レールにお いて 取

締役会への付議亨項を定 め、 役粽 ご と の職責
や 至要 宰項 に閲 す る 決裁権 限 を定 め て い ま
す。

5. 当 社及び子会社か ら 成 る企塑徳団にお け る塑務の適正を壁堡す る た めの住堕． 法 と 規則 の遵守 を含む 「住友商車 グルー プ ＞ 当 社 グループ内 で 「住友商事 グルー プの経営
の経営理念 ・ 行動指針」 を通 じた 、 当 社 グル 理念 ・ 行勁指針」 を周 知徹底 し、 各撞対象者

ー プ と し て遵守すべ き 価値観の共有及 び体 別研修 を実施す る な ど＇硲発 ・ 教育 に取 り 組ん

眉
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内 瑯 緩 創 シ ス ア ム の 概 要
運 用 状 況 の 概 要

でいます。
制藍傭の指導 ► 当 社の速結対象会社ご と に定 めるf経営上の． 子会社その他違結対象会社にお け る 「経営

箪要事項」 について 、 従前採用 し て いた 「打上 の重要事項j についての 当 社宛手続き の
制 定及び当 社か ら派遣 し た 藍査役等 を 通 じ 合 ・ 同意J 方式に替わ り 、 連結対象会托の

た子会社その他追結対象会社の管理 機閲 決定 を最終 目 標 と し て連結対象会社 ・ 当 ，． 子会社そ の他達結対象会社における 内部統 社間 で堂要決議事項に関 し事前 に 協議 、 擦 り

網 の実絋支披並びに リ ス ク 管理に関す る枠 合わせ る 「隣閲決定J 方式 を 導入 し 、 その没

訊み の構築及 び改善支扱
透のための諸施策 を 実施 し ま した。． 当 社が経営主 体 と な る 子会社その他迪結対 ＞ 当 社子会社向 け の内部統制 に関す る 教育 ・ 啓

象会社 を 内部監査の対象 と す る 旨 の社内 ル 発活動｀ リ スク マネ ジメ ン ト 研修へ の子会社 '

ールの制 定 社貝 の参加 、 「住友商事 グルー プ ・ コ ン ブラ ィ． 月 次ベ・ー ス での連結業被の把掘及 び管理 ア ン ス ・ ポ リ シー」 につ いて の研修 ・ 説明 会 ・
e ラ ー ニン グ教材を涌 じた周知 、 子会社用 モ
デル規程集の提供や 「 ス ピー ク ・ ア ッ プ制度」

導入 推進 等 を 通 じて子 会社そ の他連結対象
会社を支援 しています．

► 子会社の内 部統制 の構築 ・ 運用 ・ 評缶 ・ 改苦

の た め に整 備 ・ 運 用 す べ き 基 礎 的 な 事 項
(B胆icElements) を 定め 、 当 該享項 に関す

る 当 社 と 子会社 と の間 の 定期 的 な 対話 を 通
じて 、 子会 社にお け る 内 部統制 システ ム を辟
価 し 、 課題 を特 定 し 、 改善す る こ と を 支援す
るBasic Elements プロ ジニ ク ト を推進 し て
います。 ま た、 対話宰例 の紹 介及 び ＝ ロ ナ禍
等 の外部 環境の変 化 も 踏ま え た韮要 リ ス ク
に関 す る 硝修を実施 しま し た。

＞ 内郎監査 の対象 と な る 子 会社そ の他速 結対
象 会社 の監去結果 は社長 勁行 役 貝及 び取締

役会 に録 告 し ていますっ

6 ， 監査役の墜諮を捕里d： る使 用 人に陸丈る奎登． 監奎役の補佐組織であ る 「監査役業務部 」 の ► 「 監査役業務部」 では 、 志任 ス ク ッ フ を 若干
設置及び専任 ス タ ッ フ 若千名 の配阻 名 置いて います。． 「監査役菜務部」 に対す る拓示者及 び 「監査 ► 社内規則 にお い一て 、 並査役菜務廓長の指示者
役業務部」 の職資の明 文化 （ 「監査役棠務部 」 が監査殺であ る こ と 、 「盛査役業務部」 の所管
が監査役 の補佐 を 行 う 師織であ る こ と の明 業務 が監査役の職募 の補佐業 務 で あ る こ と
葎化） を 明 文化 して います。． 監査役に よ る 「監査殺菜務部 」 の人事評価の ► 監査役業務部長の人 事評価につ いて は 、 監査
実施及びその人事異動 の際 の監査役 と の字 役会が指名 す る監査役が行 っ てお り 、 その人
前協議の実 事異動 については 、 監査役会が指名 す る監査

役 と 事前 に協溢 を行い、 監査役の同 意 を 得て
実·捻 し て． ＇います。

'1. 監査毯への整釦碍肛こ る住饉11． 監査役がr経営会議」 を 含む全て の会議に出 ► 社内規則に基づ き 、 監査役 は 、 取締役会 のほ
席 でき る体制 の整備 か、 「経営会議」 、 「全社投融斎委貝会 」 、 「 内部． 当 社、 子会社そ の他連結対象会社に係 る業 統制 委貝 会 」 、 「 サステ ナ ビ リ テ ィ 推進 委貝 ，
袴執行 に 関 す る 蚕 要 誓 類の 監査役へ の回 会」 、f::r ン プラ イ ア ンス委貝会j 等 の軍要な
付 、 役臓 目 か ら 藍査役へ の報告 · 説明 会議に出席 し て いましれ． 上記の轍告 を し た者及 び 「ス ピー ク ・ ア ッ プ ＞ 腟査役か ら の要 甜 に よ り 業 務 執行 に 関 す る
制度） に よ る追絡 を し た 者が 当 該報告 ・ 連絡 敢要書類の回付 を行っ ている ほか、 監査役の
を 班由 に不利 な取扱い を 受 け ない こ と を 確 求 め に応 じ て各組織 及 び各社の事 業 につ い
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内 部 統 制 シ ス テ ム の 諏 蔓 遍 用 状 況 の 概 宴

保す る た め の 体制 の楚備 て 役罷国 か ら 戟告 ・ 説明 を行 っ て い ま す。

＞ 監査役 に 対 し て 上記の 報告 を し た 者 が 当 該

報 告 を 珊 申 に 不禾」 な 取扱い を 受 け る こ と の

な い よ う に し て い ま す。 ま た 、f ス ピー ク ・ ア

ッ プ制度 」 に よ る 追絡を し た 者が 不和」 な 取扱

い を 受 け な い こ と 及 び禁止 さ れる 不利 益 な

取扱 い が 行わ れ て い る と 考 え ら れ る 埠令 に

は ス ピー ク ・ ア ッ プ受付窓 口 に 申 し 出 る ：：： と

が で き る こ と を社和レール 上 明 記 し て い ま

す ．

8. 生 の饂監査毯の 監査が 衷劾的 に迂われ る ー と を殖堡ゴ： る た 全 の 生制

● 社外藍査役 に 法律や会計等の 専 門 家を登用 ＞· 「 内部監査部1 は 、 事菜年度 開始前 に 内部監

● 内 部酪李計固I ・ 結果の 監査設への 報告 な ど 、 査計画該と 監査役 に 投と出 し 、 内部監査 の 結果に

効率的 な 監査に 資す る た め のf 内部監査部J つ い て ほ 逐次監査役 と 共、会有計し監、 李緊人租 に 意 見交
と 監査投 と の 緊祀 な連誘の雄持 換 を し て い ま す。 ま た への定期． 藍査活 動 の 効率化 と 質的向 上 を 目 的 と し た 的 な 監査結果 の 共有 も 実雄 し て い ま す．

監査役 と 会計監査人 と の情報交換の実施 ＞ 監査役 は 、 会計監査人 と の 定例会を 実施 し て． 当 社監査役 と 当 社子会社の 監査役等 と の情 い ま す．

報交換の 実施 ＞ 墜査役は 、 子会 社常勤監査役 を集め た 情雑速． 監査役 の 澱務の 執行 に つい て 生 じ る 費用 又 絡会の ほ か 、 子会社 ごと の 常勤監査役 と の ミ

は 佗t秒5 の 虹頃且方法の 明暉化 ー デ ィ ン グな どを年に 複数回g町怪 し 、 事棠会

社： の 常勤 臨査役 と の 惹 見 交換及 び情 報交換

を 実施 し ま し た ．► 藍査役 の 職務 の 執行 に つ い て 生 じ る 費 用 又

は債務に つい て は 、 予算案の 策定や執行状況

の 管理を 含 め 、 社内ルールに 従 っ て 処理 し て

い ま する

以 上

（（\lt名ぅ ギ 妾ぼ む の 偉f'l半位汲ぴ百 万 円 半位の記紐金額ぱ そ れ ぞれ単位末済 を!!!l捨五入Lて い 主 す● ま た ‘ 千株半位の

採式数は 、 平位：末活 を切 り 捲rc て い ま す．

.-.
―●
●-

濯
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監 査 報 告 書

当 監査役会は、2021 年4 月1 日 か ら2022 年3 月31 日 ま で の 第154 期事業年度の 取締

役の 職務 の 執行に関 して 、 各監査役が 作成 した監査報告書に 基づき 、 審議の 上 、 本監査報告

書を•作成 し 、 以下の と お り 報告い た しま す。

璽

）

1. 臼紐び監甕役会の監査の 方法及びその内容

(I) 監査役会は 、 監査の 方針、 職務の分担等を 定め 、 各監査役か ら 監査の 実施状況及 び結

果に ついて報告 を受 け る ほ か 、 取締役等及び会計監査人 か ら その 職務の 執行状況 に

つい て報告を受 け 、 必婆 に 応 じて説明 を 求め ま した。

(2) 各監査役は 、 監査役会 が 定め た監査役監査の 基準に 党拠 し、 監査の 方針、 謙務の 分担

等に従い 、 取締役、 内部監査郭 門 その他 の使用 人等及び会計監査人 と 意思疎通 を 図

り 、 情報の 収集及び監査の現境の 整備 に 努め る と と も に 、 以 下の 方法で監査を 実施

しま した。

①取締役会そ の 他重要な会議に 出席 し 、 取締役及 び使用 人等か ら その 様務の 執行状況

に つい て報告 を 受 け 、 必要 に 応 じて説明 を求 め 、 亘要な決裁書類等 を 閲覧 し 、 本社

及び主要な事業所に 関 して業務及び財産 の 状況を謂査 い た しま した。• ま た、 子会社

に つ い ては 、 子会社の 取締役及び監査役等 と 意思疎通及び情報の 交換 を 囮 り 、 必要

に 応 じて子会社か ら亨業の 報告を受けま した。

②事業報告 に記載 さ れてい る 取締役 の 職務の執行が法令及び定款に 適合す る こ と を確

保す る た め の体間その他株式会社及びその子会社か ら成 る企業集団の業務 の適正 を

確保す る た め に 必要な 体制 の整備 （会社法第362 条第4 項第6 号） に 関する 取締役

会決議の 内容及び 当 該決議に 基づ き整備 さ れて い る 体制 （ 内 部統制 シス テ ム ） に つ

い て 、 取締役及び使用人等か ら そ の構築及び運用 の 状況に つい て定期 的 に報告 を・受

け、 必要 に応 じて説明 を 求め 、 意見 を表明い た しま した。 なお ； 財務報告 に 係 る 内

部杭制 に つい ては 、 取締役等及び有限責任 あず さ 監査法人か ら 当 該内部統制 の 評価

及び監査の状況に つい て報告 を受け、 必要 に応 じて説明 を 求 め ま したD

③会計監査人が独立の 立場 を保持 し 、 かつ 、 適正な監査 を 実施 してい る か を 監視及び

検証す る と と も に 、 会計監査人か ら その 職務の 執行状況に つ い て報告 を受 け 、 必要

に応 じて説明 を 求め ま した。 ま た、 会計監査人か ら 「朦務の 遂行が 適正に行われ る

こ と を確保す る た め の 体制J （会社計算規則第131 条各 号に 掲げ る事項） を 「監査に

関す る品質管理基浮」(2006 年10 月28 日 企業会計審議会） 等 に従 っ て構築及び運

用 し てい る 日 の 通知 を受 け、 必要 に応 じて説明 を求 め ま した。

以上の 方法に基づ き 、 当 該事業年度 に係 る事業報告及びそ の 附属 明繍書、 計算書類 （貸

借対照表、 損益計算書、 株主資本等変動計算書及び個別注記表） 及びそ の 附属 朗細吝並

びに連結計算書類 （連結財政状態計算書、 連結包括利益計算書、 遠結持分変動計算書及

び連結注記表） に ついて検討い た しま し た．
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2 監査の結果

(1) 事瀑直告等の 艦査結果

0渾栗報告及びそ の 附属 明細苦 は 、 法令及び定款 に 従い 、 会社の 状況を正 し く 示 し て

い る も の と 認め ま す．

②取締疫 の ＂曲の 軌行 に 関す る 不正の 行為又 は 法令若 し く は 定款1こ這反す る 重大 な

事実 は認め ら れま丑ん．

③内部統制 シ ス テ ム に 閲す る 取締役会決編の 内容は相 当 で ある と 認め ます． ． ま た 、 当

該内 郎統詞 シ ス テ ム に 関する 事業諏告の 記拿 内 容及 び取締役の職務の 軌行に つ い

て も 、 紺稔戟告 に保 る 内部絞制 を含 め 、 指摘すぺき 事項は認 め ら れません。

(2) 計算書類及 びそ の附属 明綱書の 監査桔果

会 計監査人 有 限責任 あず さ 監査法人 の 監査の方法及 び結果 ば 樟 当 で あ る と 認 め ま

す．
(3) 連結計算書類の 監査拮果

会計藍査 人 有限責任 あず さ 甦査法人 の 監査の 方法及び結果 は相 当 ．で あ る と 翠 め ま

す．

2022年5月1 6 日

住ム曲 皐株式会社 監査役会

常任監査役 （ 常勤） 細 野 充

監 査 役 （常薦う） 村 井 俊 ％需

匿 査 役 永 井 敏 謡⑤悶）

監 査 役 カロ 藤 彗

監 査 役 長 嶋 由 紀 蟷

（ 注~ ） 監査裂永井敏雄、 監査役力II輝華孝及び監査拉長嶋 由紀子は 、 会社法第2 条第l 6 号及

び第335 条第3 項に定め る 社外監査役 で す．
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独 立監査人の監査報告寄
2022 年5 月12 日

住友商事株式会社
取締役会 御 中

有限責任 あず さ 監査法人

東京事務所

指定有 限責任社貝
業 務 執 行 社 貝

指定有 限責任社貝

業 務 執 行 社 貝

指 定有限 責任 社貝

業 務 執 行 社 員

頌会計士 羞 ｝追人

公認会計士

公認会計士

綽 瘍 飲

吼 島 叱ニ
監査意見

当 監査法人 は 、 会社法第436条 第2項第1号の規定 に基づ き 、 住友商事株式会社の2021年4月1 日 か
ら2022年3月31 日 ま での第15,i}I月 事業年度 の計算菩類、 す な わち 、 貸（昔対照表 、 損益計算菩 、 株主資

本等変動計算書及び個別注記表並び に その附属明 細呑 （ 以 下 「計算菩類等J と い う 』 につ いて監査

を行っ た。

当 監査法人は 、 上記 の計算審類等が 、 我が国 にお いて 一般 に公正妥 当 と認め ら れ る 企業会計の基
準 に準拠 し て、 当 該計算害類等 に係 る 期 間 の財産及 び揖益の状況 を 、 全て の童要 な 点 にお いて適正

に表示 して い る も の と認めるr.

監査意見の様拠
当 監査法人は 、 我が国 にお いて一般 に公正妥 当 と認 め ら れ る 監査 の基準に準拠 して監査 を行 っ た。

監査の基準 にお け る 当 監査法人の責任は 、 「 計算苓類等 の監査にお け る 監査 人の責任」 に記載 さ れ

て いる 。 当監査法人は 、 我 が国 にお け る 職業倫理に閑す る 規定 に従っ て 、 会社か ら 独立 してお り 、
ま た、 監査人 と し て のそ の他 の倫理上 の責任 を 果た して い る 。 当 監査法人は 、 君見表明 の基礎 と な

る 十分かつ適切 な監査証拠 を 入手 した と 判断 している。

強調事項
個別注記表 （会計方針の変更 に関 す る 注記） に記載 さ れ て い る と お り 、 会社は 当 事業年度の期 首

よ り 「収益認識に関す る会計基準」 （企業会計基準第29号 2020年3月31 日 ） 等 を適用 し て いな

当 該事項は 、 当 監査法人の意 見 に影響 を及ぽす も のでは な い。

その他の記載内容

その他 の記載内容は 、 事業報告及 びそ の附属明 細菩であ る 。 経営者 の安任 は 、 そ の他の記載内 容

を 作成 し閉 示す る こ と に あ る ． また 、 監査役及び監査役会 の責任は 、 その他 の記載内容の報告プロ
セ ス の整傭及び運用 にお け る 取締役 の職務 の執行 を 監視す る こ と にあ る ．

当 監査法人 の計算吝類等 に対す る 監査意見の対象 に は そ の他 の記載内 容 は含 ま れ てお ら ず、 当 監
査法人 はその他 の記載内 容 に対 し て 意見 を 表 明 す る も の では ない。

計 算 審類等の監査 にお け る 当 監査法人 の責任 は 、 そ の他 の記載内容 を 通貌 し 、 通読 の過程におい

て 、 その他 の記載内 容 と 計算書類等又 は 当 監査法人 が監査の過程で得た知識 と の 間 に重要 な相違が
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あ る か ど う か 検討す る こ と 、 ま た 、 その よ う な菫要な相 逹以外 に そ の 他の 記載 内 容に 誼要 な誤 り の

兆候が あ る か ど う か注惹 を払 う こ と に あ る。

当 監査法人 は 、 実施 し た作業 に 基づ き 、 そ の他の 記裁 内容 に 韮要な誤 り が あ る と 判 断 し た場合 に

は 、 その 事実 を 報 告す る こ と が 求め ら れ て い る 。

そ の 他 の 記載 内容 に 閲 し て 、 当 監査法人 が 報告すべ き 事項は ない。

計算 菩類等 に 対す る 経蛍者並 びに 監査役及 び監査役会 の 資任

経 営者 の責任は 、 我 が 国 に おい て 一般 に 公正 妥 当 と 認 め られ る 企業会計の 基準 に 準拠 し て計算害

類等 を 作成 し適正 に 表示す る こ と に あ る 。 こ れに は 、 不正 又 は誤雰 に よ る 垂要 な虚偽表示 の な い 計

算 畜類等 を 作成 し適正 に 表示 す る た め に経営者が必要 と 判 断 し た 内 部 統制 を 整備及 び遮用 す る こ ，

と が含 ま れ る 。

計算書類等 を 作成す る に 当 た り 、 経営者 は 、 継続企業 の 前提 に 基づ き 計算菩類等 を作成す る こ と

が 適切 で あ る か ど う かを評価 し 、 我 が 国 に お い て一般 に 公正妥 当 と 詔 め ら れ る 企業会計 の基準 に 基

づ い て継続企業 に 関す る事項 を 開示す る 必要 が あ る 福合に は 当 該亨項 を 開 示す る 責任が あ るp

監査役及 び監査役会 の 責任 は 、 財務報告プ ロ セ ス の 整備及 び連用 に お け る 取締役の職務 の執行 を

監視す る こ と に あ る ．

計算吝頻等 の 監査 に お け る 監査人 の 責任

監査人の 賓任 は 、 監査 人が 実施 し た 監査 に 基 づい て 、 全体 と し て の計算書類等 に 不 正又 は誤謬 に

よ る亘要な虚偽表示が な い か ど う か に つ い て合理的 な保証 を 得 て 、 監査報告書 に お い て独 立 の 立橘

か ら 計算菩類等 に 対す る窟見 を 表 明 す る こ と に あ る ， 虚偽表示 は 、 不正又 は誤謬に よ り 発生す る可

能性 が あ り 、 翻別 に 又 は築計す る と 、 計算 芸類等 の利 用 者の意思決 定 に 影響 を 与 え る と 合理的 に 見

込 ま れ る 場合 に 、 軍要性 が あ る と 判 断 さ れ る 。 ·

監査人 は 、 我 が 国 に お い て一般 に 公正妥 当 と 認め ら れ る 監査 の 基準 に 従 っ て 、 監査の 過租 を 通 じ

て 、 醐業的専門家 と して の 判断を行 い 、 職業的懐疑心 を 保持 して以 下 を 実施す る。 • 9

・ 不 正又 は誤謬 に よ る 重要な虚偽表示 リ ス ク を識別 し 、 評価す る。 ま た 、 重要 な虚偽表示 リ ス ク に

対応 した監査手続 を 立案 し 、 実施す る 。 監査手続の 選択及 び適用 は 監査人 の 判 断 に よ る。 さ ら に 、

惹見表 明 の 基礎 と な る 十分か つ適 切 な監査証拠 を 入 手す る 。

・ 計算書類等 の 監査 の 目 的 は 、 内 部統制 の 有効性 に つ い て窟 見表明 す る た め の も の では な い が 、 監

査人 は 、 リ ス ク 評価の 実施 に 際 し て 、 状況 に 応 じた適切 な監査手続 を 立案す る た め に 、 監査 に 関

連す る 内部統制 を検討す る。

・ 経営者が 採用 し た会計方針 及びそ の 適用 方法の 適切性 、 並び に経営 者 に よ っ て行わ れた 会計上

の 見積 り の 合理性及 び 関連す る 注記事項の 妥当 性 を評価す る。

・ 経営者 が継続企業 を 前提 と して計算吾類等 を作成する こ と が適切 で あ る か ど う か 、 ま た 、 入手 し

た 監査証拠 に 基 づ き 、 継続企業 の前提 に 蚕要 な 疑羨 を 生 じ さ せ る よ う な事象又 は 状況 に 関 し て

車要 な 不確実性 が認 め ら れ る か ど う か結論付 け な 継続企業の 前捉 に 関す る 蛍要 な 不確 実性が

認 め ら れ る 場合 は 、 監査報告苔 に お い て計算吝類等 の 注記事項 に 注意 を 喚起す る こ と 、 又 は蛍要

な 不 確 実性 に 関す る 計算菩類 等 の 注記享項 が適切 で な い埠合 は 、 計算 吝類等 に 対 し て 除外事項

付君見 を 表明 す る こ と が求 め ら れて い る。 監査人 の結論 は 、 監査報告苔 日 ま で に 入手 し た監査証

拠に 基づい て いる が 、 将来の 事象や状況に よ り 、 企業は継続企業 と し て存続で き な く な る 可能性

が あ る 。

・ 計算 吝類等 の 表示及び注記事項が 、 我 が 国 に お い て 一 般 に 公正 妥 当 と 認 め ら れ る企業会 計 の 基

準 に 準拠 し て い る か ど う か と と も に 、 関連す る 注記事項 を含 め た計算書類等 の 表示 、 楕成及 び 内

容 、 並び に 計算書類等が基礎 と な る取 弓lや会計事象 を 適正 に 表示 し てい る か ど う か を評価す る。

監査人 は 、 監査役及 び監査役会 に 対 して 、 計画 し た監査 の 範 囲 と そ の 実施時期 、 監査の 実施過程
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．｀

で 識別 した 内 部総制 の 重要 な不備 を含 む監査上の 重要 な発 見事項、 及 び藍査の 基準で求 め られて い

る その他の 事項に つ い て諏告 を 行 う 。

監査 人は 、 監査役及び監査役会 に 対 して 、 独立性に つ い ての 我が 国 に お け る 職業倫理 に 関す る 規

定 を遵守 した こ と 、 並び に 監査人 の 独立性 に 影響を 与 え る と 合理的 に 考 え ら れる 事項、 及び阻害要
因 を 除去又 は経減す る た め に セ ー フ ガー ド を講 じて い る 揚合はそ の 内 容 に つ い て報告 を行 う ．

利害関係
会社 と 当 監査法人 又 は業病執行社貝 と の 問 に は 、 公認会計士法の 規定に よ り 記載すべ き 利害関係

は な い 。

以 上r
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別紙3 吸収分割承継会社の 最終事業年度 に 係 る 計算 書類等

第27 期

計 算 書 類

令和 3 年 4 月 I fl から

令和 4 年3 月 31 日 まで

住商CRM株式会社

東京じ千代m区 ー ツ橋一T 目2呂21}
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貸 借 対 照一卦t
（令＇“年3 月31 日 現在）

61

住 店CRM株式会社

（島 絋 ： 印 ，． 鯖 炊 切著て）

賓 塵 (l) 部 負 債 の 郎

科

＂
企 額 料 目 金 額

［ 檀； 懃 賣 童 J’ IOA12,5OO ！ 院 動 負 債 l $,841,736,

現金及 び預金 2 買掛金 5 ．臼9 ..嗚

受 珀；手甍 お2J16 匹倍入金 1.OOl,919

売携會 ?."1.nl リー ス債務 1,883

未収 入金 1.OO2 、叙 未払金 911,977

窟品 I387.i01 ＊払費用 1~,叩

前払費用 76邸 未払法 人税等 76.627

デリバティブ蒙権 16 ．匹 峡約負債 1 1.44?

その他 “8 預り 皇 187.182

貫 与 引 当 傘 ",9'72

（ 因 定 賣 産 ］ 切3,546 デリパテゎf債務 71,I邸

（ 有 形 因 定 賣 塵 ） IS3,ll8

建物附風設鯛 25,622 9 因 定 位 債 ！ 3,805

情纂舶 37.893 リース償積 3渇妬

繍鍼 駐量 は函2

鉛具儡品 l,%/4. 負 債 令 It 8385,5il

リ ース資章 6 ， ［ お 鑢 賣 麗 の 蛉

［ 株 主 資 本 ］ 1.795,5凶

（ 需 形 出 定 臼 産 ） 函 ［ 賣 本 金 J 498,OOO

電話加入権 印3 I til 益 賣 余 金 ） ． l,2!17.SlO

ìl 益 撹漬 金 124 ．函

｛ 投 資 そ の 他 の 費 駆 ） 14.918 （ そ の虹J益籟余 金） 1. l73 ．血

緯金口 没 25,316 繰U益細金 1,m.oi()

その他 i9,602

［ 評 伍 ・ 損 算 梵 麟 等 I 25

＂鼻 延 ヘ ッ ジ 綱 益 1 お

絨 費 直 合 計 -1 7叩555

資 産 合 計 10&4I ．函 負 債 及 び 純 賣 産 合 計 )06“OOO



住 凸CRMほ式会 社

捐 ， 益 計 算 秤
（ 令 和3年,1111 n か ら令和1年3/131 日 まで ）

科 n 金 寵

I 売J: 高 J 67.809.360
（ 売 上 郎 緬 I △65 葛30"

売 上 総 利 益 2,446,308
（ 販 売 費 及 び 一 般 管 珊 費 l £9349絡

営 藁 :f!J 益 l,.!_61,362

1 営 婁 外 収 益 ，
受如l 息 3

述紺内碑饂!JJJ憾嵐匹付益 117,l四

雑益 磁 171,469
［ 営 業 外 費 ｝n I

支 払ぷIl.a A J5.770

t量 阻 f'.,. 165 △ l5935

経 常 利 益 1,6四 ．函

（ 阜9 9l 損 失 J
布形ほ l 定資 蘊書2損 損失 △ 88l3 •△8 8l3

税~I 柏 当 ” 飩 利 益； l,614,083

法 人 ・役 、 住 民 税 及 び 事 索 呪 △451,20a

庄 人 裟． 笞 翼 聾 叡 10 136

巧 よ 鱗 上l お I.173 011

（卓位 ： 千

＇
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1 ． 重慶な会 計力 針 に麟す＆ 庄雇！

(i”刃 パティプの"Ii裏欅及び評8i方治

“船資 稟の評基糟＆ び肝緬方馳

戴＆ ｀ · ＊•9

納＿ 別 ， 許 ，-『,9.”
鴫蠣は

匹平均院に上る曝ili:t.
“"It濯貧•聾1"ヌ庄性の瓢 下心る● 薗紐下！””i包 にが）

鼻 寛

(3沿定賣妻の櫨邑儘却ガ注

〇有甦潟寛賣童

旱19*3月Slfl四1::1"いしたいり ・ ・ ・ ・ ・
事""'-1~年Uilut,9ら軍広U年”'81g宣でにm舅したいり

平成れ年月1 日 以往 に取 褐 したもの ． ． ． ． ．

軍紘磁隼4月In以霞ド取 鶉した遣檜付属R量晨 び構纂鬱

旧 定隼 泡

四％定叩甚

幻匹重皐怯

宣

”駁出た奮·

Oり ース 費 鑑

尾額桂

蒻血J!1のソ九ウてアにつ‘-(It 、 社内におけるflAI司純累関

“年 ） に基づく定鶴法むM川しており ます．

島h慮喜峯外フ ァイナンユ•9ース諏り1 に儡靭ース賢崖

9ー ス爆間を劃 閑q 量と し． 鰻打緬●と・とする定噸祐“おd
しており 曼ず．

（切1 患 愈の計上71社

賞”"i彙 ． ． ． ． ． 紅 ●員に賓給する貫 与の鴫 事集年裳負艦分についてt鯰 見込

讐逼纏により計 且 てお り:Ii-t.

偽外 舅膨賣“”’'川鼻遍’~属'‘
外●●● 鰭·檜債驚 ．JII ＊ 印9直●入 讐 ！嗚により 円 貸 に● 買 し． 楓畳損として処”してお9 直す．

四へが冶9H»U甕方法 ． ． ， ． ， 艤筆＾ッジ楚瑣

(i'l悧 胄覆 鱒磋糾 島疇

糟冑a及 び鴫力m 費鯰の全It建糟13.auヵ式によつ て9Jりlす．

国砧 及 び賣用 ，，計上贔準

紅の戴鸞に｀砥益は、 エに置晶9墳9 覺によるtのでわ9 ． 顧亨区漬約に基づいて嗣轟を31重す●行鼻嘉を

負ダくおります． ．事に品に対する支配が与転tた疇ふ で覆行量Bが烹足されむつ5」"“`且のうi纏巧丘で

収g“己輯コており 皇 す．

ただし’”"’311← ついてば出得如も品支配が1il冨ビ 移転する事での順1l11が遍雷＂爛閃である曇合には．

出贄墓鳴によ引“`“臼駁、ておm'す．

mm5代霞人 としで綱凸，，藍覺i:.J11与 してべ`鳩合1こにlum`‘““iして切 ます．

IIh● 鬱は月する片瓢J;I_ ｀ 曝言 ． 虹靡のうちに 支 払簡n が胡 来1, 、 費約に重 璽な傘慶璽 戴は含 竃れてオふ り 重． せん．

臼）その饒計軍書冨の作虞のための基本となる竃響な事項

領馳鵡i震樟層し和92す．

onn T円 木轟の嶋懺をテりいべ賣 示しており まヤ．

と 会計方伽査 雙1:鬱Jるに紀

＂ 印霞織にl!lfす6会計基•叡漬剛

ヨ事霙年虔より ．r0益；震 る9U」基攣 ， ｛企•負計基●第四膏 會f口奪3113Uj 改 正Uku
ぼ塁行·に・するIt基鴫の直月ね 計』 （令璽貪 計墓疇遍.llfliヽt量叫 令h請3月 おH)を遍尼Lてお'.1,
約憲した州 又n~-ビ初文細•吝ド 鯵転した疇点で、 畠 誼9l 又ば會 ービ スと交檎に受nnると見込 まれe,
●顧 でR益を“｀るとと して“”す．

言 “会計基如ば9頁 葺 用さhてい｀＂＜ ， 当事璽年度の1Q9 鈍賢 竃釦J鯖するがtli針の鸞 璽の厩•はJr,IJま せん．

芭9Lが代百 人として店品の順売に麟り してい這合にn ． 鑢蒙で屯 益“”員してがり が ．

＂ 事婁撃慶にお いて、 綸額這承に賢 更 した代環AIll91成上墓は1 ， 釦.,256千 円 ． 史上賽 曇m,m ，泣千 円 です．

r纏劃 負 讀Ji：董 厚していたi俯費釦についてrJ:. l!i事 稟島置より 「岨約負 胃 ） として表 示しており ます鼻
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事 業 報 告
（令和3 年4 月1 日 か ら 令和4 年3 月31 日 ま で）

1. 株 式会社 の現況 に関す る 事項

(1) 単業の経過及 び そ の成果

当 社 を 取 り 巻 く 環境 ：

2021 年度の世界経済は 、 新型 コ ロ ナ ウ イ ル ス の ワ ク チ ン接種進展や 移動制 限緩和 の動 き も

見 ら れ 、 一 旦 は 力強 い回復 を 見 せ た も の の 、 新 た な変異株の拡散で米国等 では 物流面 な どで

供給制約 が長期化 し 回 復の勢い は緩や か に な り つ つ あ ふ 又 、 国内経済は 、 新型 コ ロ ナ ウ イ

ル ス感染拡大 と 緊急＃態宣言 発出が繰 り 返 さ れ た も の の、 ワ ク チ ン 接種の普及 に よ り 、 個人

消 費が持 ち 直 し つ つ あ る 。

但 し 、 足元では 中国 に お け る 新型 コ ロ ナ ウ イ ル ス の感染者数急増 に伴 い、 同 国 では ロ ッ ク ダ

ウ ン に よ る 行動制 限が強化 さ れ て お り 、 個 人消 費 と 工業生産に下振れ圧力 があ る こ と 、 又、

ロ シ ア の ウ ク ラ4 ナ 侵攻 に対す る ロ シ ア ヘ の経済制 裁、 当該影轡 に伴 う 原油価格面臆等 に

よ り 、 特 にEU を 中 心 と し た経済減速の影轡 は 免れ得ず、 当 面 の世界経済 は 先 が見通せ な い

状況であ る ．

鉄鋼業界 と 商品市況 ：

20'21 年の世界の粗綱生産旦 は約19 餞5 千万 ト ン 、 前年 は新型 コ ロ ナ ウ イ ル ス の影菩が大 き

か っ た が、 各国 で経済活動が活発化 し 、2 年ぶ り に前年 を 超 え た 。 中 国の粗鋼生産竺は 、 年

初 は 旺盛 な 鋼材需要 の も と で増産 を 統 け て いた が、 二酸化炭索排出旦 の抑制 に 向 け 、 政府が

鉄鋼 メ ー カ ー に対 し て 減産 を 要話 し た こ と で前年比 滋減の10臨3千万 ト ン と 年問の粗鋼生

産竺が6 年ぶ り に減少へ転 じ た。 先進国 は軒並 み前年か ら 租鋼生産只 は増 え 、 日 本は 需要縮

小に よ る 高炉一時休止があ っ た も の の、 前 年比l5 ． 諜増の9 千万 ト ン だ っ た 。 国内 製鉄メ ー

カ ー の勁向 と し て 、 日 本製鉄の 中長期経営計西(2021 年3 月 ） に て 一部設備の休止 ・ 休止前

目 し が発表 さ れて お り ｀ そ の 中 に は 関西製鉄所和歌山地 区第4 コ ー ク ス炉の2022 年度上期

を 目 途と し た休止 が含 ま れて いた が、 そ の後、 当該 コ ー ク ス炉の休止 は2024 年度末 ま で延

期 と な る こ と が発表 さ れた い 中 国 での粗鋼生産塁 は 、 過去最扁 を 記録 し た 昨年並み と 好調で

あ っ た 一方 、 共産党IOO 周 年 記念式典時 に実施 さ れ た安全規制 に よ り 原料炭鉱の操業率が

低下 し た車、 並 びに 、 新型 コ ロ ナ ウ イ ル ス に起因す る モ ン ゴル 炭等 の輸入炭数竺減少 を 背景

に 、 原料炭不足が顆苦 ．と な り 、 原料炭価格が高騰。 そ の後一時的 に 落 ち 着 き を 取 り 戻 し た が、

足元は ウ ク ラ イ ナ／ ロ シ ア 情勢 の悪化 に伴 っ て ロ シ ア 産 コ ー ク ス を 輸入 し て い た 欧州 ミ ル

が代替玉 を 求 めて 中 国市母 に参入 し 中 国 コ ー ク ス の需要 が強含 んだ為 、 中 国 コ ー ク ス市 況
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は再度 上昇 を始め 、 結 果、 年度末では ＄635 と な っ て い る 。2022 年度 は ウ ク ラ イ ナ／ ロ シ ア

惜勢が収束 し な い場合 に は欧州 か ら の需要が続 く た め、 コ ー ク ス価格 は下 が ら な い見通 し 。

石油 コ ー ク ス 市況 は、2021 年度 を通 し て タ イ ト な 需給継絞 と 世界的 資源高 の影巷 を 受 け 、

FOB価格 が昨年度 に比べ大輻に姦謄。 （高硫黄 郎 ガル フ 品＄85(21 年4月 ） →＄213(22年3 月 ） 、

低硫黄lJS 西海岸品 ＄l認 （21 年4 月 ） →＄360{22 年3 月 ） ）2021 年度 末時点 では製 油所稼働率 ·

コ ー カ ー 稼勘率共 に新型 コ ロ ナ感染拡大前 の レ ベ ルに ま で戻 り つ つ あ る た めに石油 コ ー ク

ス供給 の ク イ ト 感 は若干解消 さ れつ つ あ る も の の 、 同 時 に 中 国 ・ イ ン ド等 の大 口 需要回での

需要 も 強 ま っ て い る 凸

2022 年度 は一般炭の 主要生産国 で あ る ロ シ ア を取 り 巻 く 地政学 リ ス ク及 び イ ン ド ネ シ ア の

輸出 制 限等 を背棗 に石油 コ ー ク ス も 高個で推移す る 見込み 。

2021 年皮業績 に醐 す る 定性的情報 ：

2021 年 度通年 での当 社業績 は、 コ ス モ石油堺製油所発生 の ス ワ ッ プ外 （ タ ー ム） 取 引 に お

いて 当 社 に有利 な フ ォ ー ミ ュ ラ を設定 で き た こ と 、 日 本製鉄 向 け に 中 国旭陽品 の ク ー ム契

約 を締結 で き た こ と 、 及 び東南 ア ジ ア 向 け に 日 本 コ ー ク ス 工業 品 の ク ー ム契約 を複数締結

で き た こ と 等 に よ り 、 過去最大 と な る 売上 両693 位 円 （前年度比58％ 増） 、 売1:総利益2,446
百万円 （同38％ 培 ） と な っ た 。 ま た新型 コ ロ ナ ウ イ ルス 感染予防 を 目 的 と し た海外出蚕 ．

接待 等 の実施制 限期問があっ た こと で旅費 ・ 交通 費、 交際費 は前年度並み であ っ た が、 中迄

採用 等 に よ る 社 員 増加 や経営指導料改定 （引 き 上 げ） 、 日 本製鉄東 日 本製鉄所鹿島地 区 に設

酉 さ れて い る 当 社 固定資産 であ るCDQ 出荷設備 ・ 石炭 コ ー ク ス緬設備 の営筋費増があ り 、 販

売費 及 び一般管理迂全体は前 年度実籟 に 比較 し て 増加 と な り 、 営 業利 益は1.461 百万 円 （同

59％増 ） と な っ た ¢ 2021 年度 も 黒字の連結納税子 法人 の場合の税率が実 質18.5％ と な り経

常利益は1,623 百 万 円 （同61％増） 、 当 期純利 益はl, 173 百万 円 （同60％増） であ っ た 。

各営業 グル ー ブの状況は次の と お り 。

［営業第一 グル ー ブ］

＜ 石油 コ ー ク ス ・ 無煙炭 ＞

コ スモ石油 と の取引 は、5 年 目 と な る ス ワ ッ プ取引が27.5万 ト ンから20 万 ト ン に減少 し た

も のの 、 同社堺製油所発生 の ス ワ ッ プ外 （クー ム） 取引 の約10 万 ト ンに お いて 、 当社 に有

利 な フ ォ ー ミ ュ ラ を設定で き た こ と 、 中 国向 け ア ルミ桔錬ア ノ ー ド用 迎に ス ポ ッ ト なが ら

潟収益 で翰出成 約 で き た こ と 等に よ り 、 取弓l全体 と し て は売上総利益607 百万 円 （前年度比

63％増） の増益 と な っ た 。 既存直充取弓l では 三菱 マ テ リ ア ル及 び太平洋セ メ ン ｝ 向 けEx..mn
品阪売 、 住友大阪 セ メ ン 日 向 け 台均品 、 恥EOS 品 の ス ポ ッ ト 販売、 宇部興産向 けS皿cor 品

の販売数旦増等 で取引 を積 み 上 げて き た こ と 、 及 び市況 上昇 に伴 う 同取弓l収益増等に よ り

同275 百万円 （同178％増） の増益 と な っ た と 在阻 小 口 取引 で は市況上昇 の 恩恵 も あ り 、 既
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存取弓l に お い て収益増 と な り 、 新規取 引 を 開始 し た デ ン カ 向 け 取引 も 収益増 に 貢献 し 、 同77

百万円 （ 同10％ 増 ） と な っ た 。 無煙炭取引 は 、 石炭 コ ー ク ス 価格が涵値で推移 し た た め 、 無

煙炭 （ペ ト ナ ム 品 ） の相対的価格競争力 が 出 た こ と で 、 宇部マ テ リ ア ルズ向 け 販売等で 同53

百万円 （ 同783％ 増 ） と な っ た 。 チ ー ム 全体で は売上総利 益i, 031 百万円 、 前年度比89%

の 増益 と な っ た 。

＜ 炭素材 ＞

炭素材 チ ー ム で は 、 自 勁車業界等 の 回復 に 合 わ せ て カ ル サイ ン コ ー ク ス や コ ー ル ク ー ル ビ

ッ チ の 当 社販売数只 が増加 し た も の の 、 新型 コ ロ ナ ウ イ ル ス の 影答 で 落 ち込 ん で い た 電極

需要が 回 復 し た こ と で ニ ー ド ル コ ー ク ス の 生産 が 戻 り 、 結果 と し て （非ニ ー ド ル） ピ ッ チ コ

ー ク ス の 当 社販売が 無 く な り 、 チ ー ム 取弓l 全体で 売J:.総利益 お 百万 円 、 前年度比 認％ の 減

益 と な っ た2

【営 業第ニ グルー プ】

く コ ー ク ス 国内 ＞

coo 粉 コ ー ク ス 取引 で は東 日 本製鉄所鹿 島地区 で の 設 備 ト ラ プル に よ り 発生玉減少の影菩

や コ ロ ナ禍 で の 全般的な需要軟化 が あ っ た も の の 、 輸入台 湾品 の数竺抑制 で採諄改善を 図

り 東西全体で売上総利益190 百万円 （前年度比24％増） の 増益、 中電用 コ ー ク ス は 主要販

売先の 新 日 本電工鹿 島 が2021 年3 月 中 旬か ら12 月 上旬 ま で操業再稼働 さ せ た(2021 年12

月9 日 に 正式休止） こ と で 販売数旦が増加 し 、 同ll5 百万 円 （ 同155％増） の 増益 と な っ た 。

そ の 他一般用 コ ー ク ス 取弓l で は 、 日 本 コ ー ク ス 工業 か ら の 供給余力が 今年段半 ば よ り 大 き

く 減退す る 等厳 し い 環粒 と は な っ た が 、 前年度か ら の 東邦亜鉛 ・ 宇部マ テ リ ア ル ズ向 け の タ

ー ム 契約 を 履行 し 、 西 日 本需要家 を 中心 に 輸 入 中 国品 や新規国内品 で の 需要取 り 込みが 図

れた こ と 等か ら 同l45 百万円 （同77％ 増 ） の 利益 を 上げ、 一般用 コ ー ク ス全体 と し て は 、

前年度比61 ％増益で453 百万円の 利益 と な っ た 。

鋳物用 コ ー ク ス 取引 は 、 前年度下期 よ り 復調 し た 自 動車業界 ・ 鋳造業界 の 需要が堅調に 推移

し 、 中 国政府 に よ る 規制強化 の 動 き を 受 け 中 国 ソ ー ス の 輸出供給 ク イ 日 化が 更 に 進 み、 過年

度 よ り 推進 し て い る 日 本 コ ー ク ス エ 薬 品拡販展開 を 今年度 も 推姻 し た こ と で 、 全体で は 売

上総利益19l 百万円 、17％の増益 と な っ た 。

く コ ー ク ス 輸出 ・ 三国問 • 国 内為炉向 け 翰入 ＞

日 本 コ ー ク ス 工業品 の 輸出取引 に つ い て は 既存 のAnnJoo Steel 向 け に 加え て 、 期 中 に ペ ト

ナ ム ・ 中国向 け ク ー ム 契約締結 に 成功 し売上総利益255 百万円 （前年度比8％増） を 計上 、

住友 商事 の 出貸先 で あ る 泣k匹a Fei--roalloys 向 け 三国問取引 に つ い て は阪売数旦 で は 予n
に 届 か な か っ た も の の 、 コ ー ク ス 価格上昇時 に 当社利輻が拡大す る 契約 と し て お り 、 コ ー ク

ス 市況が年問を 通 じ て高い 水準 で推移 し た こ と で 同132 百万円 （同27％増） 、 輯入取引 に お
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い て は 自 勁車業界等の 回 復 に 合 わ せて 日 本製 鉄の 粗鋼生産歪が 回復 し た こ と で 同社 の コ ー

ク ス 需要が 発生 し 、 当 社 は 中 国旭阻品 を 販売 で き た こ と で チ ー ム削設以 来昂商益の710 百

万円 （ 同115％増） と な っ た 。

＜ 鉄鋼原料 ・ 酎火材 ＞

前年度 は 名 古屋3 号 コ ー ク ス 炉案件 の 南炉本体(2018 年度受注） の 検収 が完 了 し 大 き な収益

を あ げ た が 、 今年 度 は コ ー ク ス 炉建設案件の 収益 が な く 、 海水マ グ ネ シ ア ク リ ン カ ー 翰出

（南 ア 向 け ） 、 電融 ム ラ イ ト 輸 入 （ハ ン ガ リ ー 品） 等 で 収益 を 禎み蚕ね た も の の 、 売上総利

益5 百万 円 、 前年度lt99％ と 大 き く 減益 と な っ たa

当 期 の 活動 ：

① 新型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 関連対応

社 員 の 新型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感染 を 予防 すべ く 、 在宅勁務、 お よ び出社時の 時差通勁の 推

奨方針 を 変更せ ず 、 加 え て 業務 オ ベ レ ー シ ョ ン に 影行が 出 な い よ う に 、 そ の 都度 、 東京 ·

大阪の恙染状況 を踏 ま え た 柔軟な出社 シ フ ト 制 を 維続 し た 。 又 、 出 張 ・ 外出 ・ 来訪 ・ 接

待 に つ い て も 引 き 絞 き 必要 な も の に 限定 し た 。 住友商事 （株） 同様 に ｀ 社 内 に罹患者及 び

濃厚接触者 が 発 生 し た 院の 即ー親、 及 びそ の他対応 プ ロ ト コ ル を 策定 し 、 社内 に お け る

感 染拡大防止 に 努 め た 。

② 評価制度の 運用 改苦

評 価制度 に お け る 人材評低の運用 は 、 社 貝 一人 ひ と り の成長促進、 組織力 強化 に 繋が る

亘要 な も の で あ り 、 外部 コ ン サ ル タ ン ト の 協力 を 得 なが ら 、 評価者研修 を 夫施 し た 。 又、

現評価制度の 運用改善 に 繋げ る べ く 、 祠度＾ ン ド プ ッ ク 中 の 安格等級 の 定裟、 能カ・評価

If碑評価の 芳眼点、 評釦点数の 付 け 方等の 曖昧な記載内 容の 見直 し を 行 っ た 。

® 中 途採用 、 及 び2022 年新卒採用 活勁

2021 年度 は4 名 の 中途入社 が あ り 、 入社後 は 各指導担 当者に よ るOJT 教育 、 住 友商事 グ

ル ー プ 向 け 各研修の 受語 に 加 え 、 各担当 社員 か ら の 商品 ・ ピ ジネ ス 紹介 、 関連規程 説明

を 実施 し た 。 又、 昨年度か ら 継裟す る 「 同期 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン(2020 年以 降入社社 貝

問 の 交流の 場 ） 」 を実施 し 、 育成 に お け る 社 貝問 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 垂要視 し た 。 又、

新卒 （2022 年卒） 採用 活勁 を 行 い2 名 に 内 定 を 出 し た 。 (2022 年4 月 に 予定通 り 入社）

④ 今社社 内研鍔 に つ い て

社 貝 教育 を 目 的 と し て 、 従来 の住友 商＃ グル ー プ向 け 研修、 現坦OJT に 加 え て 、 全社 向

け 社内研修 を複数実施 し た 。 （一部の 研修 は 住友商事 （株） よ り 外部論師を 招待）

セ ル フ ・ ラ イ ン ケ ア研修 、 安全保悶貿易 管理研修 、 業法 （下詰法） 研修、 財務分析／企業
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与 信研修、 物流 （輸出 ・ 翰入 ） 研修 を 実施 し て お り 、2022 年度以降 も 複数 の社内 研修 を

企画 ・ 開催予定。

⑥ 東京本社執務 室拡張、 及 び竹低 ピ ル16 階会議室新規設固 に つ い て

2023 年4 月 に予定 す る 住 友商事 （株） 炭素部 か ら の ピ ジ ネ ス移昔 （製頌用 人造黒鉛電極 、

お よ び ア ル ミ 桔錬用 カ ソ ー ド の ト レ ー ド事業移管） に伴 う 人 貝増 を 見据 え、 本社 のあ る

竹柏 ピル16 階 に新 し く 社 内 会議室エ リ ア を 設固 （2022 年3 月 か ら 使用 開始） 、 一方で 同

9 階の 会議室 を 執務室 に 変更 す る た め の執務室 の拡張工事 を 開 始 し た。2022 年4 月 末 に

同拡張工事 が終了 し 、 新 し い オ フ ィ ス が完成予定。

⑥ 会社ホ ー ム ベ ー ジ全面改訂

2022 年1 月 よ り 会社 ホ ー ム ペ ー ジの全面改訂作業 を 実施中。 住友 商事 グ ル ー ブ他社 で

の起用実績が多 く 、 評判 の良 い ホ ー ム ペ ー ジ改訂業者 （（株） 揚羽社） を起用 し 、 全社 ブ

ロ ジ ェ ク ト と し て 取 り 組んでい る 。 新ホ ー ム ペ ー ジ は2022 年5 月 末 に リ リ ー ス予定．

⑦ ア ク シ ョ ン ブ ラ ン 策定

当 社 を 取 り 巻 く 事業閑度が大 き く 変化 す る 中 、 当 社が収益規模 を 維持 ・ 拡大 す る 為の ア

ク シ ョ ン ブ ラ ン （中 期 目 昂） を ピジ ネ ス ラ イ ン 毎 に筑定 し た。PDCA サ イ ク ル を 回 す 目 的

で、 期 中 に2 回の社長 ヒ ア リ ソ グ （進捗 フ ォ ロ ー ） を 実施 し た が、2022 年度 以降 も 、 事業

閑境 変化 に対応 す べ く 、 同 ア ク シ ョ ン プ ラ ン の レ ピ ュ ー ・ 見直 し を 継続 し て い く ．

® コ ン プ ラ イ ア ン ス遵守関連

法令遵守状況等につ いて は 、 社内 定期 会議や 日 々 の業務の 中で社内啓ま と そ の像庭 を 図

る と と も に 、 四 半期 に1 度の コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 貝 会 の湯で、 社内 コ ン ブ ラ イ ア ン ス状

況の確認 と 各対応 に つ き 協議 を 継続 し た 。 又、 業務 グル ー プ第ニチ ー ム 四 ラ イ ン では

「業法一区表 （当社 ピジネ ス関連業法の一覧 、 及び留意点 を 絹め た も の） 」 を 作成 の上、

社内説明 を 実施 し た 。

当 期の成果 ：

l) 売 上裔 ： 693 餡円 （前年度比 祁％増 ）

と 主要商品別 の売上涵 は 、 次の と お り ． （単位 ： 鯰円 ）

（本年度 実禎） （前年度実籟） （増減率 ）

① 石油 コ ー ク ス ・ 無煙炭 191 93 +105%

② 炭索材 15 14 +7%

③ 一般用 コ ー ク ス 30 21 +43%

④ 鋳物用 コ ー ク ス 29 23 +26%

⑤ コ ー ク ス （輸出 ・ 三国間等 ） 位6 267 +60%
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⑥ 鉄鋼原料 ・ 酎火材 0. 7 19 ▲96%

2) 売上総利益 ： 2,446 百万 円 （前年度比38％ 増 ）

主要商品毎 の売 上総利 益 は 、 次 の と お り ． （単位 ： 百万円）

（本年度実禎） （前年度実績） ｛増減率）

① 石油 コ ー ク ス ・ 無煙炭 1,031 545 +89%

② 炭 索材 56 78 ▲28%

③ 一般用 コ ー ク ス 453 282 +61%

④ 鋳物用 コ ー ク ス 191 163 +17%

⑤ コ ー ク ス （輸出 ・ 三国問等 ） 710 331 +115%

⑥ 鉄鋼原科 ・ 配火材 5 379 ▲99%

※他 に業務 グ ル ー プで▲l 百万円 計上

3) 営業 利益はl, 461 百万円 （前年度比59％増） 、 連結納税筵付金177 百万 円他の営業外収

益 と 支払利忠16 百 万 円 他 の営業外費用 を計上 し経常利益は1,623 百万 円 （同61%

増） 、 当 期純利益はl, 173 百万円 （同60％増） と な っ た..

(2) 資金調逹の状況 （蚕 要 な も の に限 る ）

該 当 事項 はあ り ま せ ん。

(3) 設備 投資の状況

直江津港で石油 コ ー ク ス の麻を実施す る ため 、 師機を2021 年4 月 に取得 し た 。 ま た 、

日 本製鉄東 日 本製鉄所鹿島地 区 に設置 し た石炭 コ ー ク ス 話設錨 に つ い て 、 日 本製鉄

側 か ら の安全対策 の要 語があ る こ と や老朽化が進ん で い るこ と か ら 、 適宜修繕 ・ エ事

を突施 し て い る 。

(4) 事業の譲渡 、 吸収分割又 は新設分割 の状況

該 当 事項 は あ り ま せ ん。

(5) 他 の会社の事業 の誤受 け の状況

該 当 事項 は あ り ま せ ん。

(6) 他 の会社の株式 そ の他 の持分 又 は新株予約権等 の取得の状況

該 当 事項 は あ り ま せ ん。
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(7) 吸収 合併又 は 吸収分割 に よ る 他の法人等 の事業 に 関 す る 権利義務の継承状況

該 当 車項 は あ り ま せん。

(8) 直前3事業年疫の財湮及 び損益の状況

第24翔 第25翔 第 祁 期 第27 期

区 分 （ 平成31 年3月 斯 ｝ （ 令和2年3月 翔） （ 令和3年3 月 （ 当 窪事業年度）

均） （令和4年3月 期 ）

売 上 高 （百万 円） 37,271 32.3泣 43,798 67，函

経常利益 （日万 円 ） i21 1.1 14 1,007 1,623

当閉純利益 “ゴ万円 ） 521 807 731 1,113

l 株 当 たり 当 朔純利益 田） 52,3i21'1 心 仕 81.011 円 糾 餃 73,3邸 円46餃 1!7,722 円23餃

総訂産 "”'円 ） 6,311 8.1邸 1[,480 10.64l

純沢産 （百万円l 1,1⑲ l.4お 1.353 I 會i96

1 株 当 たり純汝産粽 U'IJ 111,368 円 ⑮ 銭 143,118 円 鉛 銭 lおぶ49 円12 錢 IS0,276 円 臼 餃

（注） 1 株 当 た り 当 期純利益は 、 期中平均発行済株式数 よ り 、 ま た1 株 当 た り 純資産額は 、

期末発行済株式総数 に よ り 算出 し て お り ま す。

又 、 当 事業年度 よ り 、 「収益認識 に関 す る 計上基準」 （企業会計基準第29 号 令和2
年3 月31 日 改正） 及 び 「収益認識 に 関す る 会計基準の適用指針」 （企業会計基準適

用 指針第30 号 令和3 年3 月26 日 ） を 適用 し て お り 、 当 社が代理人 と し て 商品 の

阪売 に関与 し て い る 場合 には 、 純額で収益を 認識 し て お り ま す． 当 手業年度にお い て 、

純額表示 に 変更 し た 代理人取引 の売上扁は1.543,256 千 円 、 売上原釦 は1,487,304 千

円 です。

(9) 垂要な親会社の状況

当 社の親会社 は住友商事株式会社 であ り 、 同社 は 当 社の株式を9,%0 株 （出資比率

100%) 保有 し て お り ま す。 当 社は 同 社か ら コ ー ク ス等の仕入 及 び同社に対 し コ ー ク

ス等の販売 を 行 っ て お り ま す。

‘
f
ぐ

(I 0) 対処す べ き 課団

該 当 事項は あ り ま せ ん．

(I 1) 主要な事業 内 容 （令和4 年3 月31 日 現在）

炭素関連商品 、 耐火物、 並 び に鉄鋼生産用原料及び資様材の国内 ｀ 輸出 入 、

三田罰取引
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(I 2) 主要 な 営業所及 びエ堪 （ 令和4 年3 月31 日 現在）

名 称

本社

大阪支店

鹿 島営業所

所 在 地

束京都千代 田 区ーツ橋

大 阪府大阪市

茨城県鹿岨市

(1 3) 使用人の状況 （ 令和4 年3 月31 日 現在）

使用 人数

（人）
前事業年度末比増減

平均年齢

（歳）

平均勤続年数

（ 年）

43 | +3 | 4i.3 | 8.5
＊ 尚 、 上記 「使用 人数」 に は 取締役3 名 を 含 め て お ら ず、 上記 「前業年度比増減』 は

同様 に カ ウ ン ト し た 前事業年度使用人数 と の比較人数 を 記祓 し てい ま す3

(I 4) 主要な僭入先 （令和4 年3 月31 日 現在）

借 入 先

住友商事廂

借 入 額

1,901,919

（単位 ： 千円 ）

I
(1 5) そ の他会社 の現況に関す る 垂 要 な事項

特記すべ き 蛍要な事項 は あ り ま せ ん．

2. 株式の状況 （ 令和4年3 月31 日 現在 ）

(I) 発行可能株式総数

(2) 発 行済株式の総数

(3) 株主数

40,000 株

9.960株

l 名

株 主 名
当 社への出資状況

持株数 （株） 1 出資比字 （％ ）

住友商事株式会社 9,960 lOO

3. 新株予約権等の状況

該 当 事項は あ り ま せ ん。
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4. 会社役 員 の状況 （ 令和4 年3 月31 日 現在 ）

地 位 氏 名 里要な兼職の状況

代表取締役 瓜生 慎一 住友商事閻 炭素部参事

取締役 松井 直也 住友商事閥 炭素部参享

取締役 高 内 敏 住友商事昧 炭索部参事

取締役 内 田 謙一郎 住友商事特 炭素部長

監査役 羨則 智 住友商事閻 炭素部長付

監査役 横森 陽佑 住友商事ブれナンシャルマネシ9メント採事務従事
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巴 壼 綽 勺 書

如こちm碑·よ 令和3年4月1 日糾治和4 年3月31 旺て-f/) 第 ” 即ぽが即泳印切

叡珈場し旧心鉛 ヽたしえば や）j嗅呻4：：つき 以＂のと紐9姻がた し灯．

1. 藍記り方紐びそ勾噸

＂血””及び直人鴫心”“紅皿 呻べ心虫のmmmに

孵め るはもに 臼紐も池匹点即叫訊し締紐訊碑人蜘奴刃卿勁摯げ

状即ーぷ ‘て衝与aけ 、 必憂1：：応じ-calJIい 東り 重憂な挟嶽書顕等が雷覧し 、 本社＆び

主血事i叩て四紐れ啄の加蹄謂” ｀た し祖ぷ

匹の砕に 基づき 、 叫事董釈叫る 事 編蠣告及びそ の附黒閉細冨に つい て検9中

いたし慕した

さらに全3軍簿匹iにれにmぷmの躙葺をtn.m臼m項に氏計翼書製 （出訪

“は出濯書 ． 株丑訟＂匹m汲“窃旺虫〉 ＆四噂叩暉如ついて如

いた し由した

2,伊査心果

(1) 事業慢佐も藍

ー 事棗●も及びそ咄濯直書は 、 店令艮び定象に 位い 、 全即滋虹由しく 示し て いる

もa肛ます．

二 取纏衝渾田の＂和霜する 杓E研9為刃れぶ北し く9 が 定に輝する重奴が 事印

悶めらh紐ん．

oo 計算書血匹9J直IJ謳叡噴滋結鳥

計算m血ぼII濁鳳噴鯛書は 、 全初血暉位の象況を｀べて呪嗽点炸いて

遍に茄茂， ているい火込め却-.

令和4 年5 n 勾 日
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吸収分割会社につ いて

吸収分割会社の最終事業年度 の末 日(2022 年3 月31 日 ） 現在 の貸借対照 表 にお け る 資

産 の額は4,702,441 百 万 円 、 負債 の額は3,496,775 百万 円 です。 ま た 、 吸 収分割会社が本

吸 収分割 に よ り 吸収分割 承継会社 に 承継 さ せ る 予定 の資産及 び負債 は生 じ な い見 込み

で あ る た め 、 本吸 収分割 が 吸 収分割 会社の財務状況 に及 ぼす影響 は軽微で あ る と 考 え

ま す。

こ れ ら を前提 と し て 、 吸収分割 会社 の最終事業年度 の末 日 か ら 現在 に至 る ま で に 資 産

及 び負 債 の額 に生 じ た 変動 、 さ ら に今 後本効 力 発 生 日 ま でに予測 さ れ る 資産及 び負債

の額 の変動 を考慮 し て も 、 本効 力 発 生 日 以 後 に お い て 吸収分割会社 の 資産 の額 は負債

の額 を十分 に上回 る こ と が 見込 ま れ ま す。

ま た 、 本効 力 発生 日 ま での 間 に お け る 上記 の 見 込 み に重大 な 支 障 を及 ぼす よ う な 事態

の発生や 、 本効力 発生 日 以後 に吸収分割会社 に よ る 債務 の履行 に重大 な 支障 を来す よ

う な 大幅 な減収 、 継続的 な損失等 の発生 は、 現時点 では予想 さ れ て お り ま せ ん。

以 上 よ り 、 本効力 発生 日 以後 にお け る 吸 収分割 会社の債務 につ いて 、 吸 収分割 会社 に よ

る 履行の見込み に問題 はな い も の と 判 断 し て お り ま す。
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吸収分割承継会社 につ いて

吸収分割承継会社の最終事業年度 の末 日(2022 年3 月31 日 ） 現在 の貸借対照表 にお け

る 資産の額は10,641 百万 円 、 負債 の額は8,846 百 万 円 です。 ま た 、 吸収分割 承継会社が

本吸収分割 に よ り 吸収分割会社か ら 承継す る 予 定 の 資産及び負 債 は生 じ な い見込 み で

あ る た め 、 吸収分割承継会社の最終事業年度 の末 日 か ら 現在 に 至 る ま で に資産及 び負

債 の額に生 じ た 変動 、 さ ら に本効力 発 生 日 ま で に予測 さ れ る 資産及 び負 債 の額 の 変動

を考慮 し て も 、 本効力 発生 日 以後 に お いて 、 吸収分割承継会社の資産 の額は負債 の額 を

十分 に上回 る こ と が見込 ま れ ま す。

ま た 、 本効力 発生 日 ま で の 間 に お け る 上記 の 見込 み に 重 大 な 支 障 を及 ぼす よ う な 事態

の発 生や 、 本効力 発生 日 以 降 に 吸 収分割承継会社 に よ る 債務 の履行 に 重大 な 支 障 を来

す よ う な大幅 な減収 、 継続的 な損失等 の発生 は 、 現時点 では予想 さ れ て お り ま せん。

以 上 よ り 、 本効力 発生 日 以 降 にお け る 吸収分割承継会社の債務 につ いて 、 吸収分割承継

会社に よ る 履行の見込み に問題 は な い も の と 判 断 し て お り ま す。

以 上
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